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発刊に寄せて 

北海道科学大学  

学長 渡辺 泰裕 

 

2017年度の文部科学省「私立大学研究ブランディング事業」に採択された事業は、2019年度をもって

無事終了を迎えました。その集大成をシンポジウム等で皆様に直接ご報告すべきところではありますが、

この度の新型コロナウイルスの感染状況を踏まえ、書面でのご報告に代えさせていただきます。 

本学が採択された事業では、北海道における人口減少・超高齢社会・地域活性化への対応を目的とし

て、本学に設置した４研究所を軸に、北国の豊かな生活環境の創出と連携により地域共育力を向上させ、

地域と共に新たなイノベーションの創出を目指しました。 

 

４つの研究所とブランディング事業における研究内容は以下のとおりです。 

・寒地未来生活環境研究所： 

スマート住宅で暮らす人にとって必要なサポートシステムの開発 

・寒地先端材料研究所： 

積雪寒冷地で用いられる医療用装具の安全性・耐久性の向上を目指す研究 

・北の高齢社会アクティブライフ研究所： 

積雪寒冷地域で暮らす健康高齢者や在宅患者等に対する遠隔ヘルス・リハビリテーションシステム

の開発 

・北方地域社会研究所： 

  上記３研究所で開発される技術の適合地域の検討と必要なメソッドの構築 

 

ブランディング事業の成果は、国内最大級のマッチングイベントである、「イノベーション・ジャパ

ン2019‐大学見本市（東京ビッグサイト）」に出展し、研究成果の社会還元にも努めました。 

 

事業で得られた成果をさらに発展させるために、2020年度には「北の大地ライフサイエンス創生研究

所」を設立しました。本研究所では、「よりよく生きる」「よりよく食べる」「よりよく暮らす」とい

う人々の生活に直結した領域で研究を進め、地域ならびに国民の健康・福祉の増進に寄与したいと考え

ています。 

今後も、北海道の地域特性を活かし、地域とともに発展していく大学を目指していきます。 

 

最後に、本事業で様々なご支援、ご協力賜りました東北工業大学、地方独立行政法人北海道立総合研

究機構、上富良野町、札幌市手稲区にはこの場をお借りいたしまして厚く御礼申し上げます。 
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第１章 申請内容及び事業計画書 

第１節 研究ブランディング事業について 

事業名 北国生活環境科学拠点 

積雪寒冷地域における医社工連携をとおした超高齢社会対応のための技術開発と普及 

事業背景・概要 北国の新しい暮らし方を創る「ノースライフ・イノベーション」を目指す 

本学のある北海道は、積雪寒冷地域という非常に厳しい気候風土のため、長期間に渡り「雪害」等

への対策が必要な地域である。さらに、近年の少子高齢化や過疎化により、さまざまな諸問題を抱え

て疲弊している地域が多く、生活環境の向上を目的とした「技術・技能の新たな展開」が急務となっ

ている。 

本学は、1967年（昭和 42年）に工科系大学として開学以来、社会科学及び医療系分野を充実させ、

積雪寒冷地域対応の高度な教育・研究機関として発展してきた。本事業では、北海道における人口減

少・超高齢社会・地域活性化の対応を目的として、工学、保健医療学、社会科学の融合から『北国高

齢社会の生活カウンセラー（北国生活環境科学拠点）』を確立させ、豊かな北国生活環境の創出と連

携による『地域共育力』の向上を目標に、地域と共創する新たなイノベーションを描く地域創生を実

現していく。 

事業目的 地域と共に発展・成長し、新たな技術と才能で北国の超高齢社会を支える 

積雪寒冷地技術の教育・研究に取り組んできた本学は、時代の要請に即して保健医療学系や社会科

学系の学部・学科も設置し、北海道内の各地方自治体との連携協定や公開講座等の開催で、地域との

連携を強めながら教育・研究を進めてきた。 

なかでも連携事業参加者や企業・自治体から寄せられるテーマとして、積雪寒冷地域特有の大雪に

対する「雪対策」や寒冷によって生じる「エネルギー消費量の増大」、「凍害」等による困難な生活と

近年の少子高齢化・過疎化等の様々な問題が多く、生活環境を向上させる「技術と技能の新たな展開」

が必要とされている。 

そこで『地域と共に発展・成長する北海道 No.1 の実学系総合大学』を目指すことを掲げている本

学が、これまで蓄積してきた教育・研究を軸に、「新たな技術・技能」の開発とその普及に取り組み、

積雪寒冷という「地域」の生活環境を支える「ノースライフ・イノベーション」を目指すことにした。 
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大学の将来ビジョン 北海道の課題解決と豊かな未来を切り開く「北海道 No.1 の実学系総合大学」

を目指して 

本学の将来ビジョンは、『学生』と『地域社会』に対し「基盤能力と専門性を併せ持つ人材を育成

し、地域と共に発展・成長する北海道 No.１の実学系総合大学を実現する」である。本事業を通して、

北海道に対応した技術系や保健医療系の人材を多数輩出するとともに、地域に対応した新たな技術開

発の醸成や地域振興に影響を与え、地域社会と連携しながらそれぞれが抱えている諸問題の課題解決

に寄与する『地域型大学』となることが大きなビジョンである。 
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期待される研究成果 

本事業では３つの研究テーマを主として、高齢者や障がいをもつ方をはじめ、北国で暮らす人々の

生活の質を向上させるために様々な取り組みを行い、「北国高齢社会の生活カウンセラー（北国生活

環境科学拠点）」として、北国の暮らしを豊かにする研究・開発を行う。 

当研究所では、３つの研究をもとに北国の豊かな生活環境の創出と北国の生活環境科学拠点を構築

するため、北海道内の地域特性を明らかにしながら、３つの研究で開発される技術の適合地域を検討

するとともに、そのためのメソッドを構築することを目標としている。 
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No.

1967 42

2008 20

Professional

2012 24
IF LAM

LAAN RINC
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第２章 研究成果報告 

第１節 寒地未来生活環境研究所 

Ⅰ．寒地未来生活環境研究所について 

寒冷地生活環境に潜在するさまざまな問題を解決するために、人、医療、機械、情報、電

気、建築及び土木分野における技術のシナジー効果を最大限に発揮し、新たな学際的・分野

融合的領域の創出を目指す研究・開発を推進している。積雪寒冷地における、接続可能な住

環境の構築に資する技術の開発及び人々の生活環境を支援・向上することを目的に、2017年

４月１日、「寒地未来生活環境研究所」を設立した。 

Ⅱ．成果報告について 

次項より示す。 
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研究ブランディング事業 研究報告書（寒地未来生活環境研究所 その１）

所長

副所長

真田 博文（工学部・情報工学科）

林 裕子（保健医療学部・看護学科）

１．事業概要

研究ブランディング事業として、「高齢者が自立した生活を

維持するための身体状態の検討－地域住民の健康測定会－」

と題した事業を行った。以下に事業概要について述べる。

わが国は、医療の高度化により、救命率や治癒率が向上し

国民の平均寿命が延伸したことにより国際的にも稀なスピード

で高齢社会となった。そして、環境汚染への対策の向上や医

療の高度化によって、平均寿命は延伸している。その平均寿

命は 2019 年においては男性 81.5 歳、女性 87.3 歳となり、国

際的には最も高い年齢となっている 1）。また、我が国において

は、日常生活に制限がない期間である 2016 年の健康寿命は、

男性 72.1 歳、女性 74.8 歳である。この健康寿命と平均寿命

の差は、男性 8.8 年、女性は 12.35 年となっている 2）。この期

間は、日常生活に制限のある期間として、この期間を増やさな

い対策が求められている。

また、病気は病院等の施設で治療するのではなく、日常の

暮らしの中で自己管理していくことが求められている。地域包

括ケアシステムの構築が進むなか、地域包括支援センターや

ケアマネジャーなどが地域で活躍している。その活動は現行

の看護などのケアの延長線上にあり、それらが、地域住民自

身がもっている地域で健康に生活していくときに生じる生活に

必要なこと（以下、need）や必要としていること(以下、want)に
適合しているかは、それぞれの地域に一任されている。

一方、わが国は東西南北に広がる地形のため、四季の変

化のありようが地域ごとに異なっている。そしてさらに、年間の

季節において気温差や降雪量が大きい寒冷積雪地域では、

人々は季節の変化に順応しながら生活を営んでいる。このよ

うな季節変化のなかで、疾病や障害などを持ち健康になんら

かの不安（以下、健康障害）とともに在宅生活していかなけれ

ばならない人々においては、住み慣れた地域環境が健康維持

への脅威となりうることもある。しかし、寒冷積雪地域であって

も住み慣れた地域で外来通院や在宅看護を受けながら、住み

慣れた在宅で暮らし続けることを希望する者が多い 2）。  

また、健康障害とともに在宅生活を続けるためには、住民は

疾病の重症化や他疾患や障害の発生を予防し、さらなる生活

の困難の発生を回避し、他者の手を借りることがあっても自身

で生活を営み続ける力が備わっていることが求められる。それ

に加えて寒冷積雪地域の環境で生活を続けるための工夫が

必要である。そのため、全国一律の一元的な援助方法では対

象者の need や want に対応することに限界があり、寒冷積雪

地域に適したサポートシステムの充実が必要となる。近年では、

地域の季節の特性における健康状態を調査する研究も増え

ている。特に、高齢者の健康を低下する要因であるフレイル 3)

の予防が重要である。特に寒冷積雪期間において高齢者は、

外出頻度の減少や運動習慣の減少が報告 4)されていることと、

降雪地域における高齢者の食品摂取の多様性が低いことも

報告 5)されている。このことから、本研究においては、「食べる

こと」「栄養状態」「運動」を中心に、気候変化が著しい地域で

ある積雪寒冷地域において、天候状況に応じたサポートシス

テムを構築するために、need や want を明らかにするための

資料１ 本事業の概要 

第２章 研究成果報告 
　 第１節 寒地未来生活環境研究所 

26

研究ブランディング事業 研究報告書（寒地未来生活環境研究所 その１）

所長

副所長

真田 博文（工学部・情報工学科）

林 裕子（保健医療学部・看護学科）

１．事業概要

研究ブランディング事業として、「高齢者が自立した生活を

維持するための身体状態の検討－地域住民の健康測定会－」

と題した事業を行った。以下に事業概要について述べる。

わが国は、医療の高度化により、救命率や治癒率が向上し

国民の平均寿命が延伸したことにより国際的にも稀なスピード

で高齢社会となった。そして、環境汚染への対策の向上や医

療の高度化によって、平均寿命は延伸している。その平均寿

命は 2019 年においては男性 81.5 歳、女性 87.3 歳となり、国

際的には最も高い年齢となっている 1）。また、我が国において

は、日常生活に制限がない期間である 2016 年の健康寿命は、

男性 72.1 歳、女性 74.8 歳である。この健康寿命と平均寿命

の差は、男性 8.8 年、女性は 12.35 年となっている 2）。この期

間は、日常生活に制限のある期間として、この期間を増やさな

い対策が求められている。

また、病気は病院等の施設で治療するのではなく、日常の

暮らしの中で自己管理していくことが求められている。地域包

括ケアシステムの構築が進むなか、地域包括支援センターや

ケアマネジャーなどが地域で活躍している。その活動は現行

の看護などのケアの延長線上にあり、それらが、地域住民自

身がもっている地域で健康に生活していくときに生じる生活に

必要なこと（以下、need）や必要としていること(以下、want)に
適合しているかは、それぞれの地域に一任されている。

一方、わが国は東西南北に広がる地形のため、四季の変

化のありようが地域ごとに異なっている。そしてさらに、年間の

季節において気温差や降雪量が大きい寒冷積雪地域では、

人々は季節の変化に順応しながら生活を営んでいる。このよ

うな季節変化のなかで、疾病や障害などを持ち健康になんら

かの不安（以下、健康障害）とともに在宅生活していかなけれ

ばならない人々においては、住み慣れた地域環境が健康維持

への脅威となりうることもある。しかし、寒冷積雪地域であって

も住み慣れた地域で外来通院や在宅看護を受けながら、住み

慣れた在宅で暮らし続けることを希望する者が多い 2）。  

また、健康障害とともに在宅生活を続けるためには、住民は

疾病の重症化や他疾患や障害の発生を予防し、さらなる生活

の困難の発生を回避し、他者の手を借りることがあっても自身

で生活を営み続ける力が備わっていることが求められる。それ

に加えて寒冷積雪地域の環境で生活を続けるための工夫が

必要である。そのため、全国一律の一元的な援助方法では対

象者の need や want に対応することに限界があり、寒冷積雪

地域に適したサポートシステムの充実が必要となる。近年では、

地域の季節の特性における健康状態を調査する研究も増え

ている。特に、高齢者の健康を低下する要因であるフレイル 3)

の予防が重要である。特に寒冷積雪期間において高齢者は、

外出頻度の減少や運動習慣の減少が報告 4)されていることと、

降雪地域における高齢者の食品摂取の多様性が低いことも

報告 5)されている。このことから、本研究においては、「食べる

こと」「栄養状態」「運動」を中心に、気候変化が著しい地域で

ある積雪寒冷地域において、天候状況に応じたサポートシス

テムを構築するために、need や want を明らかにするための

資料１ 本事業の概要 

第２章 研究成果報告 
　 第１節 寒地未来生活環境研究所 

26



調査することが必須である。その結果から、さらに、地域住民

における健康に対する need や want を切り分けた具体的なサ

ポートシステムを検討することが必要と考える。

２．事業計画

本事業では、年 2 回（3 月と 8 月）、S 市 T 地区の地域住民

を対象に、健康測定する会（高齢者元気サポート）を開催し、

その健康状態のデータを基にサポートシステムを検討すること

を計画した。また本事業は 2015 年 8 月から実施している内容

を精査し、新たに栄養状態の客観データ収集を強化することと

し、2017 年から開始している。

そのため、在宅生活をサポートするシステムの検討におい

て、下記の計画を立てた（資料１）。

1) 3 月と 8 月の健康状態の測定会を実施

(1) アンケート調査内容

基本的属性、簡易栄養状態評価表、PHQ9、SF-36、老研

式活動能力票、食品摂取の多様性得点

(2) 体力測定

身長、体重、・血圧、脈拍、握力、上腕周囲長、上腕三頭筋

皮下脂肪厚、下腿周囲長

(3) 運動機能測定

機能的バランス指標、Timed-up and Go Test（TUG）、30
秒間椅子立ち上がりテスト（CS-30）、座位姿勢撮影

(4) 栄養状態

体組成分測定・超音波画像

(5) 口腔機能

歯数、口腔湿潤度、オーラルディアドコキネシス、咀嚼力

(6) 認知機能測定

視空間認知機能評価

2)測定データ分析

運動機能、体力、栄養状態、認知機能について収集し

たデータを分析した。

３．事業成果

3-1.健康測定会（高齢者元気サポート）

本測定会は、看護学科、理学療法学科、情報工学科の教員、

地域連携・広報課が中心となって企画運営を行った。学生もボ

ランティアとして、看護学科、理学療法学科、情報工学科、薬

学科、電気電子工学科、メディアデザイン学科、人間社会学科

から毎回約 80 名前後が参加した。

測定会は、2017 年の 8 月から 2019 年 8 月に計 5 回実施

した。本会は 2015 年 8 月から開始しており、2019 年 8 月の

開催は 9 回目であった。なお、2 回以上参加した者を継続者と

し、初回の対象者を新規参加者とした。

地域住民の参加状況を図１に示した。2017 年 8 月開催で

は、継続参加者は 83 名、新規参加者は 23 名の合計 106 名

であり、2018 年 3 月開催は継続者 90 名、新規参加者 29 名、

2018 年 8 月開催は継続者 99 名、新規参加者 19 名、2019
年 3 月開催は継続者 115 名、新規参加者 37 名、2019 年 8
月開催は継続 114 名、新規参加者 26 名であった。

2017 年から 2019 年に参加者した延べ人数は 635 名であ

り、平均年齢は 73.3±5.1 歳、男性 284 名（45％）、女性 351
名（55％）であった。実質的な参加者は 237 名であり、そのう

ち 157 名（66.2％、n=237）が継続参加者となっていた。

写真１ 測定会の様子 写真２ 測定会の様子 
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3-2.口腔機能の調査研究

 口腔機能に関する研究は、大内 6)らが、高齢者においてフレ

イルの予防の観点から、栄養状態と口腔機能との関連につい

て検討した。

対象は、2015年に健康測定に参加した本研究の参加者 40
名（男性14名、女性26名、平均年齢73.4±6.2歳）であった。

80 歳以上において男性参加者が占める割合が多かったこと

から、女性参加者の平均年齢が 72.5 歳（SD = 5.4）であった

のに対して、男性は 76.5 歳（SD = 6.9）であった。世帯構成で

は、夫婦のみの世帯が最も多く、ついで独居および夫婦と子

の世帯が続いた。居住形態では、一軒家が多く 75％を占めた。

また、受診頻度は、病院については月に 1 回以上受診する人

がほとんどであったが、歯科については、年に 1 回もしくは半

年に 1 回程度の受診が約 6 割を占めていた。

咀嚼力は、キシリトール咀嚼力判定ガムを使用した。その結

果、咀嚼力が最もよい「5」と判定された参加者が 16 名

(39.0%)、次に良好な「4」と判定された人が 22 名(53.7%)、咀
嚼力が低下していると判断される「3」と判定された人が 2 名

（4.9%）であった。

オーラルディアドコキネシス（OD）においては、各 OD の参加

者全体および年齢階級別の平均値と標準偏差を表 1に示した。

いずれの音節においても、カットオフ値を下回る参加者はいな

かった。参加者の年齢と各 OD 値との相関を検討したが、

/pa/(r =-.21、 p =.20)、 /ta/(r =-.22、 p =.19)、 /ka/(r =-.12、
p =.46)といずれも有意な関連は認められなかった。また、表 1
のとおり、各 OD 値において性差も認められなかった。

歯数においては、現在歯数および機能歯数の参加者全体お

よび年齢階級別の平均値と標準偏差を表 2 に示した。

現在歯数の最小値は 0 本、最大値は 32 本であった。また、現

在歯数の男女差はなく（t(37)=-.23、 p =.82）、年齢との有意

な相関もなかった(r =-.24、 p =.12)。
一方、機能歯の平均本数は 26本で、機能歯が 12本と最小

値であった人以外は全ての参加者が補綴していた。機能歯数

の平均値に男女差はみられなかったが、年齢とは有意な正の

相関があり(r =.32、 p =.04)、年齢が高くなるほど、機能歯数

が増加する傾向がみられた。

参加者の栄養状態は、表 3 に示した。男性と女性の AMC
の平均値を比較した。

 

表 1. 参加者の各 OD 値の平均値および標準偏差

/pa/ /ta/ /ka/
M SD M SD M SD

全体(n=38) 6.3 .4 6.2 .5 5.7 .7
男性(n=13) 6.2 .7 6.2 .7 5.6 .9
女性(n=25) 6.3 .6 6.2 .8 5.7 .7
年齢階級

65-69(n=10) 6.1 .7 6.1 .5 5.6 .4
70-74(n=11) 6.5 .5 6.6 1.0 6.0 1.0
75-79(n=9) 6.1 .6 6.0 .7 5.4 .8
80-(n=8) 6.0 .6 5.8 .5 5.6 .5

表 2. 参加者の性別、年齢階級別の現在歯数と機能歯数

の平均値と標準偏差

現在歯数 機能歯数

M SD M SD
全体(n=40) 19.8 8.15 26.3 3.5
男性(n=14) 17.8 9.4 26.5 5.1
女性 (n=26) 21.1 7.3 26.3 2.4
年齢階級

65-69(n=10) 20.6 7.2 24.6 5.3
70-74 (n=11) 18.8 7.8 26.8 1.8
75-79 (n=10) 23.8 5.8 26.5 3.0
80-   (n=9) 15.7 10.5 27.7 2.9

表 3. 参加者の性別、年齢階級別 AMC、 CC、 MNA-
SFの平均値および標準偏差 
 AMC

（cm） 
CC（cm） MNA-SF○R  

全体    
M 21.5 34.8 12.5 
SD 2.3 2.6 1.4 
n 39 39 35 

男性    
M 22.6 35.1 13.1 
SD 2.3 2.2 .9 
n 14 14 11 

女性    
M 20.8 35.1 12.2 

SD 2.0 2.2 1.6 
n 25 25 24 

年齢階級    
65-69    

M 21.8 35.6 12.63 
SD 2.8 2.9 1.3 
n 10 10 8 

70-74    
M 21.9 34.3 13.0 
SD 2.6 2.7 .9 
n 11 11 11 

75-79    
M 20.3 34.8 11.7 
SD 1.8 2.9 1.6 
n 10 10 10 

80-    
M 21.9 34.4 13.0 
SD 1.7 1.7 1.5 
n 8 8 6 
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その結果、男性のほうが女性より有意に平均値が大き

かった（t(38)= 2.59、 p =.01）。また、年齢階級別の平

均値にはほとんど差がなく、年齢との関連はみられなかった。

CC についても、平均値に性差はなく、年齢との有意な関連が

なかった。また、年齢階齢との有意な関連もなかった（r = -.11、
p =.49）。MNA-SF○R も同様に、男女の平均値には、有意差は

なく（p =.12）、年齢階級の平均値間にも有意差がなかった

（F(3、 31)=1.98、 p =.14）。総合ポイントによる評価では、有

効回答を得た 35 名中「栄養状態良好」が 28 名(80%)、「低栄

養のおそれあり」に区分される 8 から 11 ポイントの参加者が 7
名(20%)いた。７ポイント以下の「低栄養」に区分される参加者

はいなかった。

これらの結果より、この地区の高齢者を対象にした体力測

定に参加した高齢者における口腔機能と栄養状態は、同年代

の高齢者を対象とした先行研究の結果と比較して、比較的良

好な状態であることがわかった。

 また、大内ら 7）、口腔機能の維持・向上を目的とした介入開

発への基礎的データを得るため、2016 年のデータから自立高

齢者を対象に実施された健康・体力調査のデータから、OD や

色変わりガムによる咀嚼能力検査等の口腔機能の各指標に

年齢が与える影響について検討した。その結果、対象者は新

規に参加した者の 101 名（男性 38 名、女性 63 名、平均年齢

72.6±5.7）であった。 

参加者の基本特性は、60 歳代の男性参加者数が少なか

ったことから，女性参加者の平均年齢が 71.8 歳（SD = 

5.4）であったのに対して，男性は，74.1歳（SD = 6.1）

であった。世帯構成では、半数が夫婦のみの世帯がであ

った。世帯構成では、半数が夫婦のみの世帯がであった。ま

た、歯科の受診頻度については、約 8 割の参加者が年に 1 回

以上の受診していた。分析において、対象者を 65-69 歳、70-
74 歳、75 歳以上の 3 群に分けた。

歯数（表 4）においては、現在歯数について年齢群間で検

討した結果、年齢群間に中央値の有意な差が認められた [χ2

(2、 N =101)= 9.44 (P=.01)]。多重比較の結果、75 歳以上群

が 65-69 歳群に比べて有意に現在歯数の中央値が小さかっ

た。一方、機能歯数については各年齢群で中央値はほぼ同じ

値であり、年齢の影響はみられなかった。 オーラルディアドコ

キネシス（OD）では、図 2-1、2-2、 2-3 は参加者の各 OD 値

の分布である。いずれの OD 値に関しても、データのちらばり

は小さく、ほぼ正規分布を示した。カットオフ値を下回った参加

者はいなかった。また、各 OD の性別・年齢群別の平均値と標

準偏差では、すべての参加者において年齢群間の各OD値に

おいて、年齢の主効果は、/ka/においてのみ認められた[F(2、
95)= 4.01、 p =.02]。一方、/pa/ [F(2、 95)=.66、 p =.52]

表 4. 現在歯数および機能歯数の性別、年齢群別の平均値と標準偏差および中央値 
 65-69歳  70-74歳  75歳以上 

 全体 

n = 33 

男性 

n = 8 

女性 

n = 25 

 全体 

n = 31 

男性 

n = 13 

女性 

n = 18 

 全体 

n = 37 

男性 

n = 17 

女性 

n = 20 

現在歯数 23.6±

5.0 

22.9±

6.1 

23.9±

4.7 

 21.6±

6.4 

23.5±

4.4 

20.2±

7.3 

 17.3±9.7 15.4±

10.5 

18.9±9.0 

 25 25 25  24 25 23.5  20 20 19 

機能歯数 26.2±

3.4 

25.5±

6.0 

26.4±

2.2 

 26.8±

1.7 

26.8±

2.3 

26.8±

1.2 

 27.4±2.3 27.8±2.1 27.0±2.4 

 27 27 27  27 27 27  28 28 28 

Note : 平均値±標準偏差の下は、中央値が記載してある。 
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その結果、男性のほうが女性より有意に平均値が大き
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なく（p =.12）、年齢階級の平均値間にも有意差がなかった

（F(3、 31)=1.98、 p =.14）。総合ポイントによる評価では、有
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養のおそれあり」に区分される 8 から 11 ポイントの参加者が 7
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準偏差では、すべての参加者において年齢群間の各OD値に

おいて、年齢の主効果は、/ka/においてのみ認められた[F(2、
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と/ta/ [F(2、 95)= 1.75、 p =.18]においては認められなかった。

多重比較をしたところ、75 歳以上群の/ka/の平均値が 65-69
群 (p =.02) よりも有意に低値であった。

次に、性別ごとの年齢群間で OD の平均値には、男性にお

いては、/pa/ [F(2、 34)=.48、 p =.63]と/ta/[F(2、 34)=.44、
p =.65]においては年齢群間で平均値に有意な差を認めなか

ったが、/ka/のみに年齢群間で平均値が有意に異なっていた

[F(2、 34)= 3.86、 p =.03]。
色変わりガムによる咀嚼能力による判定では、咀嚼力低下

を示唆する「3」が 9 人(9%)、咀嚼力が維持されている「4」と「5」
はそれぞれ 33 人(33%)と 58 人(58%)であった。また、咀嚼能

力の平均値と標準偏差を性別、年齢群別は、すべての参加者

において、各年齢群の平均値を比較したが、有意な差は認め

られなかった [F(2、 97)= 2.29、 p =.11]。さらに、性別ごとに

咀嚼能力に対する年齢の影響を検討したが、男性においても

[F(2、 35)=1.79、 p =.18]、女性においても[F(2、 59)=1.75、
p =.18]、年齢群間で平均値に有意な差はなかった。

 これらの結果から、歯数、OD、色変わりガムによる咀嚼能力

のいずれにおいても、概ね良好に口腔機能が維持されている

ことが明らかになった。しかし、口腔機能の各指標への年齢の

影響を検討した結果、75 歳以上において現在歯数が減少し、

/ka/の OD 値も低下する傾向にあったことから、後期高齢者が

口腔機能低下のリスク群であることが示唆された。この結果に

基づくなら、前期高齢者には口腔機能低下の予防プログラム

を重点的に実施し、後期高齢者にはそれに加えて、実際に機

能が低下した場合の対応策を講じておくことが重要になると考

えられる。

さらに、大内ら 8)は、口腔機能の一部である舌と唇の動きと

体力との関係をについて地域在住の高齢者について検討した。

対象は、2017 年に健康測定会に参加した 119 人の高齢者で

あった。舌と唇の動きはオーラルディアドコキネシス（OD）で評

価した。体力は、Timed-Up and Go テスト（TUG）および 30 秒

の椅子スタンドテスト（CS-30）で客観的に評価した。また、主

観的な体力は、36 項目の簡易健康調査（SF-36）の身体的構

成要素要約スコア（PCS）で評価した。

その結果、65〜74 歳と 75 歳以上の対象者の間で、音節

「ta」と「ka」に有意差があった。すべての体力測定値に有意差

があった。年齢と現在の歯の数との部分相関分析より、ODK
率と TUG および PCS の有意な相関が得られたが、CS-30 と

の相関は無かった。つまり、機能的可動性が低下した高齢者

は、舌と唇の動きを維持する傾向があった。さらに、体力の低

下を自覚した者は、舌と唇の動きの低下を示す傾向にあった。

これらのことから、機能的可動性が低下した高齢者は、舌と唇

の動きを維持する傾向があり、さらに、体力の低下を自覚する

者は舌と唇の動きの低下が示された。したがって、本研究では、

一般的な体力と舌と唇の動きとの関係に関するいくつかの新

たな知見を得ることができた。

3-3. 運動機能と栄養に関して

宮田ら 9)は、高齢者の筋厚は、フレイルの予防として重要な

筋力を評価する指標となりうる。しかし、超音波画像計測によ

って高齢者の複数の部位の筋厚について計測したものや、既

存の簡易測定法との測定値の関連、さらに積雪地の高齢者の

性別による筋厚の比較について報告は見当たらない。これら

のことから、積雪寒冷地における高齢者の筋肉について、簡

易的測定法による筋量と超音波画像測定法による筋厚からそ

の実態を明らかにすることを目的とした。

表 6 筋量関連項目および筋厚の男女比較 

性別 mean SD
（cm） M 27.2 2.7

F 25.8 2.9

（mm） M 11.2 3.8
F 18.3 6.9

（cm） M 23.7 2.6
F 20.1 2.4

（cm2
） M 45.2 10.0

F 32.5 7.8

（cm） M 35.3 2.7
F 34.5 2.9

（kg） M 34.6 5.6
F 22.9 4.9

（mm） M 13.4 4.5
F 12.7 4.9

（mm） M 21.2 6.2
F 20.3 5.5

（mm） M 22.1 7.3
F 21.2 6.7

（mm） M 25.9 7.5
F 22.9 10.2

（mm） M 25.5 12.9
F 23.2 12.1

（mm） M 12.5 4.5
F 11.1 4.6

（mm） M 13.2 3.9
F 11.3 4.2

（mm） M 11.7 5.5
F 10.8 5.3

（mm） M 12.7 3.4
F 10.2 4.6

AC;上腕周囲長，TSF;上腕三頭筋皮下脂肪厚，AMC;上腕筋周囲長，

AMA;上腕筋面積，CC;下腿周囲長，M;男性，F;女性，**；p<.01

（n=41）

**

**

**

背部

筋量関連

筋厚

**

腰部

大腿後面

脹脛

大腿前面

側腹部

腹部

上腕後面

上腕前面

AMA

握力

TSF

CC

AMC

AC

項目
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と/ta/ [F(2、 95)= 1.75、 p =.18]においては認められなかった。

多重比較をしたところ、75 歳以上群の/ka/の平均値が 65-69
群 (p =.02) よりも有意に低値であった。

次に、性別ごとの年齢群間で OD の平均値には、男性にお

いては、/pa/ [F(2、 34)=.48、 p =.63]と/ta/[F(2、 34)=.44、
p =.65]においては年齢群間で平均値に有意な差を認めなか

ったが、/ka/のみに年齢群間で平均値が有意に異なっていた

[F(2、 34)= 3.86、 p =.03]。
色変わりガムによる咀嚼能力による判定では、咀嚼力低下

を示唆する「3」が 9 人(9%)、咀嚼力が維持されている「4」と「5」
はそれぞれ 33 人(33%)と 58 人(58%)であった。また、咀嚼能

力の平均値と標準偏差を性別、年齢群別は、すべての参加者

において、各年齢群の平均値を比較したが、有意な差は認め

られなかった [F(2、 97)= 2.29、 p =.11]。さらに、性別ごとに

咀嚼能力に対する年齢の影響を検討したが、男性においても

[F(2、 35)=1.79、 p =.18]、女性においても[F(2、 59)=1.75、
p =.18]、年齢群間で平均値に有意な差はなかった。

 これらの結果から、歯数、OD、色変わりガムによる咀嚼能力

のいずれにおいても、概ね良好に口腔機能が維持されている

ことが明らかになった。しかし、口腔機能の各指標への年齢の

影響を検討した結果、75 歳以上において現在歯数が減少し、

/ka/の OD 値も低下する傾向にあったことから、後期高齢者が

口腔機能低下のリスク群であることが示唆された。この結果に

基づくなら、前期高齢者には口腔機能低下の予防プログラム

を重点的に実施し、後期高齢者にはそれに加えて、実際に機

能が低下した場合の対応策を講じておくことが重要になると考

えられる。

さらに、大内ら 8)は、口腔機能の一部である舌と唇の動きと

体力との関係をについて地域在住の高齢者について検討した。

対象は、2017 年に健康測定会に参加した 119 人の高齢者で

あった。舌と唇の動きはオーラルディアドコキネシス（OD）で評

価した。体力は、Timed-Up and Go テスト（TUG）および 30 秒

の椅子スタンドテスト（CS-30）で客観的に評価した。また、主

観的な体力は、36 項目の簡易健康調査（SF-36）の身体的構

成要素要約スコア（PCS）で評価した。

その結果、65〜74 歳と 75 歳以上の対象者の間で、音節

「ta」と「ka」に有意差があった。すべての体力測定値に有意差

があった。年齢と現在の歯の数との部分相関分析より、ODK
率と TUG および PCS の有意な相関が得られたが、CS-30 と

の相関は無かった。つまり、機能的可動性が低下した高齢者

は、舌と唇の動きを維持する傾向があった。さらに、体力の低

下を自覚した者は、舌と唇の動きの低下を示す傾向にあった。

これらのことから、機能的可動性が低下した高齢者は、舌と唇

の動きを維持する傾向があり、さらに、体力の低下を自覚する

者は舌と唇の動きの低下が示された。したがって、本研究では、

一般的な体力と舌と唇の動きとの関係に関するいくつかの新

たな知見を得ることができた。

3-3. 運動機能と栄養に関して

宮田ら 9)は、高齢者の筋厚は、フレイルの予防として重要な

筋力を評価する指標となりうる。しかし、超音波画像計測によ

って高齢者の複数の部位の筋厚について計測したものや、既

存の簡易測定法との測定値の関連、さらに積雪地の高齢者の

性別による筋厚の比較について報告は見当たらない。これら

のことから、積雪寒冷地における高齢者の筋肉について、簡

易的測定法による筋量と超音波画像測定法による筋厚からそ

の実態を明らかにすることを目的とした。

表 6 筋量関連項目および筋厚の男女比較 
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対象者は、2017 年に自力歩行で参加した 60 歳以上の者

に対し、後日に行う測定会への参加協力を求める書面を配布

し、別日の測定に自らの意思で参加し、この測定の 1 か月間

に著しい体調不良がないと口頭で回答した 41 名とした。その

結果、対象者は男性 21 名、女性 20 名であった。年齢は男性

75.1±6.1 歳、女性 71.1±4.2 歳（p＜.05）であった。身長は

男性 164.2±4.7cm、女性 150.9±6.1cm、体重は男性 64.9
±9.3kg、女性53.7±8.8kg、BMIは男性24.0±3.1kg/m2、女

性 23.6±3.9 kg/m2であった。

筋量関連項目（表 6）においては、TSF は男性 11.2±

3.8mm、女性 18.3±6.9mm であり、女性が有意に厚い値で

あった（p<.01）。その他の AC、AMC、AMA、CC、握力におい

ては男性が女性よりも高い値であり、AMC（p<.01）、AMA
（p<.01）、握力（p<.01）で有意差を認めた。9 部位の筋厚にお

いては、すべての部位で、男性が女性よりも高い値の傾向に

あり、男女の差が最も大きい部位は大腿後面で平均値の差は

3.0mm であった。また差が最も小さい部位は上腕前面で平均

値の差は 0.7mmであった。しかし、いずれの部位においても、

性別による有意な差は認めなかった。

筋厚が最も厚い部位は、男性が大腿後面で 25.9±7.5mm、

女性が脹脛で 23.2±12.1 であった。筋厚が最も薄い部位は

男性が腰部で 11.7±5.5mm、女性が背部で 10.2±4.6であっ

た。

以上のことから、本研究の対象者の BMI、AC、TSF、AMC、

AMA、CC は、男女とも日本人の新身体計測基準値（JARD
2001）の平均値±1SD 内であり標準的な体格の集団であった。

性別において、簡易的な筋量測定法である TSF、AMC、AMA、
握力に差があったが、超音波画像計測による筋厚は身体 9 か

所の測定値に差はなかった。また、性別における体格および

筋量関連項目と筋厚の関連では、体重、BMI、AC、AMC、

AMA、CC において、男性が上腕および腹部の筋厚と正の相

関があり、女性は上腕と正の相関があり、大腿後面と負の

相関があった。また握力は女性における上腕後面の筋厚と相

関があった。これらのことから、積雪寒冷地の高齢者の男女に

おいて、簡易的な測定法による全身の筋量が標準的な状態で

ある場合、上肢の筋量を反映している傾向があることが示唆さ

れた。積雪期に活動が制限される積雪寒冷地においては、高

齢者の全身の統合した筋量査定のみならず、健康寿命を左右

する活動に必要な筋肉を個別に評価することが重要な課題で

あることが明らかとなった。

さらに宮田ら 10)は、生活行動を行うための体づくりの基礎

データとするために、経口摂取と非経口摂取による栄養摂取

方法の異なる後期高齢者において、栄養状態の差を検討した。

対象者は、１年以上前から自ら動くことができないため生活全

般において介助を受けている 90 歳以上の高齢者 6 名であっ

た。経口から栄養を摂取できている 3 名と経静脈的に栄養を

摂取している 3 名であった。データは、栄養関連の血液データ

と、上腕周囲長と下腿周囲長、上腕三頭筋皮下脂肪厚、体成

分分析装置（Inbody S10、InBodyJapan Inc.）を用いて体水

分量、体脂肪率、基礎代謝量、骨格筋量、骨格筋指数（SMI）
をデータとした。その結果、経口群が 145.7±5.1 ㎝で非経口

群が 144.3±5.5cm、体重は経口群が 38.4±2.9 ㎏で非経口

群が 30.4±4.2 ㎏であり、BMI は経口群が 18.1±1.4kg/㎡で

非経口群が 14.7±3.2 kg/㎡であった。血液データについて血

清総蛋白は経口群が 6.1±0.8 g/dl で非経口群が 6.1±0.3 
g/dl、血清アルブミンは経口群が 3.0±0.4 g/dl で非経口群が

2.8±0.0 g/dl、へモグロビンは経口群が 10.7±1.1 g/dl で非

経口群が 7.9±0.7 g/dl であった。上腕周囲長は経口群が

19.2±2.0㎝で非経口群が 15.8±2.1cm、下腿周囲長は経口

群が 21.8±3.5 ㎝で非経口群が 18.8±1.7cm、上腕三頭筋

皮下脂肪厚は経口群が 9.7±1.5 ㎜で非経口群が 4.0±1.0
㎜であった。

体成分（表 7）について体水分量は経口群が 17.6±1.1ℓで
非経口群が 14.2±2.5ℓ、体脂肪率は経口群が 36.0±6.6％
で非経口群が 32.8±8.1％、基礎代謝量は経口群が 892.7±

35.1Kcal で非経口群が 808.7±47.1Kcal、骨格筋量は経口

群が 11.2±1.0 ㎏で非経口群が 8.5±1.9kg、SMI 骨格筋指

数は経口群が 3.1±0.2 kg/㎡で非経口群が 2.4±0.5 kg/㎡で

あった。経口群と非経口群の測定値間の統計学的有意差は、

体重、ヘモグロビン、上腕三頭筋皮下脂肪厚、体水分量、基

礎代謝量、骨格筋量において認められた（p<0.05）。これらの

結果から、本調査の後期高齢者は栄養摂取方法にかかわら

ずやせの状態にあり、血中のアルブミンやヘモグロビンが低

下した低栄養の傾向にあった。さらに SMI の結果からサルコ

ペニアの状態であることが示された。また対象者の栄養摂取

方法の相違による年齢や性別、身長に差がなくとも、栄養状

態を示す項目において、経口群がより高値を示していた。特に

ヘモグロビンや骨格筋量、基礎代謝量といった活動に必要な

身体を示す値において、経口群が高いことから、経口からの

栄養摂取の重要性が示された。

 また、松原 11)らは香港で行われた国際看護学会において、

表７ 栄養摂取方法の相違による体成分量・基礎代謝量・SMI 

(n=6)

経口群

(n=3)
非経口群(n=3)

   

p

体水分量(ℓ) 17.6 ± 1.1 14.2 ± 2.5 0.02*

体脂肪量(㎏) 13.7 ± 3.3 10.1 ± 3.4 0.44

骨格筋量(kg) 11.2 ± 1.0 8.5 ± 1.9 0.02*

基礎代謝量(kcal) 892.7 ± 35.1 808.7 ± 47.1 0.02*

SMI(㎏/㎡) 3.1 ± 0.2 2.4 ± 0.5 0.13

*:p<:0.05 ，**: p <0.01

第２章 研究成果報告 
　 第１節 寒地未来生活環境研究所 

31

対象者は、2017 年に自力歩行で参加した 60 歳以上の者

に対し、後日に行う測定会への参加協力を求める書面を配布

し、別日の測定に自らの意思で参加し、この測定の 1 か月間

に著しい体調不良がないと口頭で回答した 41 名とした。その

結果、対象者は男性 21 名、女性 20 名であった。年齢は男性

75.1±6.1 歳、女性 71.1±4.2 歳（p＜.05）であった。身長は

男性 164.2±4.7cm、女性 150.9±6.1cm、体重は男性 64.9
±9.3kg、女性53.7±8.8kg、BMIは男性24.0±3.1kg/m2、女

性 23.6±3.9 kg/m2であった。

筋量関連項目（表 6）においては、TSF は男性 11.2±

3.8mm、女性 18.3±6.9mm であり、女性が有意に厚い値で

あった（p<.01）。その他の AC、AMC、AMA、CC、握力におい

ては男性が女性よりも高い値であり、AMC（p<.01）、AMA
（p<.01）、握力（p<.01）で有意差を認めた。9 部位の筋厚にお

いては、すべての部位で、男性が女性よりも高い値の傾向に

あり、男女の差が最も大きい部位は大腿後面で平均値の差は

3.0mm であった。また差が最も小さい部位は上腕前面で平均

値の差は 0.7mmであった。しかし、いずれの部位においても、

性別による有意な差は認めなかった。

筋厚が最も厚い部位は、男性が大腿後面で 25.9±7.5mm、

女性が脹脛で 23.2±12.1 であった。筋厚が最も薄い部位は

男性が腰部で 11.7±5.5mm、女性が背部で 10.2±4.6であっ

た。

以上のことから、本研究の対象者の BMI、AC、TSF、AMC、

AMA、CC は、男女とも日本人の新身体計測基準値（JARD
2001）の平均値±1SD 内であり標準的な体格の集団であった。

性別において、簡易的な筋量測定法である TSF、AMC、AMA、
握力に差があったが、超音波画像計測による筋厚は身体 9 か

所の測定値に差はなかった。また、性別における体格および

筋量関連項目と筋厚の関連では、体重、BMI、AC、AMC、

AMA、CC において、男性が上腕および腹部の筋厚と正の相

関があり、女性は上腕と正の相関があり、大腿後面と負の

相関があった。また握力は女性における上腕後面の筋厚と相

関があった。これらのことから、積雪寒冷地の高齢者の男女に

おいて、簡易的な測定法による全身の筋量が標準的な状態で

ある場合、上肢の筋量を反映している傾向があることが示唆さ

れた。積雪期に活動が制限される積雪寒冷地においては、高

齢者の全身の統合した筋量査定のみならず、健康寿命を左右

する活動に必要な筋肉を個別に評価することが重要な課題で

あることが明らかとなった。

さらに宮田ら 10)は、生活行動を行うための体づくりの基礎

データとするために、経口摂取と非経口摂取による栄養摂取

方法の異なる後期高齢者において、栄養状態の差を検討した。

対象者は、１年以上前から自ら動くことができないため生活全

般において介助を受けている 90 歳以上の高齢者 6 名であっ

た。経口から栄養を摂取できている 3 名と経静脈的に栄養を

摂取している 3 名であった。データは、栄養関連の血液データ

と、上腕周囲長と下腿周囲長、上腕三頭筋皮下脂肪厚、体成

分分析装置（Inbody S10、InBodyJapan Inc.）を用いて体水

分量、体脂肪率、基礎代謝量、骨格筋量、骨格筋指数（SMI）
をデータとした。その結果、経口群が 145.7±5.1 ㎝で非経口

群が 144.3±5.5cm、体重は経口群が 38.4±2.9 ㎏で非経口

群が 30.4±4.2 ㎏であり、BMI は経口群が 18.1±1.4kg/㎡で

非経口群が 14.7±3.2 kg/㎡であった。血液データについて血

清総蛋白は経口群が 6.1±0.8 g/dl で非経口群が 6.1±0.3 
g/dl、血清アルブミンは経口群が 3.0±0.4 g/dl で非経口群が

2.8±0.0 g/dl、へモグロビンは経口群が 10.7±1.1 g/dl で非

経口群が 7.9±0.7 g/dl であった。上腕周囲長は経口群が

19.2±2.0㎝で非経口群が 15.8±2.1cm、下腿周囲長は経口

群が 21.8±3.5 ㎝で非経口群が 18.8±1.7cm、上腕三頭筋

皮下脂肪厚は経口群が 9.7±1.5 ㎜で非経口群が 4.0±1.0
㎜であった。

体成分（表 7）について体水分量は経口群が 17.6±1.1ℓで
非経口群が 14.2±2.5ℓ、体脂肪率は経口群が 36.0±6.6％
で非経口群が 32.8±8.1％、基礎代謝量は経口群が 892.7±

35.1Kcal で非経口群が 808.7±47.1Kcal、骨格筋量は経口

群が 11.2±1.0 ㎏で非経口群が 8.5±1.9kg、SMI 骨格筋指

数は経口群が 3.1±0.2 kg/㎡で非経口群が 2.4±0.5 kg/㎡で

あった。経口群と非経口群の測定値間の統計学的有意差は、

体重、ヘモグロビン、上腕三頭筋皮下脂肪厚、体水分量、基

礎代謝量、骨格筋量において認められた（p<0.05）。これらの

結果から、本調査の後期高齢者は栄養摂取方法にかかわら

ずやせの状態にあり、血中のアルブミンやヘモグロビンが低

下した低栄養の傾向にあった。さらに SMI の結果からサルコ

ペニアの状態であることが示された。また対象者の栄養摂取

方法の相違による年齢や性別、身長に差がなくとも、栄養状

態を示す項目において、経口群がより高値を示していた。特に

ヘモグロビンや骨格筋量、基礎代謝量といった活動に必要な

身体を示す値において、経口群が高いことから、経口からの

栄養摂取の重要性が示された。

 また、松原 11)らは香港で行われた国際看護学会において、

表７ 栄養摂取方法の相違による体成分量・基礎代謝量・SMI 

(n=6)

経口群

(n=3)
非経口群(n=3)

   

p

体水分量(ℓ) 17.6 ± 1.1 14.2 ± 2.5 0.02*

体脂肪量(㎏) 13.7 ± 3.3 10.1 ± 3.4 0.44

骨格筋量(kg) 11.2 ± 1.0 8.5 ± 1.9 0.02*

基礎代謝量(kcal) 892.7 ± 35.1 808.7 ± 47.1 0.02*

SMI(㎏/㎡) 3.1 ± 0.2 2.4 ± 0.5 0.13

*:p<:0.05 ，**: p <0.01
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本事業の測定会のデータを基に国際発表を行った。地域住民

が健康を高めるための運動機能と HRQOL との関係について、

季節変化の影響を検討した。データは 2017 年の夏と 2018 年

の冬のデータを使用した。その結果、2 対象者 192 名におい

て、血圧の平均拡張期血圧が夏季 73.0±9.0mmHg、冬季

75.4±7.6mmHg（t=-2.4、p<0.05）CS-30 は夏季 14.1±7.6
回、冬季 15.6±7.3 回（t=-4.7、p<0.05）であった。  

今後において、日常生活と運動習慣の両者を確認する必要

があると思われる。

栄養においては、林ら 12)が、自立した生活を維持するため

にフレイルのリスク管理が必要であり、2018 年に測定会に参

加した積雪寒冷地に在住する高齢者を対象にその基礎資料と

なる食品摂取の多様性に対する健康、身体、運動の状況や、

生活機能の自立の影響について検討したので報告した。

その結果、本研究の対象者 236 名において男性 107 名、

女性 129 名であった。平均年齢は、73.5±5.0 歳であり、最高

年齢は 89歳であった。食品摂取の多様性は、熊谷らが開発し

た「食品摂取の多様性得点（dietary variety score；DVS）」を
使用した。

 対象者（n=236 名）の DVS の平均は 4.1±2.5 点であった。

DVS が 0 から 3 点の者は 93 名（39.4％）、4 点の者が 49 名

（20.8％）、5 から 10 点の者が 94 名（39.8%）であった。そこ

で、DVS が 0 から 3 点の 93 名（39.4％）を食品摂取の多様性

の少ない群（L 群）とし、5 から 10 点の 94 名（39.8%）を食品

摂取の多様性の多い群（H群）とし、この2群における背景や、

健康状態、体力について検討した（図 2）。L 群(n=93 名)の平

均年齢は 74.1±5.5 歳であり、性別は男性 59 名（63.4%）と

女性 34 名（36.6%）であり、世帯構成では一人世帯 13 名

(14.0％）、夫婦世帯 51 名（54.8％）、3 名以上世帯 27 名

（29.0%）、無記名 2 名（2.2%）であった。H 群（n=94）は平均

年齢 73.2±4.4 歳、性別は男性 30 名(31.9%)と女性 64 名

(68.1%)、世帯は一人世帯 13 名(13.8%)、夫婦世帯 58 名

(61.7%)、3 名以上世帯 23 名(24.7%)であった。L 群と H 群の

年齢や世帯には有意な差がなく、性別において、L 群が H 群

より有意（p<0.001）に男性が多かった。10 食品群の摂取頻度

の状況（図 3）は、L 群においては、最も高かったのは緑黄色

野菜類 39.8%、果物 37.6%と牛乳 30.1%であり、最も低い割

合は芋類 1.1%、肉類 4.3%、海藻類 4.3%であった。H 群では、

最も高かったのは緑黄色野菜類 93.6%、果物 90.4%と牛乳

80.9%であり、最も低い割合は肉類 35.1%、芋類 42.6%であ

った。

食品摂取多様性と体格・体力での検討では、男性において、

AMC が L 群 22.6±3.3cm、H 群 23.8±2.1cm、CC では L 群

34.7±2.2cmcm、H群 36.2±2.5cmであり、L群はH群より、

AMC（p<0.05）と CC（p<0.01）が有意に低かった。また、老研

式活動能力評価による総合得点は L 群 11.9±1.88 点、H 群

12.8±0.99 であり、有意な差がなかった。下位尺度では、手

段的自立では L 群 4.73±0.77、H 群 4.96±0.20、知的能動

性は L 群 3.74±0.66、H 群 3.93±0.26、社会的役割では L
群 3.43±0.88、H群 3.39±0.85であり、手段的自立と知的能

動性において有意差（p<0.01）が認められた．

以上の事から、食品摂取の多様性が低い者は、多様性が

高い者と同様にフレイルの危険性がない状態であった。しかし、

食品摂取の多様性が低い者では、下肢筋力の低下がみられ

ていた。このことは積雪寒冷地の高齢者では、積雪期には活

動量が低下し、体脂肪率が上昇するという先行研究からも、活

動量を変化させず体重を維持しようとし、食品摂取する量や品

目を制限する意識が存在することも推測されている。

3-4．認知機能に関して

林ら 13)は積雪寒冷地に在住する高齢者において、異なる季

節が身体機能と認知機能に及ぼす影響を検討した。

対象者 2015 年から 2017 年の 3 年間における、冬季と夏

季の参加者 321 名を対象にした。認知機能の評価には、視空

間認知機能を主体にしながらも他の認知機能評価と相関があ

るタッチパネル式視空間認知機能評価システム（以下、TM○R）

を用いた。その結果、身体機能では握力の平均（SD）では夏

季群 27.1±7.9kg、冬季群 27.5±8.0Kg であり、GC-30 の平

均（SD）では夏季群 19.1±5.6 回、冬季群 18.8±5.3 回であ

り有意な差は認められなかった。簡易 BBS の平均（SD）は夏

季群 26.9±2.6 点、冬季群 27.1±1.5 点であり、TUG の平均

（SD）では夏季群 6.8±2.2ss、冬季群 7.0±1.6ss であり、簡

易 BBS と TUG に有意な差（p<0.001）を認めた。認知機能に

おいては、夏季群では 63.9±16.0 点、冬季群では 61.2±

15.7 点であり、有意な差は認められなかった。これらの事から、

認知機能には季節の差はなかったが、歩行機能において、冬

季が低下していることが示された。運動機能の低下は、先行

研究では認知機能が低下に繋がりやすいと指摘されているこ

とから、運動機能の維持向上の指導が重要である。
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本事業の測定会のデータを基に国際発表を行った。地域住民

が健康を高めるための運動機能と HRQOL との関係について、

季節変化の影響を検討した。データは 2017 年の夏と 2018 年

の冬のデータを使用した。その結果、2 対象者 192 名におい

て、血圧の平均拡張期血圧が夏季 73.0±9.0mmHg、冬季

75.4±7.6mmHg（t=-2.4、p<0.05）CS-30 は夏季 14.1±7.6
回、冬季 15.6±7.3 回（t=-4.7、p<0.05）であった。  
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使用した。
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を用いた。その結果、身体機能では握力の平均（SD）では夏

季群 27.1±7.9kg、冬季群 27.5±8.0Kg であり、GC-30 の平

均（SD）では夏季群 19.1±5.6 回、冬季群 18.8±5.3 回であ

り有意な差は認められなかった。簡易 BBS の平均（SD）は夏

季群 26.9±2.6 点、冬季群 27.1±1.5 点であり、TUG の平均

（SD）では夏季群 6.8±2.2ss、冬季群 7.0±1.6ss であり、簡

易 BBS と TUG に有意な差（p<0.001）を認めた。認知機能に

おいては、夏季群では 63.9±16.0 点、冬季群では 61.2±

15.7 点であり、有意な差は認められなかった。これらの事から、

認知機能には季節の差はなかったが、歩行機能において、冬

季が低下していることが示された。運動機能の低下は、先行

研究では認知機能が低下に繋がりやすいと指摘されているこ

とから、運動機能の維持向上の指導が重要である。
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3-5. 健康サポートシステム

山本ら 14)は、本測定会の参加において、初回のみ参加者

（n=14）と継続参加者（n=40）の健康と体力について比較した。

その結果では、継続群の年齢が 74.2±6.1 歳、初回のみ参加

者では 70.5±5.0 歳であり、継続群が有意（p<0.05）に高かっ

た。特に有意な差がなかったが初回のみ参加者の 14 名中 13
名（92.2％）、継続参加者の 40 名中 32 名(80%)が内服薬を

有していた。その他の血圧、BMI、握力、TUG、CS-30 などに

は、特徴的な差や有意な差がなかった。これらの事から、継続

参加者は年齢が高いが、体格も体力も維持されていることが

分かり、初回のみの高齢者には治療を有する者が多いことが

分かり、健康障害を有する者であっても参加できる体制の整

備が必要であることが分かった。

また、大内ら 15)は、高齢者の特性、身体機能、生活機能お

よび HRQOL が参加者の脱落に影響を与えているのかどうか

を検討した。対象は、2016 年 3月に実施された調査（以下、ベ

ースライン調査）の参加者 96 名（男性 37 名、女性 59 名、平

均年齢 73.02±5.75 歳）とし、1 年後に調査（以下、フォローア

ップ調査）を行った。

その結果、脱落者は 37 名（女性 29 名、男性 8 名、平均年

齢74.38±5.90歳）、継続者は59名（女性30名、男性29名、

平均年齢 72.17±5.52 歳）で、脱落率は約 4 割であった。脱

落に関与する要因を明らかにするために、脱落したかどうかを

従属変数とし、ベースライン調査時の年齢、性別、世帯構成、

定期的に受診している医療機関数、MNA-SF の得点、TUG、

CS-30、老研式活動能力指標の総得点、SF-36 の PCS、

MCS、RCS を予測変数として、変数減少ステップワイズ法（尤

度比）による二項ロジスティック回帰分析を実施した。脱落と有

意な関連を持っていた変数は、性別、高齢者のみの世帯かど

うか、MNA-SF、PCS、MCS であった。特に性別に関しては、

参加者が男性の場合と比べて女性である場合には脱落の確

率が 140 倍に増すという結果であった。同様に、高齢者のみ

の世帯は、同居世帯に比べて、脱落する確率が 15 倍であっ

た。また、MNA-SF は、スコアが 1 点上昇すると脱落の確率が

3.4 倍になるのに対し、PCS と MCS はスコアが 1 点上昇する

と、脱落の確率は 0.8 倍程度に低下するという結果であった。

このことから、参加者が女性で高齢者のみの世帯であり、主

観的な身体的・精神的側面のQOLがより低い場合、その後の

調査で脱落しやすいことが示唆された。このことから、高齢者

が継続的に参加できる仕組みや、脱落者に対するケアが提供

されるシステムを構築していくことが今後の課題となった。

真田ら 16)は、高齢者を対象とした健康支援の一環として本

測定会で収集される運動機能情報、身体計測情報、各種アン

ケート等を収集・蓄積・分析するデータ管理システムの構築を

行っている（図４）。

対象者のデータは、測定時にタブレットを用いて入力され、

サーバ上のデータベースに蓄積される（図 5）。現在のシステ

ムでは、ユーザインターフェイスの自由度などの観点から専用

アプリを利用している。データの管理は、管理者がユーザ登

録・削除を行う「ユーザメンテナンス」機能はウェブアプリケー

ションとして実現している。測定補助員、参加者の登録は所定

の書式の CSV データを読み込むことにより行えるようにし、

多数の参加者の管理の効率化をはかっている。

また管理者が蓄積データの出力を行う「全データ出力」の機

能もウェブアプリケーションとして実装している。必要に応じて

蓄積されたデータをダウンロードすることができるデータの可

視化においては、閲覧したい項目を選択すると、蓄積されたデ

ータについて基本的な分析結果は、身体測定や運機能測定

データなどがヒストグラムや相関分析の結果として表示され、

アンケート系データに関しては、それぞれのアンケート結果を

理解しやすい形のグラフとして表示することとした。

システムの運用の流れは、管理者は前日までに補助員、参

加者をシステムに登録する。測定時当日は、測定結果、アン

ケート回答をタブレットアプリから入力する。入力されたデータ

はデータベースに登録される。また、必要なデータ参照を行い、

参加者に提示する。実施日以降には、分析結果参照、全デー

タ抽出などを行い必要な作業を進めるようにした（図 6）。
システムに試行においては、協力者からタブレットに入力に

図 4 データ管理システム 図 5 システム構成 
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3-5. 健康サポートシステム

山本ら 14)は、本測定会の参加において、初回のみ参加者

（n=14）と継続参加者（n=40）の健康と体力について比較した。

その結果では、継続群の年齢が 74.2±6.1 歳、初回のみ参加

者では 70.5±5.0 歳であり、継続群が有意（p<0.05）に高かっ

た。特に有意な差がなかったが初回のみ参加者の 14 名中 13
名（92.2％）、継続参加者の 40 名中 32 名(80%)が内服薬を

有していた。その他の血圧、BMI、握力、TUG、CS-30 などに

は、特徴的な差や有意な差がなかった。これらの事から、継続

参加者は年齢が高いが、体格も体力も維持されていることが

分かり、初回のみの高齢者には治療を有する者が多いことが

分かり、健康障害を有する者であっても参加できる体制の整

備が必要であることが分かった。

また、大内ら 15)は、高齢者の特性、身体機能、生活機能お

よび HRQOL が参加者の脱落に影響を与えているのかどうか

を検討した。対象は、2016 年 3月に実施された調査（以下、ベ
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ップ調査）を行った。

その結果、脱落者は 37 名（女性 29 名、男性 8 名、平均年

齢74.38±5.90歳）、継続者は59名（女性30名、男性29名、

平均年齢 72.17±5.52 歳）で、脱落率は約 4 割であった。脱

落に関与する要因を明らかにするために、脱落したかどうかを

従属変数とし、ベースライン調査時の年齢、性別、世帯構成、

定期的に受診している医療機関数、MNA-SF の得点、TUG、

CS-30、老研式活動能力指標の総得点、SF-36 の PCS、

MCS、RCS を予測変数として、変数減少ステップワイズ法（尤

度比）による二項ロジスティック回帰分析を実施した。脱落と有

意な関連を持っていた変数は、性別、高齢者のみの世帯かど

うか、MNA-SF、PCS、MCS であった。特に性別に関しては、

参加者が男性の場合と比べて女性である場合には脱落の確

率が 140 倍に増すという結果であった。同様に、高齢者のみ

の世帯は、同居世帯に比べて、脱落する確率が 15 倍であっ

た。また、MNA-SF は、スコアが 1 点上昇すると脱落の確率が

3.4 倍になるのに対し、PCS と MCS はスコアが 1 点上昇する

と、脱落の確率は 0.8 倍程度に低下するという結果であった。

このことから、参加者が女性で高齢者のみの世帯であり、主

観的な身体的・精神的側面のQOLがより低い場合、その後の

調査で脱落しやすいことが示唆された。このことから、高齢者

が継続的に参加できる仕組みや、脱落者に対するケアが提供

されるシステムを構築していくことが今後の課題となった。

真田ら 16)は、高齢者を対象とした健康支援の一環として本

測定会で収集される運動機能情報、身体計測情報、各種アン

ケート等を収集・蓄積・分析するデータ管理システムの構築を

行っている（図４）。

対象者のデータは、測定時にタブレットを用いて入力され、

サーバ上のデータベースに蓄積される（図 5）。現在のシステ

ムでは、ユーザインターフェイスの自由度などの観点から専用
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の書式の CSV データを読み込むことにより行えるようにし、

多数の参加者の管理の効率化をはかっている。

また管理者が蓄積データの出力を行う「全データ出力」の機

能もウェブアプリケーションとして実装している。必要に応じて

蓄積されたデータをダウンロードすることができるデータの可

視化においては、閲覧したい項目を選択すると、蓄積されたデ

ータについて基本的な分析結果は、身体測定や運機能測定

データなどがヒストグラムや相関分析の結果として表示され、

アンケート系データに関しては、それぞれのアンケート結果を

理解しやすい形のグラフとして表示することとした。

システムの運用の流れは、管理者は前日までに補助員、参

加者をシステムに登録する。測定時当日は、測定結果、アン

ケート回答をタブレットアプリから入力する。入力されたデータ
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関して、操作は簡単だったが、紙による回答のし易さにおいて

は、意見が二分化した。今後さらなる検討が必要であることが

示された。

４．まとめやその他

本事業は、寒冷積雪地域であっても住み慣れた地域で外来

通院や在宅看護を受けながら生活し続けるために地域住民の

健康をサポートするために必要なサポートを検討するための

基礎データの収集を実施している。

これまで、高齢者が地域で暮らすための大規模高齢者虚弱

予防研究として、東大の「栄養と体の健康増進調査」(以下、柏

スタディ)が 2012 年から 2014 年の 3 年間実施された。その結

果として、サルコペニアのリスクを高齢者自身が簡単にチェッ

クできる方法、「指輪っかテスト」を開発 17)された。また、同居

家族がいても孤食な高齢者に抑うつ傾向があるのも示されて

いる。この柏スタディの成果は、高齢者のフレイルの予防の対

策や地域で健康に暮らし続けるための政策等に大きく貢献し

ている。しかし、この柏スタディの調査データは、3 年をもって

終了されていることと、降雪がなく温暖な地域のため寒冷積雪

地地域など地域の特徴が反映されない等の課題がある。

また、この柏スタディの研究に端を発し、看護系の大学にお

いて大学の特色を生かして地域の健康調査や健康に貢献す

る運動の指導などが活発に実施されている。

寒冷積雪地にある本学における本事業は、保健医療学部

の開設から準備が始まり、準備期も含め 5 年のデータがすで

に蓄積されているため、新たな内容の精査に基づき、2017 年

に再出発している。過去の経験を活かしながら、これから先も

大学の支援を受けながら継続的に開催が可能であり、長期的

なデータの推移による健康を維持し暮らすをサポートする次の

課題が明らかになる事と、地域の特徴における住民とのつな

がりを強める事業である。そのため、今後の継続のために、運

営チームメンバーの新規参加や学生ボランティアの育成が重

要である。

 また、データの収集方法、蓄積、解析、対象者へのフィードバ

ック体制などの整備急務である。データの収集においては、紙

媒体による記入からタブレットへの記入の構築は、さまざまな

業務改善につながり今後への期待が大きい。

 そして、測定会の参加者においては、継続者が増える中で、

新規参加者を制御しなければならない状況もある。 継続者

が年々増加しているが測定がスムーズに実施されているのは、

スタッフのスキルアップというより、継続参加者のスキルアップ

によるところが大きい。その一方で、新規参加者が再参加しな

い事や継続を中止した者の存在があり、健康状態の変化など

も含めこの測定会とは別な調査が必要と思われる。また、参

加が続かない特徴として女性がある。女性の参加が継続する

ための工夫も必要と思われる。その新たな試みとして「休憩所」

としてコーヒーサービスを設けたことにより、地域の交流の場と

しての役割を果たしていく可能性もある。また、個々のデータを

基にしたフィードバックを開始している。今後は、このような試

みの効果を検証する必要がある。

 また、測定会のデータから、寒冷積雪地域に住む高齢者に

おいては、概ね体力、運動機能、栄養状態、口腔機能、認知

機能が全国平均と同等であり、高齢者に特有的にみられるフ

レイルや低栄養、ロコモーティブシンドローム、軽度認知機能

障害がない集団であった。しかし、データの解析を検討するこ

とで、内服薬の種類の多い集団であったり、運動機能が低下

している集団、食品摂取の多様性が低い集団が存在している。

今後においては、これまでのデータの解析についてさらに検討

し、フレイルや軽度認知機能の危険性がある予備的状態の早

期発見のための検討が必要である。

５．謝辞

 本事業に参加されます地域の皆さんに深く感謝申し上げま
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研究ブランディング事業 研究報告書（寒地未来生活環境研究所 その２） 

所長名 真田 博文（工学部・情報工学科） 

１．事業概要 

研究ブランディング事業として、「スマート住宅におけ

るウェルビーイング・サポートサービスの開発」と題し

た事業を行った。以下に事業概要について述べる。 

人口減少や超高齢社会が加速し続ける中で、従来の延

長線上でのウェルビーイングの実現には限界がある。社

会状況や自然環境の変化を予測し、将来市場を見通した

上で、これまでにない研究テーマの選択肢を準備してお

くことは、本研究所の成長には欠かせない。ここで登場

するのが SDGs の考え方である(1)。不透明で不確実な将来

を見据え、この新たな選択肢を準備するために SDGs は一

つの有効な指標となり得ると考える。本研究は、看工融

合のフレームワーク策定と研究グループ毎に調査・計

測・設計を実施し、積雪寒冷地特有の室内保全、スマー

ト住宅内の疾病、傷害、独居の在宅生活人に必要なサポ

ートシステムの質的向上とロバストな双方向情報交換シ

ステムを実現する住宅構造提案を目標としている。

２．事業計画

【【計計画画①①】】SDGs をイノベーションドライバーとして位置

づけ「未来」を起点として、そこから逆算して「今」何

をすべきかを考える手法として注目されるバックキャス

ティング１）（Backcasting）」思考（図 1）を導入する。

【【計計画画②②】】住宅・建築の省エネルギー関連の話題に関す

るセミナー開催と寒冷地住宅の研究を推進する。サーモ

カメラ及び 2m 級室内温度計測熱電対を用いた時系列変化

に基づくスマート住宅構造との因果関係を報告する。

【【計計画画③③】】情報通信技術を用いた、独居の在宅生活人に

必要なサポートシステムについて、基礎技術の調査、開

発を行う。
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【【計計画画①①】】ウェルビーイングの実現に向けて無視できな

いデータとして、国立社会保障・人口問題研究所が 2018
年 3 月に発表した市町村別の将来推計人口がある（図 2）。
これにより多くの自治体では 2045 年までの推計値を認識

していると考えられる。65 歳以上人口が総人口に占める

割合は、各都道府県とも今後一貫して増加する。65 歳以

上人口割合が 30％を超える都道府県は 2015 年では 13 県

だが、2030 年には 40 道府県で 30％を超え、2045 年には

全都道府県で 65 歳以上人口割合が 30％を超える。この状

況をバックキャスティングの考え方に基づき考察し、【計

画②・計画③】を再考した。

図２ 各都道府県の将来推計人口 

2015 年の 65 歳以上人口を 100 としたときの 2045 年の

65 歳以上人口の指数（引用 国立社会保障・人口問題研

究所著、日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年

推計）、p.26、図Ⅱ-2 を元に著者が手を加え作成）

【【計計画画②②】】冬の室温は、暖房に加えて、住宅の断熱性・

気密性で決定される。多くの人は就寝時に暖房を切るた

め、断熱性・気密性が低ければ、朝の室温が大きく低下

する。断熱性向上は、暖房費の削減、快適性の向上、建

物価値の向上、災害時の安心だけではない。

国土交通省の調査でも「断熱改修によって室温が上昇

し、それに伴い居住者の血圧も低下する傾向が確認」さ

れている。したがって、新築・改修で住宅の断熱性・気

密性を高めれば、循環器系疾患に代表される季節変動の

ある病気・死因を予防できるとともに、医療費・介護費

を抑制できることになる（図３）。とりわけ、循環器系疾

患は高齢者で顕著な病気であり、高齢者数の増加に伴う
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研究ブランディング事業 研究報告書（寒地未来生活環境研究所 その２） 

所長名 真田 博文（工学部・情報工学科） 
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医療費・介護費の増加の抑制に期待がかかる。

これらの背景の下、2017年度には住宅・建築の省エネ

ルギー関連の話題に関するセミナーを主催した。2018年1
月17日に「日本のエネルギー政策」（経済産業省北海道経

済産業局 柳沼勝利氏）と「アジア諸国の建築と省エネル

ギー」（早稲田大学理工学術院 高口洋人教授）、24日に

「君たちは（北海道で）どう生きるか～人生100年時代ケ

ンチクとどう関わるのか～」（東京大学 前真之准教授）

を開催した。

さらに、札幌型環境・エネルギー技術開発支援事業

「寒冷地型高断熱高気密住宅用空調システムによる自然

エネルギー利用型省エネルギー技術の開発」で、室蘭及

び苫小牧市内の2件のモデルハウスにおいて、開発したシ

ステムを実装し、冷暖房時の省エネルギー性能、室内温

熱環境の実測評価を行い良好な結果を得た。また、実測

結果と設計時のCFDシミュレーション結果との比較を行

い、システム設計手法を検証した。

2018年度は、IoC（インターネットオブクリーン）実証

実験にて高齢の清掃担当者の健康・安全作業をアシスト

するためにバス内温度計測を行った。そこで 2m 級熱電対

を 2本用意し、温度測定箇所を２か所設け計測を実施し遠

隔操作を用いた双方向通信を一部実施した。

図４は本研究で用いる熱電対を２個のつり革に通して

の高所（床上 1m60cm）測定の様子であり、同時に床面

との 2か所にて温度測定を実施した。図５は、実際にバス

室内の温度を計測した結果である。計測日時は、2018 年

5 月 15 日（晴天）、6 月 6 日（曇天）の両日８時間であり、

バス室内の上部（黄色ドット）及び床（青実線）の温度

測定結果である。日没後もバス室内の温度上昇が床及び

つり革の高さでも認められた。

図３  医療費と疾病の種類

図４ 室内温度測定実験

図５ 温度計測結果

【【計計画画③③】】

マイコン及びセンサーシステム、さらにスマートデバ

イスを利用した住宅内生活サポートに関する研究を進め

た。具体的には、複数センサーによる室内見守りシステ

ム、高齢者のための対話型 AI システム、単眼ウェブカメ

ラによる姿勢推定の研究を行った。また、地域高齢者の

協力により収集された生活状況、活動状況、運動機能な

どの情報をもとにして積雪寒冷地におけるより適切な暮

らし方について医療的ならびに工学的観点から検討を進

めた。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試作した複数センサーによる見守りシステムの構成を

図６に示す。試作システムでは、MESHおよび obnizの 2種

類の IoTデバイスと各種センサーを用いて生活行動を見守

る。Web サービス同士を連携させる Web サービスである

IFTTT を使用することで、生活行動の改善を促すメッセー

ジを LINE に通知する。取得したデータは IFTTT を介して

Google Spreadsheet に書き込む。JavaScript ベースのス

クリプト言語である Google Apps Script(GAS)で記述した

プログラムを実行する事で取得したデータをグラフ化し、

LINE へグラフの画像を送信する。これによって、センサ

ーデータの取得・蓄積・可視化が可能となる。 

本研究では２つのデバイスを利用して同じ機能を持つ

システムを構築し、開発の容易さ、拡張性、保守管理の

し易さについて比較を行った。MESH は SONY 製の小さなブ

ロック形状の無線電子タグである。LED・ボタン・人感な

ど様々な機能がありビジュアルプログラミングや

JavaScriptで開発できる。obnizは多機能な IoT開発ボー

ドである。オンラインエディタで開発し、直ぐにブラウ

ザから実行でき、作成したプログラムはクラウドで管理

される。また、obniz では JavaScript での開発が可能で

あり、外部のライブラリも使用することが出来る。２つ

図６ 複数センサーによる独居者見守りシステム 
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の IoTデバイスを比較すると、システム構築の容易さでは

MESH が優れており、自由度の高さでは obniz が優れてい

ると言える。保守管理のし易さでは、クラウドでの一元

的な管理が可能であることから、obniz がやや優れている

といえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図７に、スマートスピーカーを利用した服薬支援シス

テムについて示した。音声コマンドによる服薬時間の記

録、飲み忘れの音声リマインド、LINE へのリマインドな

どの機能を持つシステムを試作した。スマートスピーカ

ーを用いたボイスユーザーインタフェイス活用について

は、服薬支援システムの他にも様々な拡張が考えられ、

今後のさらなる研究の必要があると考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８，９には単眼カメラによる姿勢推定システムと実

験結果を示している。ここでは、体の一部のみが見えて

いる場合の認識性能について評価した。その結果、体の

一部のみであっても一定以上の正確さで認識が可能であ

ることが確認できた。就寝時の状態把握など、室内環境

での人物の状況把握に応用できる可能性を見出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４．まとめ

本研究所では、看工融合のフレームワーク策定と研究

グループ毎の調査・計測・設計を実施し、積雪寒冷地特

有の室内保全、スマート住宅内の疾病、傷害、独居の在

宅生活人に必要なサポートシステムの質的向上とロバス

トな双方向情報交換システムを実現する住宅構造提案を

目標とし研究を進めた。研究成果は、学会講演会、公開

講座などで広く公開するとともに、学生の教育・研究活

動にも活用された。 

参考文献

(1) 北川達也：SDGs の概要と金沢工業大学の取り組み、

日本機械学会北海道支部創立 60 周年記念講演会、

寒地未来生活環境研究所協賛、2019 年 3 月 15 日

 

 

図７ スマートスピーカーを利用した 

服薬支援システム 

図９ 単眼カメラによる姿勢推定の例 

図８ 機械学習モデルを用いた姿勢推定システム 
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的な管理が可能であることから、obniz がやや優れている

といえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図７に、スマートスピーカーを利用した服薬支援シス

テムについて示した。音声コマンドによる服薬時間の記

録、飲み忘れの音声リマインド、LINE へのリマインドな

どの機能を持つシステムを試作した。スマートスピーカ

ーを用いたボイスユーザーインタフェイス活用について

は、服薬支援システムの他にも様々な拡張が考えられ、

今後のさらなる研究の必要があると考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８，９には単眼カメラによる姿勢推定システムと実

験結果を示している。ここでは、体の一部のみが見えて

いる場合の認識性能について評価した。その結果、体の

一部のみであっても一定以上の正確さで認識が可能であ

ることが確認できた。就寝時の状態把握など、室内環境

での人物の状況把握に応用できる可能性を見出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４．まとめ

本研究所では、看工融合のフレームワーク策定と研究

グループ毎の調査・計測・設計を実施し、積雪寒冷地特

有の室内保全、スマート住宅内の疾病、傷害、独居の在

宅生活人に必要なサポートシステムの質的向上とロバス

トな双方向情報交換システムを実現する住宅構造提案を

目標とし研究を進めた。研究成果は、学会講演会、公開

講座などで広く公開するとともに、学生の教育・研究活

動にも活用された。 

参考文献

(1) 北川達也：SDGs の概要と金沢工業大学の取り組み、
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寒地未来生活環境研究所協賛、2019 年 3 月 15 日

 

 

図７ スマートスピーカーを利用した 
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第２章 研究成果報告 

第２節 寒地先端材料研究所 

Ⅰ．寒地先端材料研究所について 

先端材料・材料加工、半導体・電子デバイス材料、建築構造材料及び福祉・医療系材料か

らなる４領域を中核として、機械・建築などのものづくり材料系、半導体・電子デバイス材

料系、福祉・医療用材料系の各領域で生じる材料を取り巻く様々な課題の解決を目指す。そ

の後、ものづくりの基盤である先端材料・材料加工領域、半導体・電子デバイス材料領域及

び建築構造材料領域の研究拠点を形成し、寒冷地に適合する先端材料及びその技術に特化

した研究グループの構築及び活性化を目的に「寒地先端材料研究所」を設立した。近年は福

祉・医療系材料へも研究領域を広げ、幅広く活動している。 

Ⅱ．成果報告について 

次項より示す。 
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研究ブランディング事業 研究報告書（寒地先端材料研究所）

（一行あける）

所長名 見山 克己（工学部・機械工学科）

（一行あける）

１．事業概要

本事業の目的は、積雪寒冷地で生活する装具使用者の

安全確保と医師の装具処方および交換判断に資するため

に、積雪寒冷地環境での長期間の装具使用を想定し、装

具材料であるポリプロピレンの機械特性に関する知見を

蓄積することである。

積雪寒冷地での装具の安全使用を考える上で考慮すべ

き因子として、装具製作条件、極寒地環境曝露、低温・

常温の繰り返し、機械的疲労、紫外線、水分等が考えら

れる。これらによる装具材料の劣化メカニズムの解明お

よび耐用年数の予測には、材料の機械特性と内部構造と

の関係の解明が重要である。本事業ではこれらの因子の

うち、装具製作条件、極寒地環境曝露、低温・常温の繰

り返し（冷熱サイクル）の 3 つを検討課題に掲げ、機械特

性の評価手法として引張試験を採用し、内部構造の評価

指標として結晶化度に着目して、装具の安全性・耐久性

との関係を解明することを目指した。さらに、当初の計

画を上回る成果として、機械的疲労の影響についても検

討を行った。

装具製作条件として、射出成型条件と、加熱溶融後の

大気圧下における冷却条件を挙げ、機械特性は引張試験

で、内部構造は結晶化度で評価した。それぞれの条件内

では大きな変化は認められなかったが、これらの条件間

で比較すると、射出成型材は大気圧下冷却材と比較して

結晶化度が高い値となった。射出成型材は大気圧下冷却

材と比較して引張強さが増加し、破断時呼びひずみが減

少したことから、内部構造が機械特性に及ぼす影響が示

唆された。

極寒地環境曝露では、積雪寒冷地における屋外曝露を

最長 25632 時間（約 2 年 11 か月）実施し、曝露前後の機

械特性および結晶化度の変化を調査した。一部の試料に

おいて長期間曝露による結晶化度の減少がみられたもの

の、長期間曝露がポリプロピレンの内部構造の変化およ

び機械特性の劣化に及ぼす影響は小さいことが明らかに

なった。

低温・常温の繰り返しについては、装具使用者が冬期

間に暖房の効いた屋内または公共交通機関等と、氷点下

の屋外の移動を繰り返すことを想定し、ガラス転移点を

跨ぐような熱サイクルによりポリプロピレンの機械特性

および結晶化度の変化を調査した。最大 3926 回の冷熱サ

イクルを付加すると、付加前と比較して結晶化度の上昇

および引張強さの増加が生じ、それらに伴う破断時呼び

ひずみの減少および靭性の低下が生じることが明らかに

なった。

機械的疲労については検討の余地があるが、ガラス転

移点を下回る環境温度においても、変位振幅が小さい場

合はポリプロピレンの機械的疲労特性が低下するとは限

らないことが示唆された。

本事業を実施した結果、装具材料としての安全確保に

重要となるポリプロピレンの低靭性化を引き起こす因子

として、ガラス転移点以下の低温におけるガラス化と、

結晶化度の増加（非晶部の減少）が存在することが明ら

かになった。極寒地環境における長期間の曝露がポリプ

ロピレンの内部構造の変化および機械特性の劣化に及ぼ

す影響は小さいが、一方で冷熱サイクルがポリプロピレ

ンの内部構造の変化および機械特性の劣化（低靭性化）

に及ぼす影響は大きく、特にガラス転移点を上下するよ

うな冷熱サイクル回数の管理は、極寒地における装具使

用者の安全確保と装具の適切な耐久性評価にとって極め

て重要である等の有用な新知見が得られた。

２．事業計画

2-1. 背景および目的

脳卒中片麻痺患者の退院後の在宅生活を支える装具と

して、プラスチック製短下肢装具を処方されることが多

い。この装具のおもな材料は、結晶性高分子に分類され

るポリプロピレンであるが、ポリプロピレンの規格およ

び成形時の加熱・冷却の条件等の製作工程は規定が定め

られておらず、義肢装具製作施設に委ねられている。ポ

リプロピレンのガラス転移点は－20～0℃にあるため、北

海道のような積雪寒冷地の場合、冬期の気温がガラス転

移点の範囲に入る。ガラス転移点を下回ると、延性が極

端に低下するため靱性値も極端に低下する。装具製作工

程が装具の機械特性に及ぼす影響についてはこれまでに

もいくつかの報告があるが (1,2)、積雪寒冷地環境での長期

間使用を想定した研究は少ない。

北海道では装具使用者の生活地と医療機関の所在地と

が離れた、いわゆる遠隔医療となりがちである。これは

装具材料（ポリプロピレン）の劣化や損耗等の定期的な

確認が不十分な状況をもたらし、装具使用者の不利益に

つながる。積雪寒冷地環境におけるポリプロピレンの機

械特性の変化を評価したデータの不足と遠隔医療の現状

を憂慮する旭川医科大学の及川欧医師からの要請を受け

て、2016 年より当研究所においてこれらの予備検討を開

始した。

本事業の目的は、積雪寒冷地環境での長期間の装具使

用を想定し、装具材料であるポリプロピレンの機械特性

に関する知見を蓄積することである。これらの知見は、

積雪寒冷地で生活する装具使用者の安全確保および活動

圏の拡大につながると共に、医師の装具処方および交換

判断の情報としても有用である。

2-2. 実施方法の概要

図 1 に Agrawal らによる材料工学における P-S-P-P の
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連関を示す (3)。製作条件（Processing）によって材料の内

部構造（Structure）が決まり、内部構造は材料の機械特

性（Properties）を決め、使用中には機械特性の劣化が生

じる（Performance）。材料の劣化は内部構造の変化に他

ならないため、材料の内部構造がこれらの全ての鍵を握

っている。すなわち、優れた機械特性を有する装具材料

を開発し、その劣化メカニズムの解明および耐用年数の

予測を行うには、装具材料の製作条件、機械特性、使用

条件と、装具材料の内部構造との関係の解明が重要であ

る。積雪寒冷地での装具の安全使用を考える上で考慮す

べき因子としては、装具製作条件、極寒地環境曝露、低

温・常温の繰り返し、機械的疲労、紫外線、水分等が考

えられる。本事業ではこれらの因子のうち、装具製作条

件、極寒地環境曝露および低温・常温の繰り返しに着目

した。機械特性の評価手法として引張試験を採用し、内

部構造は結晶化度によって評価して、装具の安全性・耐

久性との関係を解明することを目指した。さらに、当初

の計画を上回る成果として、機械的疲労の影響について

も検討を行った。

ポリプロピレンのような結晶性高分子において、結晶

部は機械的強度に貢献し、一方で非晶部は延性や靭性に

貢献するため、結晶化度の把握はポリプロピレンの内部

構造の理解に必要不可欠である。内部構造の詳細な評価

を行うためには、高分子鎖の形態や結晶部の分散状態ま

で明らかにする必要があるので、結晶化度の値のみでは

ポリプロピレンの内部構造の完全な理解には至らないが、

本事業においては内部構造の評価は結晶化度の定量まで

に留め、さらなる詳細な解析は今後の課題とした。当初

は本事業においてポリプロピレンの内部構造のうち、主

に結晶の配向依存性を調査するために吸引成形機の設

計・製作を行うことも検討したが、吸引成形によって製

作される試料の結晶配向は、必ずしも医療現場における

製作材料の結晶配向とは一致せず、知見の汎用化が困難

である。そこで本事業では、ポリプロピレンの内部構造

の簡便な理解に有効であると考えられる結晶化度の定量

を目指した。結晶化度の測定方法としては、X 線回折法、

密度法、熱分析法、フーリエ変換赤外分光法等、いくつ

かの手法が存在する。ここではこれら各個の手法の詳細

な説明は割愛するが、各手法について検討した結果、本

事業においては、広範囲の領域の平均情報を非破壊で比

較的容易に得ることができるX線回折法を用いて結晶化度

を測定した。

本事業では、積雪寒冷地での装具の安全使用を考える

上で考慮すべき因子として、極寒地環境曝露に焦点を当

てた。北海道内の極寒地環境での長期間の曝露試験に加

え、当初は南極昭和基地での曝露試験を行うことも検討

したが、大規模な事前検討が必要である上に、本事業推

進の中で、曝露温度を低温化する試験よりも、機械的疲

労の影響を評価する方が経年劣化の検討として有効であ

ると考えられた。そこで、当初の計画には無かったが、

常温及び低温環境下における機械的疲労についての検討

を加え、より多面的な知見を得ることを目指した。

各年度に実施した主な項目は以下のとおりである。

2017 年度は、ガラス転移によるポリプロピレンの機械

特性の変化を追試験した。また、ポリプロピレンを 5条件

で成型して得られた JIS 引張試験適合試験片を、旭岳ビジ

ターセンター（北海道上川郡東川町）に設置し、極寒地

環境曝露による機械特性の経年変化について評価・分析

した。

2018 年度は、装具を使用して歩行することを想定した

機械的疲労履歴をポリプロピレンに付加するために、常

温及び低温環境下における繰り返し曲げ試験を実施し、

機械的疲労の影響について評価・分析した。また、加熱

溶融後の大気圧下における冷却条件を変化させたポリプ

ロピレン試料を製作し、その機械特性を評価した。

2019 年度は、寒冷地での生活を想定した熱履歴をポリ

プロピレンに付加するために、低温・常温の繰り返し

（冷熱サイクル）試験を実施し、冷熱サイクルの影響に

ついて評価・分析した。また、ポリプロピレンの製作条

件、機械特性、使用条件と、その内部構造との関係を評

価し、種々の考察を加えて研究を総括した。

2-3. ガラス転移による機械特性の変化の確認

ガラス転移点を下回ることで機械特性がどのように変

化するのかを確認するために、引張試験を行った。工場

出荷受け入れままのポリプロピレンシート材（厚さ 4.0
mm×幅 1000 mm×長さ 2000 mm、日立化成製コウベポ

リシート）から、試験片切り出し操作で試料に熱が加わ

らないように、ウォーターカッターを用いて JIS K 7139
タイプ A の引張試験片を切り出した。図 2 および表 1 に

引張試験片の概略および寸法規格 (4)を示す。引張試験には、

試験委託先である JAPAN TESTING LABORATORIES株式

会社設置の島津製作所製オートグラフを用いた。なお、

低温での試験には恒温器を併用した。最大荷重 100 kN の

ロードセルを使用し、試験速度は 50 mm/min とした。標

点間の距離を 50 mm とし、標点間距離の変化をビデオ式

非接触伸び幅計で測定して呼びひずみを求めた。

図 1 材料科学と工学における P-S-P-P の連関(3)
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連関を示す (3)。製作条件（Processing）によって材料の内

部構造（Structure）が決まり、内部構造は材料の機械特

性（Properties）を決め、使用中には機械特性の劣化が生

じる（Performance）。材料の劣化は内部構造の変化に他

ならないため、材料の内部構造がこれらの全ての鍵を握

っている。すなわち、優れた機械特性を有する装具材料

を開発し、その劣化メカニズムの解明および耐用年数の

予測を行うには、装具材料の製作条件、機械特性、使用

条件と、装具材料の内部構造との関係の解明が重要であ

る。積雪寒冷地での装具の安全使用を考える上で考慮す

べき因子としては、装具製作条件、極寒地環境曝露、低

温・常温の繰り返し、機械的疲労、紫外線、水分等が考

えられる。本事業ではこれらの因子のうち、装具製作条

件、極寒地環境曝露および低温・常温の繰り返しに着目

した。機械特性の評価手法として引張試験を採用し、内

部構造は結晶化度によって評価して、装具の安全性・耐

久性との関係を解明することを目指した。さらに、当初

の計画を上回る成果として、機械的疲労の影響について

も検討を行った。

ポリプロピレンのような結晶性高分子において、結晶

部は機械的強度に貢献し、一方で非晶部は延性や靭性に

貢献するため、結晶化度の把握はポリプロピレンの内部

構造の理解に必要不可欠である。内部構造の詳細な評価

を行うためには、高分子鎖の形態や結晶部の分散状態ま

で明らかにする必要があるので、結晶化度の値のみでは

ポリプロピレンの内部構造の完全な理解には至らないが、

本事業においては内部構造の評価は結晶化度の定量まで

に留め、さらなる詳細な解析は今後の課題とした。当初

は本事業においてポリプロピレンの内部構造のうち、主

に結晶の配向依存性を調査するために吸引成形機の設

計・製作を行うことも検討したが、吸引成形によって製

作される試料の結晶配向は、必ずしも医療現場における

製作材料の結晶配向とは一致せず、知見の汎用化が困難

である。そこで本事業では、ポリプロピレンの内部構造

の簡便な理解に有効であると考えられる結晶化度の定量

を目指した。結晶化度の測定方法としては、X 線回折法、

密度法、熱分析法、フーリエ変換赤外分光法等、いくつ

かの手法が存在する。ここではこれら各個の手法の詳細

な説明は割愛するが、各手法について検討した結果、本

事業においては、広範囲の領域の平均情報を非破壊で比

較的容易に得ることができるX線回折法を用いて結晶化度

を測定した。

本事業では、積雪寒冷地での装具の安全使用を考える

上で考慮すべき因子として、極寒地環境曝露に焦点を当

てた。北海道内の極寒地環境での長期間の曝露試験に加

え、当初は南極昭和基地での曝露試験を行うことも検討

したが、大規模な事前検討が必要である上に、本事業推

進の中で、曝露温度を低温化する試験よりも、機械的疲

労の影響を評価する方が経年劣化の検討として有効であ

ると考えられた。そこで、当初の計画には無かったが、

常温及び低温環境下における機械的疲労についての検討

を加え、より多面的な知見を得ることを目指した。

各年度に実施した主な項目は以下のとおりである。

2017 年度は、ガラス転移によるポリプロピレンの機械

特性の変化を追試験した。また、ポリプロピレンを 5条件

で成型して得られた JIS 引張試験適合試験片を、旭岳ビジ

ターセンター（北海道上川郡東川町）に設置し、極寒地

環境曝露による機械特性の経年変化について評価・分析

した。

2018 年度は、装具を使用して歩行することを想定した

機械的疲労履歴をポリプロピレンに付加するために、常

温及び低温環境下における繰り返し曲げ試験を実施し、

機械的疲労の影響について評価・分析した。また、加熱

溶融後の大気圧下における冷却条件を変化させたポリプ

ロピレン試料を製作し、その機械特性を評価した。

2019 年度は、寒冷地での生活を想定した熱履歴をポリ

プロピレンに付加するために、低温・常温の繰り返し

（冷熱サイクル）試験を実施し、冷熱サイクルの影響に

ついて評価・分析した。また、ポリプロピレンの製作条

件、機械特性、使用条件と、その内部構造との関係を評

価し、種々の考察を加えて研究を総括した。

2-3. ガラス転移による機械特性の変化の確認

ガラス転移点を下回ることで機械特性がどのように変

化するのかを確認するために、引張試験を行った。工場

出荷受け入れままのポリプロピレンシート材（厚さ 4.0
mm×幅 1000 mm×長さ 2000 mm、日立化成製コウベポ

リシート）から、試験片切り出し操作で試料に熱が加わ

らないように、ウォーターカッターを用いて JIS K 7139
タイプ A の引張試験片を切り出した。図 2 および表 1 に

引張試験片の概略および寸法規格 (4)を示す。引張試験には、

試験委託先である JAPAN TESTING LABORATORIES株式

会社設置の島津製作所製オートグラフを用いた。なお、

低温での試験には恒温器を併用した。最大荷重 100 kN の

ロードセルを使用し、試験速度は 50 mm/min とした。標

点間の距離を 50 mm とし、標点間距離の変化をビデオ式

非接触伸び幅計で測定して呼びひずみを求めた。

図 1 材料科学と工学における P-S-P-P の連関(3)
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本試験に用いたポリプロピレンのガラス転移点は、示

差走査熱量測定によって－16℃から－19℃の間と見積も

られたため、試験温度はガラス転移点を挟む 2水準（常温

（23℃）および低温（－20℃））とした。なお低温試験時

は、試験機に試験片を取付け後、恒温器の温度が設定温

度±2℃以内で 5 分以上安定したことを確認してから試験

を開始した。各温度に対して 3 回の試験を実施した。

2-4. 装具製作条件

装具製作には、プラスチック製短下肢装具を例にする

と、（1）採型、（2）陽性モデル作製、（3）プラスチック

の吸引成形、（4）冷却固化後の切り出し、という工程が

ある。本事業では、装具製作条件がポリプロピレンの機

械特性に与える影響を、射出成型条件を変化させた場合

（吸引成形条件の評価の参考となる知見）および加熱溶

融後の冷却条件を変化させた場合（成形後の冷却条件の

評価の参考となる知見）について評価した。

2-4-1. 射出成型によるポリプロピレン試験片製作

射出成型条件を変化させたポリプロピレン試験片の製

作工程は次のとおりである。すなわち、粉砕したポリプ

ロピレンシート材を 220℃で再溶融し、異なる水温（約

86℃、約 53℃、約 27℃）で冷却した水冷金型に 3 秒間で

射出し、金型内部を保圧した状態で 20 秒間保持し、その

後保圧を解いた状態で 30秒または 15秒冷却した後、金型

を開いて試験片を取り出した。試験片を取り出した直後

の金型の温度を表面温度計によって測定し、その温度を

金型温度とした。表 2 に各試験片の射出成型時の金型温度

と冷却時間をまとめて示す。試験片の形状は図 2 および表

1 に示す引張試験片 JIS K 7139 タイプ A とした。本試験

片は、2-6 節に示す極寒地環境曝露試験にも用いた。

2-4-2. 冷却条件の異なるポリプロピレン試料製作

加熱溶融後の冷却条件を変化させたポリプロピレンは、

装具製作工程での熱履歴を想定して、加熱後に種々の冷

却速度で冷却・固化させて製作した。ポリプロピレンシ

ート材（厚さ 4.0 mm×幅 1000 mm×長さ 2000 mm、日

立化成製コウベポリシート）から厚さ 4.0 mm×約 230
mm×約 230 mm の平板を切り出し、厚さ 3 mm の 2 枚の

アルミニウム板に挟んで、230℃に保持したエスペック製

横型パーフェクトオーブン PHH-202 内に設置し、試料温

度が 230℃に到達した後、冷却・固化操作を行った。各試

料の熱履歴を図 3に示す。オーブンから取り出し実験室内

で室温まで放冷したものを「自然冷却材」、オーブンから

取り出して 20℃および－45℃に保持したエスペック製小

型環境試験機 SH-642 内に移し、室温まで冷却したものを

各々「20℃冷却材」および「－45℃冷却材」、オーブンか

ら取り出して氷水中に浸漬して室温まで冷却したものを

「水冷材」と以降は呼称する。これら 4水準の冷却条件に

対し、冷却開始温度から約 130℃の結晶化までに要する時

間をもとに、2 点間を結ぶ直線の傾きとして冷却速度を算

出した結果を表 3 に示す。これら 4 水準の熱履歴を加えた

試料を各 2枚製作したが、水冷材は製作後の変形が大きく、

平坦な引張試験片の採取が困難であったため、結晶化度

の測定のみを行った。本試験片は 2-7 節に示す低温・常温

の繰り返し（冷熱サイクル試験）にも用いた。

2-5. 機械特性の評価方法および結晶化度の測定方法

本事業においては、ポリプロピレンの機械特性を主と

して引張試験により評価した。引張試験によって得られ

る応力－呼びひずみ線図からは、引張強さや破断時呼び

ひずみばかりでなく、応力－呼びひずみ線図の面積から

ポリプロピレンの靱性値も簡易的に推定可能である。本

事業における引張試験片の形状は全て図 1 に示した JIS K 
7139 タイプ A 平板試験片とした。射出成型による直接成

型ではなく、ポリプロピレン板材から切り出して試験片

を製作する場合は、切り出し操作で試料に熱が加わらな

いようにウォーターカッターを用いた。引張試験機は本

表 2 射出成型試験片の金型温度と冷却時間

試験片名 金型温度［℃］ 冷却時間［sec］
A 26.9 30
B 53.3 30
C 86.0 30
D 27.8 15

図 2 JIS K 7139 タイプ A 引張試験片の概略(3)

表 1 JIS K 7139 タイプ A 引張試験片の寸法規格

記号 （説明） 寸法［mm］

L1 （全長） ≧170
L2 （タブ部間の距離） 109.3±3.2
L3 （平行部） 80±2 
B1 （平行部の幅） 10±0.2
B2 （端部の幅） 20±0.2
H  （厚さ） 4±0.2
R  （肩部の半径） 24±1 

第２章 研究成果報告 
　 第２節 寒地先端材料研究所 

42

本試験に用いたポリプロピレンのガラス転移点は、示

差走査熱量測定によって－16℃から－19℃の間と見積も

られたため、試験温度はガラス転移点を挟む 2水準（常温

（23℃）および低温（－20℃））とした。なお低温試験時

は、試験機に試験片を取付け後、恒温器の温度が設定温

度±2℃以内で 5 分以上安定したことを確認してから試験

を開始した。各温度に対して 3 回の試験を実施した。

2-4. 装具製作条件

装具製作には、プラスチック製短下肢装具を例にする

と、（1）採型、（2）陽性モデル作製、（3）プラスチック

の吸引成形、（4）冷却固化後の切り出し、という工程が

ある。本事業では、装具製作条件がポリプロピレンの機

械特性に与える影響を、射出成型条件を変化させた場合

（吸引成形条件の評価の参考となる知見）および加熱溶

融後の冷却条件を変化させた場合（成形後の冷却条件の

評価の参考となる知見）について評価した。

2-4-1. 射出成型によるポリプロピレン試験片製作

射出成型条件を変化させたポリプロピレン試験片の製

作工程は次のとおりである。すなわち、粉砕したポリプ

ロピレンシート材を 220℃で再溶融し、異なる水温（約

86℃、約 53℃、約 27℃）で冷却した水冷金型に 3 秒間で

射出し、金型内部を保圧した状態で 20 秒間保持し、その

後保圧を解いた状態で 30秒または 15秒冷却した後、金型

を開いて試験片を取り出した。試験片を取り出した直後

の金型の温度を表面温度計によって測定し、その温度を

金型温度とした。表 2 に各試験片の射出成型時の金型温度

と冷却時間をまとめて示す。試験片の形状は図 2 および表

1 に示す引張試験片 JIS K 7139 タイプ A とした。本試験

片は、2-6 節に示す極寒地環境曝露試験にも用いた。

2-4-2. 冷却条件の異なるポリプロピレン試料製作

加熱溶融後の冷却条件を変化させたポリプロピレンは、

装具製作工程での熱履歴を想定して、加熱後に種々の冷

却速度で冷却・固化させて製作した。ポリプロピレンシ

ート材（厚さ 4.0 mm×幅 1000 mm×長さ 2000 mm、日

立化成製コウベポリシート）から厚さ 4.0 mm×約 230
mm×約 230 mm の平板を切り出し、厚さ 3 mm の 2 枚の

アルミニウム板に挟んで、230℃に保持したエスペック製

横型パーフェクトオーブン PHH-202 内に設置し、試料温

度が 230℃に到達した後、冷却・固化操作を行った。各試

料の熱履歴を図 3に示す。オーブンから取り出し実験室内

で室温まで放冷したものを「自然冷却材」、オーブンから

取り出して 20℃および－45℃に保持したエスペック製小

型環境試験機 SH-642 内に移し、室温まで冷却したものを

各々「20℃冷却材」および「－45℃冷却材」、オーブンか

ら取り出して氷水中に浸漬して室温まで冷却したものを

「水冷材」と以降は呼称する。これら 4水準の冷却条件に

対し、冷却開始温度から約 130℃の結晶化までに要する時

間をもとに、2 点間を結ぶ直線の傾きとして冷却速度を算

出した結果を表 3 に示す。これら 4 水準の熱履歴を加えた

試料を各 2枚製作したが、水冷材は製作後の変形が大きく、

平坦な引張試験片の採取が困難であったため、結晶化度

の測定のみを行った。本試験片は 2-7 節に示す低温・常温

の繰り返し（冷熱サイクル試験）にも用いた。

2-5. 機械特性の評価方法および結晶化度の測定方法

本事業においては、ポリプロピレンの機械特性を主と

して引張試験により評価した。引張試験によって得られ

る応力－呼びひずみ線図からは、引張強さや破断時呼び

ひずみばかりでなく、応力－呼びひずみ線図の面積から

ポリプロピレンの靱性値も簡易的に推定可能である。本

事業における引張試験片の形状は全て図 1 に示した JIS K 
7139 タイプ A 平板試験片とした。射出成型による直接成

型ではなく、ポリプロピレン板材から切り出して試験片

を製作する場合は、切り出し操作で試料に熱が加わらな

いようにウォーターカッターを用いた。引張試験機は本

表 2 射出成型試験片の金型温度と冷却時間

試験片名 金型温度［℃］ 冷却時間［sec］
A 26.9 30
B 53.3 30
C 86.0 30
D 27.8 15

図 2 JIS K 7139 タイプ A 引張試験片の概略(3)

表 1 JIS K 7139 タイプ A 引張試験片の寸法規格

記号 （説明） 寸法［mm］

L1 （全長） ≧170
L2 （タブ部間の距離） 109.3±3.2
L3 （平行部） 80±2 
B1 （平行部の幅） 10±0.2
B2 （端部の幅） 20±0.2
H  （厚さ） 4±0.2
R  （肩部の半径） 24±1 
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学設置の島津製作所製オートグラフを用いた。最大荷重

50 kN のロードセルを使用し、つかみ部間の距離を 115
mm とし、試験速度を 50 mm/min として各条件に対して 2
回の試験を実施した。

ポリプロピレンの内部構造は結晶化度により評価した。

結晶化度はX線回折法で測定することとし、リガク製全自

動多目的 X 線回折装置 SmartLab を使用し、データ解析に

はリガク製統合粉末 X 線解析ソフトウェア PDXL2 を用い

た。X 線回折の測定条件を表 4 に示す。各試料の結晶化度

は、全体の散乱強度からバックグラウンド強度を差し引

いた強度に対する結晶部由来の散乱強度の割合として算

出した。

2-6. 極寒地環境曝露試験

本事業では、ポリプロピレンのガラス転移点（－20～
0℃）を下回る環境に長時間曝露された際に、機械特性が

どのように変化するかを調査するため、2-4-1 節および表

2 に示した射出成型試験片に対して、北海道上川郡東川町

の旭岳ビジターセンター（標高 1100m）の御協力を得て、

屋外曝露を最長 25632 時間（約 2 年 11 か月）実施した。

一部の試験片については 8111 時間（約 11 か月）曝露後に

回収した。表 5に各試験片の成型条件および曝露時間をま

とめて示す。図 4 に 2017 年における旭岳ビジターセンタ

ーの 1日の最高気温と最低気温の月別平均値を、札幌およ

び東京の 1日の最高気温と最低気温の月別平均値 (5)と併せ

表 4 X 線回折の測定条件

管 球 Cu
管電圧 40 kV
管電流 30 mA
測定法 平行ビーム法

入射ソーラースリット 開口角 5.0 deg
長手制限スリット 10 mm
入射スリット 1 mm
平行スリットアナライザー 1.0 deg
受光スリット 1 20 mm
受光スリット 2 20 mm
スキャンモード 連続

ステップ 0.1 deg
測定スピード 2.0 deg/min

表 5 低曝露試験片の成型条件および曝露時間

試験片名
金型温度

［℃］

冷却時間

［sec］
曝露時間

［h］
A

26.9

30

未曝露

A’ 8111
B

53.3
未曝露

B’’ 25632
C

86.0
未曝露

C’ 8111
C’’ 25632
D

27.8 15
未曝露

D’ 8111
D’’ 25632

表 3 ポリプロピレン試料の冷却条件と冷却速度

冷却条件別の試料名 冷却速度 [℃/min]
自然冷却材 9.3
20℃冷却材 21.9
－45℃冷却材 27.7

水冷材 116.0

図 3 溶融後の冷却条件を変化させた試験片の熱履歴

0

40

80

120

160

200

240

0 30 60 90 120 150 180

温
度

[℃
]

時間 [min]

自然冷却材
20℃冷却材
－45℃冷却材
水冷材

図 4 旭岳、札幌、東京の 1 日の最高気温と最低気温

の月別平均値(5)

-20
-15
-10
-5
0
5

10
15
20
25
30
35

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月

気
温

[℃
]

東京最高平均 東京最低平均

札幌最高平均 札幌最低平均

旭岳最高平均 旭岳最低平均

第２章 研究成果報告 
　 第２節 寒地先端材料研究所 

43

学設置の島津製作所製オートグラフを用いた。最大荷重

50 kN のロードセルを使用し、つかみ部間の距離を 115
mm とし、試験速度を 50 mm/min として各条件に対して 2
回の試験を実施した。

ポリプロピレンの内部構造は結晶化度により評価した。

結晶化度はX線回折法で測定することとし、リガク製全自

動多目的 X 線回折装置 SmartLab を使用し、データ解析に

はリガク製統合粉末 X 線解析ソフトウェア PDXL2 を用い

た。X 線回折の測定条件を表 4 に示す。各試料の結晶化度

は、全体の散乱強度からバックグラウンド強度を差し引

いた強度に対する結晶部由来の散乱強度の割合として算

出した。

2-6. 極寒地環境曝露試験

本事業では、ポリプロピレンのガラス転移点（－20～
0℃）を下回る環境に長時間曝露された際に、機械特性が

どのように変化するかを調査するため、2-4-1 節および表

2 に示した射出成型試験片に対して、北海道上川郡東川町

の旭岳ビジターセンター（標高 1100m）の御協力を得て、

屋外曝露を最長 25632 時間（約 2 年 11 か月）実施した。

一部の試験片については 8111 時間（約 11 か月）曝露後に

回収した。表 5に各試験片の成型条件および曝露時間をま

とめて示す。図 4 に 2017 年における旭岳ビジターセンタ

ーの 1日の最高気温と最低気温の月別平均値を、札幌およ

び東京の 1日の最高気温と最低気温の月別平均値 (5)と併せ

表 4 X 線回折の測定条件

管 球 Cu
管電圧 40 kV
管電流 30 mA
測定法 平行ビーム法

入射ソーラースリット 開口角 5.0 deg
長手制限スリット 10 mm
入射スリット 1 mm
平行スリットアナライザー 1.0 deg
受光スリット 1 20 mm
受光スリット 2 20 mm
スキャンモード 連続

ステップ 0.1 deg
測定スピード 2.0 deg/min

表 5 低曝露試験片の成型条件および曝露時間

試験片名
金型温度

［℃］

冷却時間

［sec］
曝露時間

［h］
A

26.9

30

未曝露

A’ 8111
B

53.3
未曝露

B’’ 25632
C

86.0
未曝露

C’ 8111
C’’ 25632
D

27.8 15
未曝露

D’ 8111
D’’ 25632

表 3 ポリプロピレン試料の冷却条件と冷却速度

冷却条件別の試料名 冷却速度 [℃/min]
自然冷却材 9.3
20℃冷却材 21.9
－45℃冷却材 27.7

水冷材 116.0

図 3 溶融後の冷却条件を変化させた試験片の熱履歴
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て示す。旭岳ビジターセンターの 12 月から 2 月の最低気

温の月別平均値は－10℃を下回っている。ポリプロピレ

ンのガラス転移点は－20～0℃（図中の薄紫部）にあるた

め、東京における装具使用者は冬期間においても外気温

がポリプロピレンのガラス転移点を下回ることはほとん

ど無いと考えられる。しかしながら、札幌や旭岳のよう

な寒冷地では、外気温がポリプロピレンのガラス転移点

を下回ることも十分考えられる。図 5に旭岳ビジターセン

ターの外観（2020 年 1 月、25632 時間曝露試験片回収時）

および屋外曝露の状況を示す。紫外線によるポリプロピ

レンの劣化を防ぐために、試験片は図 6に模式的に示すよ

うに 3層のダンボールと両面テープおよびガムテープで製

作した箱を用いて保護し、常に建物の陰となる位置に固

定した。図 7に試験片を梱包したダンボールの外観および

内部の試験片の状況を示す。

2-7. 低温・常温の繰り返し

装具使用者が冬期間に暖房の効いた屋内または公共交

通機関等と、氷点下の屋外の移動を繰り返すことを想定

し、ガラス転移点を跨ぐような熱サイクルによりポリプ

ロピレンの機械特性がどのように変化するかを調査した。

2-4-2 節および表 3 に示した加熱溶融後の冷却条件の異な

る平板試料に対して、以下に示す 2 種類の冷熱サイクル試

験を実施した。

2-7-1. 定荷重下冷熱サイクル試験

屋内と極寒地の冬期間の屋外との移動を模擬するため

に、株式会社 C&F ロジホールディングスの御協力を得て、

室内と約－20℃の冷凍倉庫内を行き来する冷熱サイクル

試験を実施した。2-4-2 節に示した平板試料 1 枚から、ウ

ォーターカッターを用いて 4 本の JIS K 7139 タイプ A 引

張試験片を切出し、それらを再び平板試料にはめ込んで、

うち 2 本の引張試験片の平行部に 7.41 kg の鉄板を載せて

ダンボール箱内に固定した。図 8にダンボール内部の試験

片の状況を示す。鉄板によって 2本の引張試験片に負荷さ

れる応力は 4.66 kPa となる。桑江らによれば、歩行時に

装具に実際に負荷される応力は、床面によっても異なる

が、1.3～6.4×102 kPa であると報告されており (6)、本試

験で負荷した応力は実際の使用条件に比べるとかなり小

さいものとなっている。

室内と約－20℃の冷凍倉庫内を行き来した際に、試験

片の温度がどのように変化するかを予測するため、本学

設置の冷凍実験室（室内温度約－28℃）を使用して、室

内と冷凍実験室内を行き来した際の平板試料の温度変化

を調査した。調査結果を図 9 に示す。冷熱サイクル試験の

冷凍倉庫内温度は約－20℃のため、多少の違いはあると

図 8 定荷重下冷熱サイクル試験片の状況
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図 5 旭岳ビジターセンターの外観（左）および屋外

曝露の状況（右）

図 7 試験片を梱包したダンボールの外観および

内部の試験片の状況

図 6 曝露試験片保護状況
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て示す。旭岳ビジターセンターの 12 月から 2 月の最低気

温の月別平均値は－10℃を下回っている。ポリプロピレ

ンのガラス転移点は－20～0℃（図中の薄紫部）にあるた

め、東京における装具使用者は冬期間においても外気温

がポリプロピレンのガラス転移点を下回ることはほとん

ど無いと考えられる。しかしながら、札幌や旭岳のよう

な寒冷地では、外気温がポリプロピレンのガラス転移点

を下回ることも十分考えられる。図 5に旭岳ビジターセン

ターの外観（2020 年 1 月、25632 時間曝露試験片回収時）

および屋外曝露の状況を示す。紫外線によるポリプロピ

レンの劣化を防ぐために、試験片は図 6に模式的に示すよ

うに 3層のダンボールと両面テープおよびガムテープで製

作した箱を用いて保護し、常に建物の陰となる位置に固

定した。図 7に試験片を梱包したダンボールの外観および

内部の試験片の状況を示す。

2-7. 低温・常温の繰り返し

装具使用者が冬期間に暖房の効いた屋内または公共交

通機関等と、氷点下の屋外の移動を繰り返すことを想定

し、ガラス転移点を跨ぐような熱サイクルによりポリプ

ロピレンの機械特性がどのように変化するかを調査した。

2-4-2 節および表 3 に示した加熱溶融後の冷却条件の異な

る平板試料に対して、以下に示す 2 種類の冷熱サイクル試

験を実施した。

2-7-1. 定荷重下冷熱サイクル試験

屋内と極寒地の冬期間の屋外との移動を模擬するため

に、株式会社 C&F ロジホールディングスの御協力を得て、
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内と冷凍実験室内を行き来した際の平板試料の温度変化

を調査した。調査結果を図 9 に示す。冷熱サイクル試験の

冷凍倉庫内温度は約－20℃のため、多少の違いはあると

図 8 定荷重下冷熱サイクル試験片の状況
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思われるが、室温から低温までの所要時間は 13 分程度、

低温から室温までの所要時間は 30 分程度であると推定さ

れる。冷熱サイクル試験は、図 8に示した試料に対して約

5 か月間で 92 回の行き来を実施した。

2-7-2. 高サイクル数冷熱サイクル試験

極寒地において装具使用者が長期間装具を使用し続け

た場合にポリプロピレンの機械特性がどのように変化す

るかを明らかにするために、DIC 株式会社総合研究所の御

協力を得て、2-4-2 節に示した平板試料に対して高サイク

ル数の冷熱サイクル試験を実施した。装具使用者が 11 月

～3 月の冬期間（5 か月間）に、外出等のために 1 日平均

10 回の寒暖変化を受けると想定すると、2 年間で約 3000
回の冷熱サイクルがポリプロピレンに付加されることに

なる。本試験では DIC 株式会社設置のエスペック製冷熱

衝撃試験機 TSD-100 を用い、高温側を 60℃、低温側を－

40℃に保持した恒温槽間を 1 サイクル約 20 分で往復する

冷熱サイクル試験を 3926 回行った。途中 1000、2000、
3000 回にて試験を一時中断し、試験機の保守を行うと共

に、小片に切断した平板試料の一部を取り出して結晶化

度を測定した。試験機の外観および試験機内部の状況を

図 10 に、試験機内の試料設置状況を図 11 に示す。

予備検討として、試験機内の高温側と低温側を行き来

した際に、試料の温度がどのように変化するかを、熱電

対を設置した平板試料を用いて調査した。調査結果を図

12 に示す。60℃の高温状態から－40℃の低温状態までの

移行時間は 4 分程度、－40℃の低温状態から 60℃の高温

状態までの移行時間は 5 分程度であると推定される。

2-8. 繰り返し曲げ試験

積雪寒冷地における装具の安全使用および経年劣化を

より多面的な観点から検討するために、当初の計画には

無かったが、常温及び低温環境下における機械的疲労を

繰り返し曲げ試験により評価した。

試験片切り出し操作で熱が加わらないようにウォータ

図 9 室内と冷凍実験室内を行き来した際の

平板試料の温度変化
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図 10 冷熱衝撃試験機 TSD-100 の外観（左）および

試験機内部の状況（右）

図 11 冷熱衝撃試験機内の試料設置状況

図 12 冷熱衝撃試験機の高温側と低温側を

行き来した際の平板試料の温度変化
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表 6 繰り返し曲げ試験条件

試験温度 常温（23℃）、低温（－20℃）

試験片形状 80 mm×10 mm、厚さ 4 mm
支点・負荷点 半径 5 mm
支点間距離 64 mm
制 御 変位制御（変位比 0.1）、片振り

周波数 1 Hz（正弦波）
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2-8. 繰り返し曲げ試験

積雪寒冷地における装具の安全使用および経年劣化を

より多面的な観点から検討するために、当初の計画には

無かったが、常温及び低温環境下における機械的疲労を

繰り返し曲げ試験により評価した。
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表 6 繰り返し曲げ試験条件

試験温度 常温（23℃）、低温（－20℃）

試験片形状 80 mm×10 mm、厚さ 4 mm
支点・負荷点 半径 5 mm
支点間距離 64 mm
制 御 変位制御（変位比 0.1）、片振り

周波数 1 Hz（正弦波）
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ーカッターを用い、工場出荷受け入れままのポリプロピ

レンシート材（厚さ 4.0 mm×幅 1000 mm×長さ 2000 mm、

日立化成製コウベポリシート）から、繰り返し曲げ試験

用試験片（JIS K 7171 準拠）を切り出した。繰り返し曲げ

試 験 に は 、 試 験 委 託 先 で あ る JAPAN TESTING
LABORATORIES 株式会社設置の INSTRON 製 3 点曲げ疲

労試験機 ElectroPuls を用いた。なお、低温での試験には

恒温器を併用した。試験条件は表 6 のとおりである。繰り

返し曲げ試験の概略を図 13 に示す。変位振幅は、図の変

位 maxと変位 minにより、以下の式(1)で表される。

変位振幅 ＝
1
2
∣変位 max－変位 min∣． (1) 

変位振幅を設定し、図 13 の負荷点において試験片に荷

重の負荷と除荷を繰り返し、設定した変位振幅に達する

荷重を測定した。本試験では、最初の 10 回の繰り返し曲

げで設定した変位振幅が得られるよう荷重の微調整を行

った。繰り返し曲げ回数が 10 回目の荷重を基準荷重とし、

この基準荷重から 20％損失した荷重で設定した変位振幅

に到達した繰り返し曲げ回数（以下「20％剛性損失曲げ

数」と呼称する）を用いて評価した。ただし、繰り返し

曲げ回数は最大 100000 回とした。荷重の測定は、100 回

目までは各回測定し、以後 1000 回目までは 10 回おき、

10000 回までは 100 回おき、100000 回までは 1000 回お

きとした。

変位振幅の決定は、あらかじめ行った静的曲げ試験の

結果を参考にした。変位振幅の水準および間隔について

は、20％剛性損失曲げ数にどの程度鋭敏に影響を与える

かを確認しながら決定した。

なお、低温試験時は、試験機に試験片を取付け後、恒

温器の温度が設定温度±2℃以内で 5 分以上安定したこと

を確認してから試験を開始した。

３．事業成果

3-1. ガラス転移による機械特性の変化の確認

常温（23℃）および低温（－20℃）の応力－呼びひず

み線図を図 14 に示す。また、引張強さおよび破断時呼び

ひずみの温度依存性を、それぞれ図 15 および図 16 に示

す。ガラス転移点を下回る低温になると、引張強さ（最

大応力値）は常温よりも顕著に増加し、一方で破断時呼

びひずみは常温よりも顕著に減少した。図 14 に示した応

力－呼びひずみ線図の面積から各試料の靱性値を簡易的

に推定すると、低温における応力－呼びひずみ線図の面

積が顕著に減少していることから、ポリプロピレンはガ

ラス転移点を下回る低温では顕著に低靭性化すると考え

られる。この性質変化は、非晶部のミクロブラウン運動

の凍結により、結晶部はもとより、非晶部を含むポリプ

ロピレン全体がガラス化したためであると考えられる。

- - - 常温（－20℃）

―― 低温（－23℃）

図 13 繰り返し曲げ試験の概略

図 15 ポリプロピレン（工場受入材）の引張強さの温

度依存性（ガラス転移の影響）

0

10

20

30

40

50

60

70

-40 -30 -20 -10 0 10 20 30 40

引
張
強
さ

[M
P

a]

温度 [℃]

図 16 ポリプロピレン（工場受入材）の破断時呼びひ
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恒温器を併用した。試験条件は表 6 のとおりである。繰り
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3-2. 装具製作条件検討結果

3-2-1. 射出成型によるポリプロピレン試験片製作結果

引張試験によって得られた、射出成型条件を変化させ

たポリプロピレンの応力－呼びひずみ線図を図 17 に示す。

いずれの射出成型条件においても、引張強さの値は 41 
MPa 程度でほとんど差違はなく、破断時呼びひずみも

12.5～13.5%程度で射出成型条件による違いは小さかった。

これらの試料に対するX線回折法による結晶化度測定結果

を図 18 に示す。各試料の結晶化度は 66～79%の範囲にあ

り、応力－呼びひずみ線図との明確な相関はみられなか

った。

3-2-2. 冷却条件の異なるポリプロピレン試料製作結果

引張試験によって得られた、加熱溶融後の冷却条件を

変化させたポリプロピレンの応力－呼びひずみ線図を図

19 に示す。20℃冷却材および－45℃冷却材においては、

引張試験によりクレーズが生じたため、破断時呼びひず

みの値は参考値である。試料によって多少のばらつきは

みられるものの、いずれの冷却条件においても引張強さ

の値は 32 MPa 程度でほとんど差違はみられなかった。こ

れらの試料に対するX線回折法による結晶化度測定結果を

図 20 に示す。各試料の結晶化度は 55～66%の範囲にあり、

図 18 に示した射出成型によって製作した試料と比較する

と平均値で約 11%低い値となっている。図 17 と図 19 を

比較すると、射出成型によって製作した試料は大気圧下

における冷却試料と比較して引張強さが大きく、破断時

呼びひずみが小さい傾向を示している。この原因のひと

つは結晶化度の違いにあると考えられる。

3-3. 極寒地環境曝露試験結果

表 5に示した射出成型試験片に対する極寒地環境曝露試

験前後の応力－呼びひずみ線図を図 21～24 に示す。射出

図 18 射出成型条件を変化させたポリプロピレンの

結晶化度測定結果
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比較すると、射出成型によって製作した試料は大気圧下

における冷却試料と比較して引張強さが大きく、破断時

呼びひずみが小さい傾向を示している。この原因のひと

つは結晶化度の違いにあると考えられる。
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成型条件の違いに依らず、25632時間の極寒地環境曝露試

験後においても、引張強さおよび破断時呼びひずみの値

にほとんど変化はみられなかった。これらの試料に対す

る X 線回折法による結晶化度測定結果を図 25 に示す。試

験片Aを除いて、曝露時間の増加に伴い、各試料の結晶化

度は減少する傾向が認められた。一方、応力－呼びひず

み線図の形状、すなわち試料の機械特性にはほとんど変

化がみられなかった。この原因を探るためには、試料の

内部構造のさらなる評価が重要である。ただし、本試験

の特徴として以下の点を考慮しておく必要がある。

まず、図 4に示した本試験において記録した気温データ

は、日ごとの最高気温および最低気温であり、屋外曝露

中にポリプロピレンのガラス転移点を下回っていた時間

や、曝露中にポリプロピレンのガラス転移点を上下した

回数が不明である。したがって、2-7 節に示した低温・常

温の繰り返し（冷熱サイクル）試験の方が、ポリプロピ

図 21 金型温度 26.9℃、冷却時間 30sec の射出成型

試験片の極寒地環境曝露試験前後の応力－呼

びひずみ線図（試験片名：A、A’）

0
5

10
15
20
25
30
35
40
45
50

0 5 10 15 20

応
力

σ 
[M

P
a]

呼びひずみε [%]

未曝露
8111h

図 22 金型温度 53.3℃、冷却時間 30sec の射出成型

試験片の極寒地環境曝露試験前後の応力－呼

びひずみ線図（試験片名：B、B’’）
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図 25 極寒地環境曝露試験前後のポリプロピレンの

結晶化度測定結果
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図 24 金型温度 27.8℃、冷却時間 15sec の射出成型

試験片の極寒地環境曝露試験前後の応力－呼

びひずみ線図（試験片名：D、D’、D’’）
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成型条件の違いに依らず、25632時間の極寒地環境曝露試
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にほとんど変化はみられなかった。これらの試料に対す

る X 線回折法による結晶化度測定結果を図 25 に示す。試

験片Aを除いて、曝露時間の増加に伴い、各試料の結晶化

度は減少する傾向が認められた。一方、応力－呼びひず

み線図の形状、すなわち試料の機械特性にはほとんど変

化がみられなかった。この原因を探るためには、試料の

内部構造のさらなる評価が重要である。ただし、本試験

の特徴として以下の点を考慮しておく必要がある。

まず、図 4に示した本試験において記録した気温データ

は、日ごとの最高気温および最低気温であり、屋外曝露

中にポリプロピレンのガラス転移点を下回っていた時間

や、曝露中にポリプロピレンのガラス転移点を上下した

回数が不明である。したがって、2-7 節に示した低温・常

温の繰り返し（冷熱サイクル）試験の方が、ポリプロピ
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レンのガラス転移点を下回っていた時間が長いことや、

ポリプロピレンのガラス転移点を上下した回数（冷熱サ

イクル数）が多いことも考えられ、本試験は冷熱サイク

ル試験と比較して条件がマイルドであった可能性を考慮

する必要がある。また、本試験では試料を直射日光の当

たらない屋外に曝露したため、昇温時および降温時のい

ずれにおいても、図 9 および図 12 に示した冷熱サイクル

試験と比較して、温度変化が緩やかであったと考えられ

るため、この点についても考慮する必要がある。

上記の考慮点はあるものの、25632 時間（約 2 年 11 か

月）に及ぶ屋外曝露後に、ポリプロピレンの機械特性の

変化がほとんどみられなかったことは、装具の安全性お

よび耐久性を検討する上で重要な知見であると考える。

3-4. 低温・常温の繰り返し試験結果

3-4-1. 定荷重下冷熱サイクル試験結果

2-4-2 節に示した、加熱溶融後の冷却条件の異なるポリ

プロピレン平板試料に対する定荷重下冷熱サイクル試験

前後の応力－呼びひずみ線図を図 26～28 に示す。加熱溶

融後の冷却条件の違いに依らず、冷熱サイクル試験後は

引張強さの値が増加しており、その大きさは 0.8～3.0
MPa 程度である。破断時呼びひずみについては、いずれ

の冷却条件においても冷熱サイクル試験前後で顕著な差

違は認められなかった。また、いずれの冷却条件におい

ても、荷重を負荷したことによる影響はほとんど認めら

れなかった。これらの試料に対するX線回折法による結晶

化度測定結果を図 29 に示す。冷却条件の違いに依らず、

冷熱サイクル試験前後で各試料の結晶化度に顕著な差違

は認められなかった。また、荷重負荷の有無による結晶

化度の違いもほとんど認められなかったため、本冷熱サ

イクル試験の範囲においては、負荷応力（4.66 kPa）に起

因するポリプロピレンの内部構造の変化や機械特性の変

化はほとんど生じていないと考えられる。

図 27 20℃冷却材の定荷重下冷熱サイクル試験前後

の応力－呼びひずみ線図
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図 28 －45℃冷却材の定荷重下冷熱サイクル試験前

後の応力－呼びひずみ線図
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図 26 自然冷却材の定荷重下冷熱サイクル試験前後

の応力－呼びひずみ線図
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図 29 定荷重下冷熱サイクル試験前後のポリプロ

ピレンの結晶化度測定結果
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レンのガラス転移点を下回っていた時間が長いことや、

ポリプロピレンのガラス転移点を上下した回数（冷熱サ

イクル数）が多いことも考えられ、本試験は冷熱サイク

ル試験と比較して条件がマイルドであった可能性を考慮

する必要がある。また、本試験では試料を直射日光の当

たらない屋外に曝露したため、昇温時および降温時のい

ずれにおいても、図 9 および図 12 に示した冷熱サイクル

試験と比較して、温度変化が緩やかであったと考えられ

るため、この点についても考慮する必要がある。

上記の考慮点はあるものの、25632 時間（約 2 年 11 か

月）に及ぶ屋外曝露後に、ポリプロピレンの機械特性の

変化がほとんどみられなかったことは、装具の安全性お

よび耐久性を検討する上で重要な知見であると考える。

3-4. 低温・常温の繰り返し試験結果

3-4-1. 定荷重下冷熱サイクル試験結果

2-4-2 節に示した、加熱溶融後の冷却条件の異なるポリ

プロピレン平板試料に対する定荷重下冷熱サイクル試験

前後の応力－呼びひずみ線図を図 26～28 に示す。加熱溶

融後の冷却条件の違いに依らず、冷熱サイクル試験後は

引張強さの値が増加しており、その大きさは 0.8～3.0
MPa 程度である。破断時呼びひずみについては、いずれ

の冷却条件においても冷熱サイクル試験前後で顕著な差

違は認められなかった。また、いずれの冷却条件におい

ても、荷重を負荷したことによる影響はほとんど認めら

れなかった。これらの試料に対するX線回折法による結晶

化度測定結果を図 29 に示す。冷却条件の違いに依らず、

冷熱サイクル試験前後で各試料の結晶化度に顕著な差違

は認められなかった。また、荷重負荷の有無による結晶

化度の違いもほとんど認められなかったため、本冷熱サ

イクル試験の範囲においては、負荷応力（4.66 kPa）に起

因するポリプロピレンの内部構造の変化や機械特性の変

化はほとんど生じていないと考えられる。

図 27 20℃冷却材の定荷重下冷熱サイクル試験前後
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3-4-2. 高サイクル数冷熱サイクル試験結果

2-4-2 節に示した、加熱溶融後の冷却条件の異なるポリ

プロピレン平板試料に対する 3926 回の冷熱サイクル試験

前後の応力－呼びひずみ線図を図 30～32 に示す。加熱溶

融後の冷却条件の違いに依らず、冷熱サイクル試験後は

引張強さの値が増加しており、その大きさは自然冷却材

で 10.6 MPa 程度、20℃冷却材で 6.5 MPa 程度、－45℃冷

却材で 6.3 MPa 程度であった。引張強さの増加に伴い、

破断時呼びひずみについても冷熱サイクル試験後は顕著

な減少が認められた。表 3に示した各試料の冷却速度に着

目し、高サイクル数冷熱サイクル試験前後の引張強さの

値をまとめた結果を図 33 に示す。冷熱サイクル試験後の

引張強さの値の増加は、冷却速度の低い自然冷却材で顕

著であった。応力－呼びひずみ線図の面積から各試料の

靱性値を簡易的に推定すると、いずれの冷却条件におい

ても冷熱サイクル試験後の応力－呼びひずみ線図の面積

が減少していることから、冷熱サイクル試験後のポリプ

ロピレンはいずれも低靱性化していると考えられる。

高サイクル数冷熱サイクル試験前後の試料に対するX線

回折法による結晶化度測定結果を、途中 1000、2000、
3000 回にて取り出した小片平板試料の結晶化度測定結果

と併せて図 34 に示す。45℃冷却材の冷熱サイクル試験前

図 30 自然冷却材の 3926 回冷熱サイクル試験前後

の応力－呼びひずみ線図
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クル試験前後の引張強さ
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ロピレンの結晶化度測定結果
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ロピレンの結晶化度測定結果
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および 1000 回の冷熱サイクル試験後の結晶化度の値は他

と大きく異なっているため、今後信憑性の検討を要する

ものの、他の試料については冷熱サイクル回数の増加に

伴い結晶化度が増加していく傾向が認められた。図 30～
32 にみられた引張強さの増加は、冷熱サイクルによりポ

リプロピレンの結晶化度が増加したことに起因し、破断

時呼びひずみの減少は、結晶化度の増加に伴いポリプロ

ピレンの非晶部が減少したことに起因すると考えられる。

ポリプロピレンの最も安定（エネルギーの低い状態）

な内部構造は温度によって変化すると考えられ、低温に

おいては配置のエントロピーを小さくすることができる、

結晶化度の高い状態の方が安定であると考えられる。本

試験において、冷熱サイクル回数の増加に伴い結晶化度

が増加したのは、冷熱サイクルの付加によりポリプロピ

レンの内部構造が変化する機会が与えられることにより、

その温度においてより安定な内部構造へと変化した結果

であると考えられる。高サイクル数冷熱サイクル試験は、

高温側が 60℃、低温側が－40℃に保持されており、3-4-1
節で述べた定荷重下冷熱サイクル試験と比べて温度振幅

が大きく、試料の昇降温速度も速く、さらにサイクル回

数も多いため、より過酷な試験条件である。定荷重下冷

熱サイクル試験では、冷熱サイクル試験後にわずかな引

張強さの増加がみられたが、これらは高サイクル数冷熱

サイクル試験結果と同じ傾向である。定荷重下冷熱サイ

クル試験においても、さらにサイクル回数を増加させれ

ば、結晶化度の増加およびさらなる引張強さの増加が生

じ、それらに伴う破断時呼びひずみの減少および靭性の

低下が生じると考えられる。したがって、特にガラス転

移点を上下するような冷熱サイクル回数の管理は、極寒

地における装具使用者の安全確保と装具の適切な耐久性

評価にとって極めて重要であると考えられる。

3-5. 繰り返し曲げ試験

熱履歴が付加されていないポリプロピレンシート材

（工場受入材）を、常温（23℃）および低温（－20℃）

で繰り返し曲げ試験に供した。図 35 は、常温（23℃）に

おいて変位振幅 4.5 mm に設定した繰り返し曲げ試験の結

果である。繰り返し曲げ数が 10 回目の荷重は－92.1 N で

あり、これを基準荷重とした。基準荷重から 20％損失し

た荷重は－73.7 N である。繰り返し曲げ数の増加にとも

ない荷重が小さくなったことから、試験片の剛性低下が

みられた。繰り返し曲げ数が 2600 回での荷重は－73.9 N、

2700 回での荷重は－73.6 N であったので、常温（23℃）

において変位振幅 4.5 mm での 20％剛性損失曲げ数は

2700 回と見積もった。

変位振幅を変更して同様の試験を行い、20％剛性損失

曲げ数を求め、常温（23℃）および低温（－20℃）での

結果をまとめたのが図 36 である。図に示すように、両温

度とも変位振幅の増加にともない、少ない曲げ数で剛性

損失することが示された。変位振幅が約 4 mm より大きい

領域では、低温（－20℃）は常温（23℃）よりも剛性損

失の変位振幅依存性が大きく、変位振幅の増加に伴い急

激に剛性が失われた。一方、変位振幅が約 4 mm 以下の領

域では、低温（－20℃）の方が常温（23℃）よりも剛性

損失しにくいことが示された。ポリプロピレン等の結晶

性高分子は、ガラス転移点を下回ると分子主鎖のミクロ

ブラウン運動が停止して非晶部の弾性係数が急上昇し、

結晶部と非晶部を合わせたマクロ的な弾性係数も上昇す

る。本研究では変位振幅一定の条件で繰り返し曲げ試験

を実施したため、マクロ的な弾性係数の大きい低温（－

20℃）条件では、変位振幅の増加に伴う荷重の増加量が

常温（23℃）条件より大きく、剛性損失の変位振幅依存

性が大きくなったと考えられる。一方、変位振幅が小さ

い場合は、マクロ的な弾性係数の大きい低温（－20℃）

条件では、ポリプロピレンの剛性が常温（23℃）条件よ

り向上していることが有効に作用し、常温（23℃）条件

より剛性損失しにくかったと推察する。本試験では、所

定の変位振幅に必要な荷重が 20％低下した曲げ数で剛性

損失を評価しており、20％剛性損失に至るまでの荷重低

下の絶対値は常温（23℃）と低温（－20℃）で異なり、

図 35 常温（23℃）における変位振幅 4.5 mm での繰り

返し曲げ試験（✕：図 13 の負荷点が変位 minにあ

るときの荷重、☒：図 13 の負荷点が下がり、変

位 maxにあるときの荷重）
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移点を上下するような冷熱サイクル回数の管理は、極寒

地における装具使用者の安全確保と装具の適切な耐久性

評価にとって極めて重要であると考えられる。

3-5. 繰り返し曲げ試験

熱履歴が付加されていないポリプロピレンシート材

（工場受入材）を、常温（23℃）および低温（－20℃）

で繰り返し曲げ試験に供した。図 35 は、常温（23℃）に

おいて変位振幅 4.5 mm に設定した繰り返し曲げ試験の結

果である。繰り返し曲げ数が 10 回目の荷重は－92.1 N で

あり、これを基準荷重とした。基準荷重から 20％損失し

た荷重は－73.7 N である。繰り返し曲げ数の増加にとも

ない荷重が小さくなったことから、試験片の剛性低下が

みられた。繰り返し曲げ数が 2600 回での荷重は－73.9 N、

2700 回での荷重は－73.6 N であったので、常温（23℃）

において変位振幅 4.5 mm での 20％剛性損失曲げ数は

2700 回と見積もった。

変位振幅を変更して同様の試験を行い、20％剛性損失

曲げ数を求め、常温（23℃）および低温（－20℃）での

結果をまとめたのが図 36 である。図に示すように、両温

度とも変位振幅の増加にともない、少ない曲げ数で剛性

損失することが示された。変位振幅が約 4 mm より大きい

領域では、低温（－20℃）は常温（23℃）よりも剛性損

失の変位振幅依存性が大きく、変位振幅の増加に伴い急

激に剛性が失われた。一方、変位振幅が約 4 mm 以下の領

域では、低温（－20℃）の方が常温（23℃）よりも剛性

損失しにくいことが示された。ポリプロピレン等の結晶

性高分子は、ガラス転移点を下回ると分子主鎖のミクロ

ブラウン運動が停止して非晶部の弾性係数が急上昇し、

結晶部と非晶部を合わせたマクロ的な弾性係数も上昇す

る。本研究では変位振幅一定の条件で繰り返し曲げ試験

を実施したため、マクロ的な弾性係数の大きい低温（－

20℃）条件では、変位振幅の増加に伴う荷重の増加量が

常温（23℃）条件より大きく、剛性損失の変位振幅依存

性が大きくなったと考えられる。一方、変位振幅が小さ

い場合は、マクロ的な弾性係数の大きい低温（－20℃）

条件では、ポリプロピレンの剛性が常温（23℃）条件よ

り向上していることが有効に作用し、常温（23℃）条件

より剛性損失しにくかったと推察する。本試験では、所

定の変位振幅に必要な荷重が 20％低下した曲げ数で剛性

損失を評価しており、20％剛性損失に至るまでの荷重低

下の絶対値は常温（23℃）と低温（－20℃）で異なり、

図 35 常温（23℃）における変位振幅 4.5 mm での繰り

返し曲げ試験（✕：図 13 の負荷点が変位 minにあ

るときの荷重、☒：図 13 の負荷点が下がり、変

位 maxにあるときの荷重）
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低温（－20℃）条件の方が大きな値となっている。剛性

損失の評価方法についてはさらなる検討の余地が残され

ているが、本結果は、寒冷地環境下におけるポリプロピ

レンの機械的疲労特性が必ずしも低下するとは限らない

ことを意味しており、短下肢装具の寒冷地での安全使用

に向けては、短下肢装具の各部位の負荷荷重や変位に応

じた材料物性の把握が重要であることが示唆された。

４．セミナーおよび特別講演会の開催

本事業に関連して、多くのセミナーや特別講演会を開

催した。

2017 年 10 月 31 日には、図 37 に示すように北海道立

総合研究機構との包括連携協定に基づき「北国の豊かな

暮らしをつくる ～寒冷地における材料性能の向上と新た

な製造技術～」と題した協働セミナーを開催し、本事業

の関連では村原伸講師が「プラスチック製装具の寒冷地

での安全使用に必要な材料の性質について」と題した講

演発表を行った。当日は 100 名を超える聴講参加者があ

り、活発な質疑応答が行われた。

2018 年 2 月 22 日には、図 38 に示すように旭川医科大

学リハビリテーション科の及川欧先生を講師としてお招

きし、「南極で越冬した医師の独り言」と題した特別講演

会を開催した。約 40 名の聴講参加者を迎え、南極越冬体

験を始め、普段聴くことのできない貴重なお話の数々に

参加者は熱心に耳を傾けていた。

2018 年 11 月 5 日には、DIC 株式会社総合研究所の小池

晃広氏を講師としてお招きし、「結晶性高分子における熱

履歴と破断強度との関係、熱分析概要」と題した特別講

演会を開催した。約 50 名の聴講参加者を迎え、樹脂材料

全般にわたる広範な知見と豊富な開発経験を基にしたお

話に、質疑応答も盛況であった。

2019 年 2 月 18 日には、再び旭川医科大学の及川欧先生

を講師としてお招きし、「寒さの中で科学するには」と題

した特別講演会を開催した。約 40 名の聴講参加者を迎え、

寒冷地特有の着眼点や研究のポイントを学生にもわかり

やすく平易に解説いただいた。

2019 年 7 月 31 日には、再び DIC 株式会社の小池晃広

氏を講師としてお招きし、「短下義足具用ポリプロピレン

の寒冷地環境における使用条件を加味した機械特性の解

明」と題した特別講演会を開催した。約 30 名の聴講参加

者を迎え、実際の研究開発事例を基に、プラスチック材

料の種々の分析手法に対する実践的な解説をいただき、

参加者は活発な議論を行った。

2020 年 2 月 28 日には、DIC 株式会社の小池晃広氏によ

る「短下義足具用ポリプロピレンの寒冷地環境における

使用条件を想定した冷熱サイクルがその機械的性質に及

ぼす影響」と題した特別講演会を予定していた。また、

2020 年 3 月 2 日には、旭川医科大学の及川欧先生による

「自然災害が冬に生じたら」と題した特別講演会を予定

していた。しかしながら、新型コロナウィルス感染症が

中国を中心に世界各国で蔓延し、2020 年 2 月 28 日に北海

道知事から緊急事態宣言が出されたことを受け、新型コ

ロナウィルス感染症の感染拡大防止を優先し、これらの

特別講演会を中止した。

セミナーおよび特別講演会の開催のほかに、以下の 2件

図 37 北海道立総合研究機構との包括連携協定に基づ

く協働セミナー（2017 年 10 月）

図 39 ビジネス EXPO「第 33 回 北海道 技術・ビジ

ネス交流会」（2019 年 11 月）

図 38 旭川医科大学リハビリテーション科及川欧先生

による特別講演（2018 年 2 月）
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損失の評価方法についてはさらなる検討の余地が残され

ているが、本結果は、寒冷地環境下におけるポリプロピ

レンの機械的疲労特性が必ずしも低下するとは限らない

ことを意味しており、短下肢装具の寒冷地での安全使用

に向けては、短下肢装具の各部位の負荷荷重や変位に応

じた材料物性の把握が重要であることが示唆された。

４．セミナーおよび特別講演会の開催

本事業に関連して、多くのセミナーや特別講演会を開

催した。

2017 年 10 月 31 日には、図 37 に示すように北海道立

総合研究機構との包括連携協定に基づき「北国の豊かな

暮らしをつくる ～寒冷地における材料性能の向上と新た

な製造技術～」と題した協働セミナーを開催し、本事業

の関連では村原伸講師が「プラスチック製装具の寒冷地

での安全使用に必要な材料の性質について」と題した講

演発表を行った。当日は 100 名を超える聴講参加者があ

り、活発な質疑応答が行われた。

2018 年 2 月 22 日には、図 38 に示すように旭川医科大

学リハビリテーション科の及川欧先生を講師としてお招

きし、「南極で越冬した医師の独り言」と題した特別講演

会を開催した。約 40 名の聴講参加者を迎え、南極越冬体

験を始め、普段聴くことのできない貴重なお話の数々に

参加者は熱心に耳を傾けていた。

2018 年 11 月 5 日には、DIC 株式会社総合研究所の小池

晃広氏を講師としてお招きし、「結晶性高分子における熱

履歴と破断強度との関係、熱分析概要」と題した特別講

演会を開催した。約 50 名の聴講参加者を迎え、樹脂材料

全般にわたる広範な知見と豊富な開発経験を基にしたお

話に、質疑応答も盛況であった。

2019 年 2 月 18 日には、再び旭川医科大学の及川欧先生

を講師としてお招きし、「寒さの中で科学するには」と題

した特別講演会を開催した。約 40 名の聴講参加者を迎え、

寒冷地特有の着眼点や研究のポイントを学生にもわかり

やすく平易に解説いただいた。

2019 年 7 月 31 日には、再び DIC 株式会社の小池晃広

氏を講師としてお招きし、「短下義足具用ポリプロピレン

の寒冷地環境における使用条件を加味した機械特性の解

明」と題した特別講演会を開催した。約 30 名の聴講参加

者を迎え、実際の研究開発事例を基に、プラスチック材

料の種々の分析手法に対する実践的な解説をいただき、

参加者は活発な議論を行った。

2020 年 2 月 28 日には、DIC 株式会社の小池晃広氏によ

る「短下義足具用ポリプロピレンの寒冷地環境における

使用条件を想定した冷熱サイクルがその機械的性質に及

ぼす影響」と題した特別講演会を予定していた。また、

2020 年 3 月 2 日には、旭川医科大学の及川欧先生による

「自然災害が冬に生じたら」と題した特別講演会を予定

していた。しかしながら、新型コロナウィルス感染症が

中国を中心に世界各国で蔓延し、2020 年 2 月 28 日に北海

道知事から緊急事態宣言が出されたことを受け、新型コ

ロナウィルス感染症の感染拡大防止を優先し、これらの

特別講演会を中止した。

セミナーおよび特別講演会の開催のほかに、以下の 2件

図 37 北海道立総合研究機構との包括連携協定に基づ

く協働セミナー（2017 年 10 月）

図 39 ビジネス EXPO「第 33 回 北海道 技術・ビジ

ネス交流会」（2019 年 11 月）

図 38 旭川医科大学リハビリテーション科及川欧先生

による特別講演（2018 年 2 月）
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の展示会への出展の機会を得た。

2019 年 8 月 29 日～30 日、科学技術振興機構等が主催

する大学見本市・ビジネスマッチングイベント「イノベ

ーション・ジャパン 2019」が東京ビッグサイトで開催さ

れた。本学は大学組織展示に「ノースライフ・イノベー

ション」と題して出展し、寒地先端材料研究所では、本

事業の成果の一部を「積雪寒冷地生活をサポートする医

療用装具の安全性・耐久性向上」として紹介した。

2019 年 11 月 7 日～8 日、北海道技術・ビジネス交流会

実行委員会が主催するビジネス EXPO「第 33 回 北海道

技術・ビジネス交流会」がアクセスサッポロで開催され

た。寒地先端材料研究所では、図 39 に示すように本事業

の成果の一部を「寒冷対応型医療用装具」として紹介し

た。卒業研究の一環として本事業に関わった学生が出展

者として参加し、来場者への説明等を通じて、大いに刺

激を受けていた。

５．まとめ

本事業では、積雪寒冷地で生活する装具使用者の安全

確保と医師の装具処方および交換判断に資するために、

積雪寒冷地環境での長期間の装具使用を想定し、装具材

料であるポリプロピレンの機械特性に関する知見を蓄積

することを目的に研究を推進した。装具材料の劣化メカ

ニズムの解明および耐用年数の予測には、材料の機械特

性と内部構造との関係の解明が重要であるが、本事業で

は積雪寒冷地での装具の安全使用を考える上で考慮すべ

き因子として、装具製作条件、極寒地環境曝露、低温・

常温の繰り返し（冷熱サイクル）の 3つを検討課題に掲げ、

機械特性の評価手法として引張試験を採用し、内部構造

の評価指標として結晶化度に着目して、装具の安全性・

耐久性との関係を解明することを目指した。さらに、当

初の計画を上回る成果として、機械的疲労の影響につい

ても検討を行った。得られた主な結果は以下のとおりで

ある。

本事業で用いたポリプロピレンは、ガラス転移点を下

回る低温において、引張強さは常温よりも顕著に増加し、

一方で破断時呼びひずみは常温よりも顕著に減少するこ

とを実験的に確認した。試験結果から、ポリプロピレン

はガラス転移点を下回る低温では顕著に低靭性化すると

考えられ、この性質変化は高分子鎖のミクロブラウン運

動の凍結により、結晶部はもとより、非晶部を含むポリ

プロピレン全体がガラス化したためであると考えられる。

装具製作条件として、射出成型条件と、加熱溶融後の

大気圧下における冷却条件を挙げ、機械特性および内部

構造を評価した結果、それぞれの条件内では大きな変化

は認められなかったが、これらの条件間で比較すると、

射出成型材は大気圧下冷却材と比較して結晶化度が高い

値となった。射出成型材は大気圧下冷却材と比較して引

張強さが増加し、破断時呼びひずみが減少したことから、

内部構造が機械特性に及ぼす影響が示唆された。

極寒地環境曝露では、積雪寒冷地における屋外曝露を

最長 25632 時間（約 2 年 11 か月）実施し、曝露前後の機

械特性および結晶化度の変化を調査した結果、一部の試

料において長期間曝露による結晶化度の減少がみられた

ものの、長期間曝露がポリプロピレンの内部構造の変化

および機械特性の劣化に及ぼす影響は小さい。

低温・常温の繰り返しについては、装具使用者が冬期

間に暖房の効いた屋内または公共交通機関等と、氷点下

の屋外の移動を繰り返すことを想定し、ガラス転移点を

跨ぐような熱サイクルによりポリプロピレンの機械特性

および結晶化度の変化を調査した結果、最大 3926 回の冷

熱サイクルを付加すると、付加前と比較して結晶化度の

上昇および引張強さの増加が生じ、それらに伴う破断時

呼びひずみの減少および靭性の低下が生じる。

機械的疲労については、ガラス転移点を下回る環境温

度において、変位振幅が大きい場合はポリプロピレンの

機械的疲労特性が低下する。ただし、ガラス転移点を下

回る環境温度においても、変位振幅が小さい場合は、検

討の余地はあるがポリプロピレンの機械的疲労特性が低

下するとは限らない。

装具材料としての安全確保に重要となるポリプロピレ

ンの低靭性化を引き起こす因子として、ガラス転移点以

下の低温におけるガラス化と、結晶化度の増加（非晶部

の減少）が存在する。

冷熱サイクルがポリプロピレンの内部構造の変化およ

び機械特性の劣化（低靭性化）に及ぼす影響は大きく、

特にガラス転移点を上下するような冷熱サイクル回数の

管理は、極寒地における装具使用者の安全確保と装具の

適切な耐久性評価にとって極めて重要である。
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の展示会への出展の機会を得た。
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第２章 研究成果報告 

第３節 北の高齢社会アクティブライフ研究所 

Ⅰ．北の高齢社会アクティブライフ研究所について 

本研究所は、後期高齢者が急激に増加し、国内人口が急激に減少する 2035年問題で起き

ると予測される要介護者の激増と介護者の激減の問題解決に取り組んでいる。具体的には、

厚生労働省が構築を進めている「地域包括ケアシステム」(住まい、医療、介護、生活支援・

介護予防を一体的に提供する仕組み)への対応などを目指して研究を推進し、2040年へ向け

展望される、「誰もがより長く元気に活躍できる社会」に関わる健康寿命の延伸、医療・福

祉サービス改革などへの貢献も目指している。 

Ⅱ．成果報告について 

次項より示す。 
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研究ブランディング事業 研究報告書（北の高齢社会アクティブライフ研究所）

所長名 田中 敏明（保健医療学部・理学療法学科）

１．事業概要

本研究所は、高齢者・障がい者が、地域社会の中で可

能な限り自立した日常生活活動（ADL）を送れるよう生活

の質（QOL）を高めると同時に、家族と社会の負担を軽

減することを目的に、活力ある超高齢社会を創造するた

めの教育研究を実施している。この中で本本ブブラランンデディィンン

ググ事事業業としては、地域高齢者の日常生活を支援するため

の健康維持、改善に関するリハビリテーション、在宅高

齢者の日常生活を支援するための ICTを用いた支援システ

ム、高齢者の安全安心のための支援機器の開発を実施し

た。

２．事業計画

１．の目的にそって、3 年間で実施する具体的な課題は

以下の 5 課題とした。
①在宅患者、高齢者対象の遠隔ヘルス・リハビリテーショ

ンシステムの運用試験

②手稲区包括ケアリハビリテーション効果実証評価

③ 熱画像を用いた高齢者世帯・施設の転倒等生活見守り

システムの開発

④高齢者施設における避難方法の検討

⑤IoT 技術を利用した注意喚起による冬季路面での転倒予

防システムの効果検証

各課題に関して研究計画および成果は以下の通りである。

2-1. 在宅患者、高齢者対象の遠隔ヘルス・リハビリテー

ションシステムの運用試験

本研究では健康高齢者、外来患者および障碍者の在宅

での健康維持およびリハビリテーションを支援するため、

自宅にいながらも通院・訪問サービスと同質のヘルスト

レーニング・リハビリテーションを受けられように情報

通信技術（ICT）および複合現実感（MR）技術を用いて

より多様な仮想環境条件での本人自身の動きを融合させ

た訓練が可能である遠隔ヘルス・リハビリテーションシ

ステムを開発し、本システムの効果を病院施設等で検証

することを目的に実施した。各年度の計画は下記の通り

である。

(1) 2017-2018 年度

遠隔リハビリテーションの基本技術である視覚情報呈

示装置システムの試作開発および座位などの静的な状態

における上肢リハビリテーションゲームの作成、スマホ

アプリでの歩行評価訓練システムの試作開発を行った。

(2) 2019 年度

前年度作成したシステムをベースに、歩行などの動的

環境における遠隔リハビリテーションシステムの開発、

スマホアプリでの歩行評価訓練システムの改良を行った。

図 1 手稲区シニア体力測定会風景

2-2. 手稲区包括ケアリハビリテーション効果実証評価（図図 1）
札幌市の平成28年度の要介護等認定率は20.2％と、全

国平均の18%と比べて高い状況にある。また、要介護等

認定者の構成比をみると要支援の割合が伸びており、全

国平均と比較しても要支援者の割合が高い。

現在各地域では、地域包括ケアシステムの構築に向け

た取り組みが進み、要介護状態になる前の高齢者による

住民主体の介護予防活動は重要な課題となっている。札

幌市は平成29年度より介護予防センターモデル事業を立

ち上げ、市内3区の予防センターの人員を2名体制とし、

リハビリテーション専門職の技術指導を受けながら住民

主体の活動の継続を支援する試みが始まっている。更に、

このような介護予防センターでの活動を効果的に行うた

めの取り組みとして、介護予防教室における評価指標の

作成も検討されており、介護保険事業計画に定める目標

値の達成状況の検証が求められている。

そこで本研究では、札幌市手稲区の協力を得て実施す

る体力測定会のデータを用い、要介護移行を早期に発見

するシステムを開発し、介護予防の情報を総合的に分析

するためのデータベースの構築を目的とする。

(1) 2017年度調査：対象は65歳以上の地区市民で要支援・
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研究ブランディング事業 研究報告書（北の高齢社会アクティブライフ研究所）

所長名 田中 敏明（保健医療学部・理学療法学科）
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図 1 手稲区シニア体力測定会風景

2-2. 手稲区包括ケアリハビリテーション効果実証評価（図図 1）
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要介護認定を受けていない、医師による運動制限のない

方の全てを満たす者で、地域包括支援センターや介護予

防センターの募集により手稲区シニア体力測定会に参加

した参加者の内、5年間の追跡研究についての説明と協力

を依頼し、地域包括支援センター等への要支援・要介護

認定情報の提供に同意した110名を対象とした。本研究で

は欠損データ2名を除外した108名（男性41名：平均年齢

72.7歳、女性57名：平均年齢72.6歳）を解析対象とした。

調査分析項目としては、健康状況、心身機能検査を実

施した。具体的には、健康状態及び社会活動調査、要支

援・要介護リスクの評価 1)、符号合わせ課題 (SDMT: 
Symbol Digit Modalities Test）2)、サルコペニア診断、運動

機能評価（握力、開眼片脚立位時間、30秒立ち上がりテ

スト（CS-30）3)、Timed Up And Go Test（TUG）4)およ

び歩行能力の定量的評価を実施した。

(2) 2018 年度調査：2017 年度の方法を用いた。なお、

2018 年度は、本研究に同意した対象者は 106 名（男性 48
名：平均年齢 73.47 歳、女性 58 名：平均年齢 72.5 歳）を

対象とした。

(3) 2019 年度調査：2019 年度は、令和 2 年 4 月施行の健

康保険法等の一部改正法が成立されたことにより、2018
年度実施の調査内容を一部変更した。更に、本年度は 5 年

コホートの中間年度より、継続参加者の要介護移行に関

与する評価指標について検討した。本研究に同意した 101
名（男性 47 名：平均年齢 74.8 歳、女性 54 名：平均年齢

73.3 歳）を対象とした。調査項目は介護予防と高齢者の

保健事業で導入予定の質問票を用いた健康状態の評価 5)

（健康状態、心の健康状態、食習慣、口腔機能、体重変

化、運動・転倒、認知機能、喫煙、社会参加、ソーシャ

ルサポート、10 項目）、要支援・要介護リスク評価尺度に

よる質問調査、骨格筋量、握力、開眼片脚立位時間、CS
30、 TUG、 10ⅿ歩行速度、符号合わせ課題 (SDMT:
Symbol Digit Modalities Test）とした。

参参考考文文献献

1） 辻大士、他：基本チェックリストと健診データを用い

た縦断研究に基づく要支援・要介護リスク評価尺度の

開発。日本公衛誌 64：246‒257、2017.
2） 加藤元一郎、注意・意欲評価法作製小委員会：標準注

意検査法（CAT）と標準意欲評価法（CAS）の開発と

その経過。高次脳機能研究、26 ： 310 ─ 319、2006.
3）中谷敏昭・他：30 秒椅子立ち上がりテスト(CS-30 テ

スト)成績の加齢変化と標準値の作成、臨床スポーツ

医学 20、 2003.
4）中谷敏昭・他：一般在宅健常高齢者を対象としたアッ

プアンドゴー テストの有用性。日本運動生理学雑誌

15、 2008.
5）厚生労働省：後期高齢者の質問票の解説と留意事項。

https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/000557576.
pdf（2020 年 3 月 7 日アクセス）。

2-3. 熱画像を用いた高齢者世帯・施設の転倒等生活見守

りシステムの開発

本研究では、熱画像センサを用いた生活動作や転倒判

定をするシステムの開発を進める。

本研究は北海道科学大学と地域連携協定を結んでいる

新ひだか町に協力をいただき、新ひだか町にある医療機

関や高齢者施設に熱画像センサ見守りシステム（図 2）を

導入して、フィールド試験を実施し、社会実装モデルの

仕様提言をすることを目的とした。熱画像センサ見守り

システムは入院患者や施設入所者のプライバシーに配慮

し、日常生活を見守り、また転倒などの異常を施設職員

に速やかに知らせる機能を持つものとした。

2017 年度はシステム導入に必要なフィールド調査を実

施した。2018 年度はシステムに用いる熱画像センサにつ

いて、基本的な動作、特性を確認した。2019 年度は基本

的な動作、姿勢変化における判別率の確認を実施した。

またフィールド設置用システムを構築し、フィールド評

価の準備をした。本研究の一部は、北海道科学大学平成

30 年度競争的研究費「地域戦略創発型研究費」から助成

を受けて実施している(令和 2 年度まで)。

2-4. 高齢者施設における避難方法の検討

本研究では、認知症グループホームや老健施設、特別

養護老人ホーム等の入所者（自力避難困難者）を対象に、

災害発生時における有効な介助避難の方法を検討する。

2018 年度はベッドからの移乗にかかる介助力を定量化

した。2019 年度は介助者 1 名で車いすに乗車したまま階

段を降下して避難を可能とする車いす用階段避難車を開

発し、その社会実装を支援した。

本研究の一部は消防庁消防防災科学技術研究推進制度

平成 28 年度新規・平成 29 年度継続研究課題、平成 29 年

度科学研究費補助金(基盤研究 C；課題番号 17K04232)か
ら助成を受けて実施した。

図 2 熱画像センサ見守りシステム
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表 1 リニアサーボモータの仕様 2)

定格速度 4.0［m/s］
最高速度 4.0［m/s］
定格推力 1120［N］

最大推力 3360［N］

磁気吸引力 8480［N］

2-5. IoT 技術を利用した注意喚起による冬季路面での転倒

予防システムの効果検証

(1) 2018 年度の事業計画

歩行時の姿勢安定性に大きく寄与する足部の滑りを再

現する「外乱刺激」（足部が接地した路面を意図的に前方

に動かす刺激）を呈示するシステムを構築し、システム

の特性を計測・検証することを目的とした。

被験者に外乱刺激を呈示するための「外乱刺激呈示シ

ステム」の設計および製作を行った。高頭らの研究にお

いて、転倒する際の足部の挙動としては、加速度が 20
［m/s2］と言われていることから本システムにおいても

同等の加速度を実現できることが必要となる 1)。本研究で

はリニアサーボモータ（安川電機：可動子 SGLFW2-

90A380AS 、 固 定 子 SGLFM2-90714A×2 、 SGLFM2-
90306A、サーボパック SGD7S-200A00A000F79）を採用

することとした。リニアサーボモータは、高速・高加速

の動作が可能であり、振動や騒音も少ない。さらにリ

ニアスケールの利用によってマイクロメータオーダーで

の位置決めが可能となる。選定したリニアサーボモータ

の主な仕様は表 1 の通りである。

リニアサーボモータを挟むように 2 本のリニアガイドを

設置し、その上にジュラルミン製の板材（500×440×9.5mm）

を取り付け、さらにその上に床反力計（日本キスラー：

9260AA3）を固定し可動路面とした（図 3）。可動路面の

有効ストロークは 550［mm］である。システムのフレー

ムはミスミ製のアルミフレームを組み合わせて製作した。

フレームの側面にはリニアスケール（ハイデンハイン：

LIDA487）を取り付けた。システムの外観写真を図 4 に示

す。ハーネスを被験者に取り付け、ステージ上で立位を

取らせる。その後、可動路面に一歩踏み出させ、足部が

可動路面に一定荷重をかけた瞬間に可動路面が前方に移

動することで、擬似的に滑りが生じた状態を作り出すシ

ステムである。

次に、製作した外乱刺激呈示システムの基本特性を検

証した。高頭らの研究では、ヒトの滑りには足部の加速

度と、その持続時間が影響すると示されている。加速度

を一定とした上で、加速度の持続時間を変化させること

は、可動路面の移動距離が変化するということになる。

よって、今回は加速度と移動距離に着目し、停止状態に

ある可動路面を様々な加速度、移動距離で動かし、設定

した挙動が実現されているかを検証した。実際に設定し

た加速度は 4～20［m/s2］の範囲を 2［m/s2］刻みの 9 通

りとし、移動距離は10～80［mm］の範囲を10［mm］刻

みの 8 通りとした。結果として組み合わせは 9×8 の 72 通

りとなった。

加速度の計測には 6軸モーションセンサ（マイクロスト

ーン：MP-M6-06/2000B）を可動路面に設置して行った。

このセンサは 3軸の加速度と角速度を計測することが可能

である。センサからの出力は A/D 変換器（contec：AIO-
163202F-PE）を用いてサンプリング周波数 1kHz で計測

した。リニアサーボモータおよび A/D 変換器は

VisualBasic2008 を用いて制御を行った。移動距離に関し

ては、基準点から移動後の可動路面までの距離をデジタ

ルノギス（Mitutoyo：CD-20AX）を用いて計測を行った。

加速度と移動距離の組み合わせ一つに対し、計測を 3回ず

つ行い平均化した。

(2) 2019 年度の事業計画

前年度の動作確認を踏まえ、外乱刺激呈示システムを

用いて被験者による実験を行った。

歩行時を想定し、踏み出した足が不意に移動する際に

姿勢を崩すと感じる外乱刺激を調べる実験を行った。実

験の様子を図 5に示す。被験者にはハーネスを装着するこ

図 3 可動路面の外観 

図 4 外乱刺激呈示システムの外観 
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表 1 リニアサーボモータの仕様 2)
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とで転倒予防に配慮した。

被験者にはステージ上で、両足を揃えた状態で立位を

取ってもらう（図 6：左）。この時、視覚情報を統一化す

るため、被験者には前方を見るように教示した。この立

位の状態を初期姿勢とし、計測者の合図に従って、初期

姿勢から右足を踏み出してもらい、床反力計の上に接地

させた（図 6：右）。歩幅は 600［mm］となるように規定

した。踏み出した右足によって床反力計に 250［N］の荷

重がかかった瞬間、床反力計を前方に動かすように設定

した。床反力計の加速度と移動距離は前年度と同様に、

加速度は 4～20［m/s2］を 2［m/s2］刻みの 9 通りとし、

移動距離は 10～80［mm］を 10［mm］刻みの 8通りとし

た。組み合わせは 72 通りとなり、順番はランダム化して

呈示した。

床反力計が移動した後、被験者には自発的に初期姿勢

に戻ってもらい、姿勢を崩すと感じた外乱刺激であった

表 2 HMD 仕様

スクリーン デュアル AMOLED 3.6 イ

ンチ Diagonal
解析度 片目あたり 1080×120 ピ

クセル (合計 2160×1200 
ピクセル)

リフレッシュレート 90Hz
視野角 110°
安全性能 シャペロンシステムによる

プレイエリア限界アラート

およびフロントカメラ

センサー SteamVR トラッキング、

G センサー、ジャイロスコ

ープ、近接センサー

接続 HDMI、USB 2.0、3.5 mm 
ステレオヘッドフォン端

子、電源、Bluetooth
入力 内蔵マイク

接眼部 瞳孔間距離およびレンズ距

離の調節機能

かどうかを口頭で確認した。被験者は年齢 24 歳の健常男

性 2名とし、確実に床反力計に足部を接地させるため十分

な練習を行った後、計測を開始した。なお、本実験は倫

理委員会の承認（北海道科学大学倫理委員会 申請番号

第 350 号）を受けて、被験者の同意を得た上で行った。

参参考考文文献献

1）高頭芳昌、永田久雄、井上之彦、渡辺仁史、加藤正宜、

床面の滑り特性の評価のための測定要件 転倒リスク

から見た浴室床の滑り評価方法に関する研究（その

３）、日本建築学会大会学術講演梗概集、2008、533-
534

2）安川電機、リニアサーボモータ製品マニュアル、4-7

３．事業成果

3-1. 在宅患者、高齢者対象の遠隔ヘルス・リハビリテー

ションシステムの運用試験

(1) 2017-2018 年度の成果

HMD を用いた上肢に関するリハビリテーションが可能

な一体型システムとして開発した。本課題では HMD の仕

様は表 2 の通りである。上肢リハビリテーションは HMD
内に提示される 3次元様空間におけるリーチ動作を課題と

したコンテンツを作成した。

コンテンツの内容は被験者に HMD を装着し 1 辺 0.05m
の立方体の形をしたターゲットをランダムに投影する。

ターゲットは、両目を結んだ中点を中心に、まっすぐ正

面を見た時を 0°とし、上下（Y 軸）各 50°、左右（X 軸）

図 5 被験者による実験の様子 

図 6 被験者の姿勢 

（左：初期姿勢時、右：外乱刺激呈示時） 
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図 7-1 ターゲットの配置図（矢状面）

図 7-2 ターゲットの配置図（水平面）

図 8 脳卒中患者が本システムを使用している状況

各 55°にし、横を 7 列、縦を 6 行に等間隔に配置した。奥

行き（Z 軸）は 0.35m、0.45m、0.55m ごとにし、それぞ

れの交点となる位置にターゲットを合計126個配置した。

これらの 126 個のターゲットを 42 個ずつ 3 つの条件に分

けランダムに配置可能とした（図 7-1、7-2）。被験者には

VIVE 付属のコントローラを持ってもらい見えるターゲッ

トに触れるように促し触れた位置に到達した際にターゲ

ットは削除される。被験者は立位、座位などほぼ全ての

肢位で本ゲームを実施できる（図 8）。現在、脳卒中患者

数名に実施した。結果として、患者はヴァーチャル酔い

等の支障はなく円滑にゲームを遂行でき 3次元様の麻痺側

上肢機能のスコア化の可能性を見いだした。

次に、IMU センサとスマートフォンを用いた新たな歩

行計測アプリケーションの開発を行った。本システムで

は Android スマートフォンと IMU センサを用いて、歩行

図 9 システム構成図

時の重心移動や下肢の運動を定量的に計測することが可

能である。検査時間を短縮するため、スマートフォン内

蔵のカメラ映像とセンサ、および外部加速度センサを利

用している。ハードウェアの仕様を表 3に、システムの構

成図を図 9 に示す。

加速度センサは両下肢下腿遠位端に装着し、スマート

フォンをルータとして Wi-Fi 通信で接続されている。スマ

ートフォンの画面では、スマートフォンのカメラで撮影

されている現実空間の映像と、AR（Augmented Reality）
技術により両下肢の運動の様子や歩行の軌跡が現実映像

に重ね合わせる形で表示される。

計測したデータはスマートフォン内に保存され、csv 形

式でのエクスポートが可能となっている。このデータを

用いて、オフラインでデータの詳細な分析（重心の移動、

歩行軌跡、歩幅、歩行速度、下肢の支持時間など）が可

能となる。

2018 年 11 月に本研究所が協賛で開催した「手稲区シニア

体力測定会」にて、同意の得られた高齢者を対象に本計

測機器を用いたデータ計測を行った（図 10）。

表 3 システム構成（仕様）

スマートフォン

機種 H U A W EI P 20

O S A ndroid ver.8.1.0

加速度センサ

機器名 M 5Stack G ray (IM U /M P U 9250内臓）

C P U ESP 32

通信 W i-Fi2.4G H z, W P A /W P A 2-P SK (A ES)
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図 10 計測の様子

(2) 2019 年度の成果

昨年度は、HMD を用いた上肢機能のトレーニングコン

テンツを作成し、関連病院にて効果検証を実施した。ト

レーニング内容としては、座位や立位といった「静的環

境」における内容であった。

ヒトの生活を支える上で、静的環境だけではなく、移

動を伴うような「動的環境」における支援を行うことで、

高齢者や障碍者の日常生活範囲を拡充することが可能と

なる。そこで、本年度は前年度までに作成した HMD シス

テムを改良し、動的環境における支援・トレーニングが

可能なシステムを構築した。

改良した HMD を図 11 に示す。動的環境を支援する上

で、HMD に表示される外界の映像は高解像度なもので、

立体視が可能なことが望ましい。前年度までの外部カメ

ラでは、立体視は可能であるが画質に課題が残されてい

たため、新たに外部カメラ（ZED mini、 Stereolabs Inc.）
を設置し、動的環境にも使用しうる品質を確保した。

次に、動的環境下での高齢者・障碍者支援・トレーニ

ングコンテンツの作成を作成した。加齢や脳卒中などの

影響により、空間の見え方や認識が若年者・健常者とは

異なる場合がある。具体的には加齢による影響では注意

力や認知力の低下、脳卒中による影響としては半側空間

無視や視野欠損などが挙げられる。このような症状は、

転倒や衝突などによる傷病や生活範囲の狭小化を招き、

身体機能の低下につながりやすい。このため、動的環境

下における症状を軽減するための取り組みが重要となる。

そこで、本研究では対象者の空間認識エリアを評価し、

異常が見られる領域に対して複数感覚へのフィードバッ

ク情報を提示し、注意喚起を促す可能なコンテンツを作

成した。空間認識エリアの評価には、前年度に作成した

静的環境下における上肢トレーニングコンテンツを応用

した（図 12）。HMD を装着した状態で、奥行きを伴った

仮想空間内に提示された物体を抹消していくことで、認

識が障害されているエリアを空間的に評価可能なコンテ

図 12 空間認識エリアの評価実験の様子

ンツを制作した。左半側空間無視を呈する患者で検証し

たところ、 通常用いられる紙面上での検査では明らかに

されなかった、奥行き方向の空間認識障害を評価できる

可能性が示唆された。

空間認識が正常に行われていないエリアに対する注意

喚起を促進するために、視覚・聴覚・振動覚へのフィー

ドバック情報を付加した移動支援・訓練コンテンツを作

成した。視覚へのフィードバック情報として、空間認識

が障害されたエリアに対して、CG による情報を付け加え、

注意喚起を促すようにした（図 13）。また、半側空間無視

や視野欠損が見られる場合には、正しく認識できる視野

範囲内に外部カメラからの映像が提示されるように、圧

縮提示する手法を取り入れた。聴覚へのフィードバック

情報として、空間認識障害の見られるエリアに仮想的な

音源を置き、注意喚起を促進可能にした。振動覚へのフ

ィードバックとしては、HMD のコントローラを用いて、

認識しにくいエリアに接近したときには振動を加えるこ

とで注意を促した（図 14）。
 次に、患者や高齢者の歩行能力を簡便に、かつ定量的

に歩行能力を計測することが可能なスマートフォン用ア

プリケーションの開発を目的とし、前年度の検証試験時

に得られた結果に基づいて、本年度は検証から得られた

課題を解消すべく改良を行った。

本システムでは Android スマートフォンと IMU センサ

を用いて、歩行時の重心移動や下肢の運動を定量的に計

測することが可能である。検査時間を短縮するため、ス

図 11 改良した HMD システムの外観
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図 13 視覚への注意喚起フィードバック情報

図 14 歩行支援検証の様子

マートフォン内蔵のカメラ映像とセンサ、および外部

IMU センサを利用している。

前年度までの IMU センサは、3D プリンタにより作成した

固定ホルダーに IMU センサと外部電源（単三電池 x4 本）

を搭載させ、利用者の両下肢下腿遠位端に装着していた。

しかし歩行中に IMU センサが安定しない事例がみられた。

そこで、IMU センサを小型化し、内蔵バッテリーで駆動

可能なものとした。下腿への固定方法は、IMU センサに

ベルクロバンドを取り付け、簡便に固定が可能なように

した。

歩行能力を計測する上での改良点として、歩数を計測

する際に両下肢の IMU センサからの加速度情報を元に算

出していたが、踵接地時の加速度を個別に検出可能なよ

うに、閾値をユーザが視覚的に調整できるようにした。

さらに、一定の歩行速度に達した状態を評価できるよう

に、加速エリア・減速エリアの設定を可能とした。具体

的には、設定した加速エリアを越えたところから計測を

開始し、減速エリアに到達した時点で計測を終了するよ

うにした。これにより、臨床でも用いられる 10m 歩行を

簡便に計測できるようになった。

図 15 改良した歩行計測システムを用いた検証試験

2019 年 11 月に本研究所が協賛で開催した「手稲区シニ

ア体力測定会」にて、同意の得られた高齢者を対象に本

計測機器を用いたデータ計測を行った（図 15）。当日の運

用試験の結果および現在進めている分析の結果を踏まえ

て、システムの改良を今後進めていく。

3-2. 手稲区包括ケアリハビリテーション効果実証評価

研究の成果（2017－2019）（（図図 1））
健康状態及び社会活動の結果に関して、高血圧、高脂

血症、糖尿病での通院者が上位を占めており、要介護状

況になる要因の一つである脳血管疾患の危険因子で治療

中の参加者が存在していた（全参加者の52％）。また、

地域の社会的活動の結果ではフィットネスクラブ、ゲー

トボール、体操クラブ等が多い一方（70％）、運動習慣

がない参加者を25%認めた。参加者の40％程度に筋量の

低下を認めた。歩行・バランス能力、下肢筋力では年代

別平均値程度であった。要介護移行リスクの高い高齢者

では3年の経過において骨格筋量が下がる傾向を示した。

参加者の心身は概ね健康状態であるが、一部の参加者に

おいて体重減少、口腔機能の低下、動作の緩慢化などの

回答を得た。本調査は5年間を予定していることから、心

身機能の経時的変化に調査し、リハビリテーションとし

て包括的に心身機能のケアに関して支援可能な事業を提

案していく。

3年とも参加者は100名を超えたが、経年的に参加して

いる人数が20数名に留まった。次年度も引き続き追跡調

査者数が減少しないよう早めに周知し、要介護移行リス

クに関与する評価指標を更に検証する予定である。

3-3. 熱画像を用いた高齢者世帯・施設の転倒等生活見守

りシステムの開発の成果

【2017 年度】

・フィールド調査

北海道科学大学と地域連携協定を結んでいる新ひだか

町から協力を得て、病院 2 施設、高齢者施設 2 施設につい

て、導入可能性のある箇所について調査を実施した。
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図 15 病院 1；病室

図 16 老人保健施設；入居室

（1）病院 1
病院 1 の病室（2 名）について示した（図 15）。見守り

のニーズとして、ベッド周りの転倒などの見守り、ナー

スコールを押さずに病室の外に出てしまうなどことにつ

いてのリスク管理などが挙げられていた。

（2）老人保健施設

 老人保健施設の入居室（4 名）について示した（図 16）。
床面にセンサーマットが敷かれており、入居者からベッ

ド周囲から離れる位置に設置されていた。見守りのニー

ズとして、ベッド周りの転倒などの見守り、入居室内洗

面所の整容動作の見守り、入居室内トイレ動作のドア越

しからの見守りなどが挙げられた。

（3）特別養護老人ホーム

 特別養護老人ホームのトイレについて示した（図 17）。
見守りのニーズとして、トイレ動作の見守り、夜間の入

居室からの退室、ベッド周りの転倒などが挙げられた。

（4）病院 2
 病院 2 の病室（2 名）について示した（図 18）。見守り

のニーズとして、ベッド周りの転倒、ナースコールを押

さずに病室の外に出てしまうことなどについてのリスク

管理が挙げられた。また、冬季間は、暖房が入っている

時間帯と入っていない時間帯で室温の変化が大きくなる

ことがあるとのことだった。

 調査内容をもとに、熱画像センサ見守りシステムの設

置場所を検討した。

【2018 年度】

熱画像センサの基本的動作、特性の確認種類の視野角

図 17 特別養護老人ホーム；トイレ

図 18 病院 2；病室

図 19 熱画像センサ

図 20 熱画像；ヒトいす座位正面像

（60°、25°）の熱画像センサ（図 19 左）、視野角 25°
モデル（図 19 右）について、それらの動作、及び視野角

の違いによる撮影範囲について確認した。

 それぞれの熱画像センサについて、センサから 1.2m の

距離からヒトのいす座位の正面像を撮影し（図 20）、視野

角による熱画像の撮影範囲を確認した。視野角 60°モデ

ルでは、膝上からの像が撮影された。一方、視野角 25°
モデルでは、胸部より上の像が撮影された。

以上の結果から、病院の病室、高齢者施設の居室の範

囲のような広範囲を 1 台の熱画像センサで見守る場合は視

野角 60°モデルが、見守り対象者の動線が一定して、特
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スコールを押さずに病室の外に出てしまうなどことにつ

いてのリスク管理などが挙げられていた。

（2）老人保健施設

 老人保健施設の入居室（4 名）について示した（図 16）。
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 特別養護老人ホームのトイレについて示した（図 17）。
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居室からの退室、ベッド周りの転倒などが挙げられた。

（4）病院 2
 病院 2 の病室（2 名）について示した（図 18）。見守り

のニーズとして、ベッド周りの転倒、ナースコールを押

さずに病室の外に出てしまうことなどについてのリスク

管理が挙げられた。また、冬季間は、暖房が入っている

時間帯と入っていない時間帯で室温の変化が大きくなる

ことがあるとのことだった。

 調査内容をもとに、熱画像センサ見守りシステムの設

置場所を検討した。

【2018 年度】

熱画像センサの基本的動作、特性の確認種類の視野角

図 17 特別養護老人ホーム；トイレ

図 18 病院 2；病室

図 19 熱画像センサ

図 20 熱画像；ヒトいす座位正面像

（60°、25°）の熱画像センサ（図 19 左）、視野角 25°
モデル（図 19 右）について、それらの動作、及び視野角

の違いによる撮影範囲について確認した。

 それぞれの熱画像センサについて、センサから 1.2m の

距離からヒトのいす座位の正面像を撮影し（図 20）、視野

角による熱画像の撮影範囲を確認した。視野角 60°モデ

ルでは、膝上からの像が撮影された。一方、視野角 25°
モデルでは、胸部より上の像が撮影された。

以上の結果から、病院の病室、高齢者施設の居室の範

囲のような広範囲を 1 台の熱画像センサで見守る場合は視

野角 60°モデルが、見守り対象者の動線が一定して、特
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定の姿勢や動作を詳細に見守る場合には視野角 25°モデ

ルが有効であるとした。

【2019 年度】

・大学内実験

 大学内の実験において基本的な動作、姿勢変化におけ

る判別率の確認を実施した。また、フィールド設置用シ

ステムを構築し、フィールド評価の準備をした。

熱画像データを用い、人の肩関節外転、股関節外転、及

びその両方を変化させた時の関節角度を判別分析によっ

て判別した。被験者は健常な成人した男女各 10 名の計 20
名とした。平均年齢は 20.0 歳とした。実験系は熱画像セ

ンサ（チノーTP-L；寸法 62×62×59㎜ LAN接続 視野角

60°×60°IP65 防滴構造）1 台、発泡ウレタンマット 1
枚、ノートパソコン 1 台、関節角度計、判別分析ソフトウ

ェアを用いた。室温 を 23℃に設定した。被験者には発泡

ウレタンマット上に背臥位になってもらい、右肩関節、

右股関節およびその両方について 0°～30°外転を 5°刻

みで他動的に変化させて熱画像データを取得した。測定

肢位の例として図 21 を示した。

データは 1 試技あたり 10 秒以上（応答 1Hz）測定した。

取得した熱画像データを用い、判別分析ソフトウェアで

判別式を作成した。作成した判別式に、別に取得した熱

画像データを入力し、判別分析を実施した。北海道科学

大学研究倫理申請番号312号に基づき、倫理・安全に配慮

して実施した。

取得した熱画像データのうち、右肩・右股関節外転 0°、

右肩関節外転 30°、右股関節外転 30°、右肩・右股関節

外転 30°における特徴的なデータを図 22 に示した。

 3 つの組み合わせにおいて、0°と 5°～30°の 6 段階で 2
群の判別データグループを作成し、全 18 パターンの判別

を実施した。上肢、下肢、上下肢外転位の判別率の結果

図 21 測定肢位

図 22 右肩・右股関節外転 0°

図 23 上肢関節角度の判別率

図 24 下肢関節角度の判別率

図 25 上下肢関節角度の判別率
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図 26 熱画像見守りシステム（表示部）

を図 23～25 に示した (各棒グラフにおけるデータ数

N=100、なお右肩関節外転 5°、25°及び右肩・右股関節外

転 0°のデータ数 N=99)。
 右肩関節、右股関節、及びその両方を 0～30°まで 5°
刻みで外転させた全 18 パターンの組み合わせで熱画像デ

ータを取得し、関節角度変化による判別分析を実施した。

背景温度が不明瞭な場合、また上下肢が複合して角度変

化する場合には判別率が低下する、また身体構成が大き

い下肢の角度変化が大きい場合は判別率が高い傾向が得

られた。高齢者施設などでのフィールド設置を検討した

場合、例えばベッド上の寝起き動作やベッドからの起立

動作などで、ベッド上の布団による背景温度の影響など

を考慮した設置が必要になると考えられる。また、現状

では子細な姿勢変化よりも仰臥位から立位など、大きな

姿勢変化を判別に用いるのが有効であると考えられる。

・熱画像見守りシステムの運用準備

 フィールドに設置する熱画像見守りシステムを構築し

た。システムの構成は熱画像センサ、データサーバー、

ノートパソコン、モバイルルーター、スマートフォン (図
26)、それらを接続する無線・有線 LAN 通信環境とした。

見守りシステムの機能は、熱画像センサの検出範囲にあ

る入所者の表面温度、背景温度からなる温度データを、

LAN 経由でデータサーバー、ノートパソコンに送るもの

とした。データサーバーには予め転倒（異常）を判別す

る判別式を格納しておき、送られた温度データはデータ

サーバーで判別され、正常なデータの場合、熱画像をノ

ートパソコン、スマートフォンに送り、詰所に設置した

ノートパソコン、施設職員が所持するスマートフォンに

熱画像を表示し、温度データ（数値）はノートパソコン

外付けハードディスクに記録されるものとした。詰所に

いる職員、スマートフォンを所持する職員は入所者の映

る熱画像を目視で確認できるものとした。入所者が転倒

や逸脱などで、送られた温度データが異常と判別された

場合、転倒発生の警報表示と熱画像をノートパソコン、

スマートフォンに送り、詰所に設置したノートパソコン、

施設職員が所持するスマートフォンに転倒発生の警報と

図 27 実験・試技

図 28 引張力（N）－時間（s）特性

熱画像を表示し、温度データ（数値）と熱画像はノート

パソコン外付けハードディスクに記録されるものとした。

詰所にいる職員、スマートフォンを所持する職員は転倒

発生の警報表示と入所者の映る熱画像を目視で確認し、

介助対応の確認、警報解除ができるものとした。

まとめ

 高齢者施設などのフィールド設置、評価に向けて、学

内で可能な評価試験を実施し、準備をすすめる。2020 年

度にフィールド評価を実施する予定である。

参参考考文文献献））

本報告の一部は 2018 年度北海道科学大学保健医療学部理

学療法学科卒業論文「熱画像センサを用いた上下肢関節

角度の判別」田島菜緒；研究指導教員 宮坂智哉 川嶋

恵子 鴨志田麻実子による。

本研究は北海道科学大学平成 30 年度地域戦略創発型研究

「北海道地域の高齢者施設に熱画像見守りシステムを導

入する社会実装の試み」の研究助成を受けて実施してい

る。

3-4. 高齢者施設における避難方法の検討

【2018 年度】

・避難介助動作における最大引張力の測定

認知症グループホームなどの高齢者施設の夜間火災を

想定した避難方法を検討するにあたり、介助者 1 名でベ

(N)

(s)

(介助 2) 

(介助 1) 
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表 4 介助 1 の実験結果

表 5 介助 2 の実験結果

ッド上仰臥位の自力避難困難者をベッド中央から前端へ

介助するときの引張時間（s）と最大引張力（N）を測定

した。測定結果より、ベッド中央からベッド前端へ介助

するまでの介助動作及び避難介助の方法について検討す

ることを目的とした。

被験者は 20 歳以上の健常者 19 名（男性 9 名、平均身

長 171.1 ㎝、平均体重 68.7 ㎏、女性 10 名、平均 157.8 ㎝、

平均体重 52.2 ㎏）とした。被験者は介助者、被介助者を

想定し（以下介助者、被介助者とする）、介助者 1 名がベ

ッド上仰臥位の被介助者を介護用ベッド（床上 40 ㎝）中

央からベッド前端へ引き寄せる介助動作の試技（図 27）
を実施した。試技における介助動作に要した引張時間（s）
と最大引張力（N）をデジタルフォースゲージ（応答

2kHz）で測定した。統計解析は対応のある t検定とウィル

コクソン符号和順位検定を用い、p 値が 0.05 未満の場合

を有意差ありとした。

試技の方法は、被介助者の両上前腸骨棘を触診の上ベ

ルトを装着し、ベルト金具にデジタルフォースゲージを

装着した。次にベッド面に対して水平方向になるように

デジタルフォースゲージを介して被介助者をベッド前端

方向に引き寄せるように引っ張って移動した。試技は検

者の口頭指示により、介助者が被介助者を早く引っ張る

方法（介助 1）と、ゆっくり引っ張る方法（介助 2）の 2
種類を設定した。被介助者は介助者、被介助者の役割を

交代して 2 種類の方法をそれぞれ 3 回繰り返した。本研

究は北海道科学大学倫理申請番号第 311号に基づき、被験

者に予め説明を行い、同意を得てから実施した。試技は

被験者の安全に配慮して実施した。

2 種類の介助方法による試技で全 132 回の測定を実施し

た。解析にあたっては介助者側の負担にも着目するため、

被介助者体重を 50 ㎏台と 70 ㎏台の 2 グループに分け、

120 回分の測定データを用いて行った。

介助 1 の引張力（N）－時間（s）特性を図 28 に、結果を

表 4 に示した。また介助 2 の引張力（N）－時間（s）特

性を図 28 に、結果を表 5 に示した。

高齢者施設の夜間火災を想定した避難において、ベッ

ド上仰臥位の被介助者をベッド中央からベッド前端へ移

乗するまでの引張時間（s）と最大引張力（N）を測定し

た。早く引っ張る動作（介助 1）とゆっくり引っ張る動作

（介助 2）を比較すると、被介助者体重 50kg 台では、約

2 秒間引張時間が長くなると、移動に必要な平均最大引張

力は 152.38（N）有意に小さくなった。また被介助者体重

70kg 台では、約 1 秒間引張時間が長くなると、移動に必

要な平均最大引張力は 120.12（N）有意に小さくなった。

このことからごく短時間の避難介助で 1秒でも早く避難を

必要とする場合は、介助者の最大力を発揮させてもよい

と考えられる。一方、避難の行程が複数にわたり、長時

間の身体的負担がかかる場合は、介助に必要以上の力を

発揮しない避難介助動作の習得が有効と考えられた。

表 6 開発機の仕様

図 29 開発機（ハンドル起立時）

最小 0.36 214.00

最大 3.35 584.00

平均 1.63 378.92

標準偏差 0.81 97.45

最小 0.44 247.00

最大 6.97 577.00

平均 1.84 382.06

標準偏差 1.20 97.38

被介助者体重

被験者数

測定数

54.5±1.14(kg)

N=8(重複含む)

測定数=24

72.7±3.00(kg)

N=12(重複含む)

測定数=36

介助1(早く引っ張る)

引張時間(s) 最大引張力(N)

最小 1.85 128.00

最大 5.99 294.00

平均 3.70 226.54

標準偏差 0.96 40.20

最小 1.12 182.00

最大 7.08 355.00

平均 3.35 261.94

標準偏差 1.29 43.60

介助2(ゆっくり引っ張る)

引張時間(s) 最大引張力(N)

54.5±1.14(kg)

N=8(重複含む)

測定数=24

72.7±3.00(kg)

N=12(重複含む)

測定数=36

被介助者体重

被験者数

測定数

車体全高(収納時)(mm)    901   (300) 
車体全長(収納時)(mm)    1451  (1276) 
車体全幅(収納時)(mm)     606   (606)  
自重(kg)                     24 
最大積載量(kg)              135 
下降可能な傾斜角度(°)   (27)～35 
床上ブレーキの有無      有 
階段上ブレーキの有無     有 
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表 4 介助 1 の実験結果

表 5 介助 2 の実験結果

ッド上仰臥位の自力避難困難者をベッド中央から前端へ

介助するときの引張時間（s）と最大引張力（N）を測定

した。測定結果より、ベッド中央からベッド前端へ介助

するまでの介助動作及び避難介助の方法について検討す

ることを目的とした。

被験者は 20 歳以上の健常者 19 名（男性 9 名、平均身

長 171.1 ㎝、平均体重 68.7 ㎏、女性 10 名、平均 157.8 ㎝、

平均体重 52.2 ㎏）とした。被験者は介助者、被介助者を

想定し（以下介助者、被介助者とする）、介助者 1 名がベ

ッド上仰臥位の被介助者を介護用ベッド（床上 40 ㎝）中

央からベッド前端へ引き寄せる介助動作の試技（図 27）
を実施した。試技における介助動作に要した引張時間（s）
と最大引張力（N）をデジタルフォースゲージ（応答

2kHz）で測定した。統計解析は対応のある t検定とウィル

コクソン符号和順位検定を用い、p 値が 0.05 未満の場合

を有意差ありとした。

試技の方法は、被介助者の両上前腸骨棘を触診の上ベ

ルトを装着し、ベルト金具にデジタルフォースゲージを

装着した。次にベッド面に対して水平方向になるように

デジタルフォースゲージを介して被介助者をベッド前端

方向に引き寄せるように引っ張って移動した。試技は検

者の口頭指示により、介助者が被介助者を早く引っ張る

方法（介助 1）と、ゆっくり引っ張る方法（介助 2）の 2
種類を設定した。被介助者は介助者、被介助者の役割を

交代して 2 種類の方法をそれぞれ 3 回繰り返した。本研

究は北海道科学大学倫理申請番号第 311号に基づき、被験

者に予め説明を行い、同意を得てから実施した。試技は

被験者の安全に配慮して実施した。

2 種類の介助方法による試技で全 132 回の測定を実施し

た。解析にあたっては介助者側の負担にも着目するため、

被介助者体重を 50 ㎏台と 70 ㎏台の 2 グループに分け、

120 回分の測定データを用いて行った。

介助 1 の引張力（N）－時間（s）特性を図 28 に、結果を

表 4 に示した。また介助 2 の引張力（N）－時間（s）特

性を図 28 に、結果を表 5 に示した。

高齢者施設の夜間火災を想定した避難において、ベッ

ド上仰臥位の被介助者をベッド中央からベッド前端へ移

乗するまでの引張時間（s）と最大引張力（N）を測定し

た。早く引っ張る動作（介助 1）とゆっくり引っ張る動作

（介助 2）を比較すると、被介助者体重 50kg 台では、約

2 秒間引張時間が長くなると、移動に必要な平均最大引張

力は 152.38（N）有意に小さくなった。また被介助者体重

70kg 台では、約 1 秒間引張時間が長くなると、移動に必

要な平均最大引張力は 120.12（N）有意に小さくなった。

このことからごく短時間の避難介助で 1秒でも早く避難を

必要とする場合は、介助者の最大力を発揮させてもよい

と考えられる。一方、避難の行程が複数にわたり、長時

間の身体的負担がかかる場合は、介助に必要以上の力を

発揮しない避難介助動作の習得が有効と考えられた。

表 6 開発機の仕様

図 29 開発機（ハンドル起立時）

最小 0.36 214.00

最大 3.35 584.00

平均 1.63 378.92

標準偏差 0.81 97.45

最小 0.44 247.00

最大 6.97 577.00

平均 1.84 382.06

標準偏差 1.20 97.38

被介助者体重

被験者数

測定数

54.5±1.14(kg)

N=8(重複含む)

測定数=24

72.7±3.00(kg)

N=12(重複含む)

測定数=36

介助1(早く引っ張る)

引張時間(s) 最大引張力(N)

最小 1.85 128.00

最大 5.99 294.00

平均 3.70 226.54

標準偏差 0.96 40.20

最小 1.12 182.00

最大 7.08 355.00

平均 3.35 261.94

標準偏差 1.29 43.60

介助2(ゆっくり引っ張る)

引張時間(s) 最大引張力(N)

54.5±1.14(kg)

N=8(重複含む)

測定数=24

72.7±3.00(kg)

N=12(重複含む)

測定数=36

被介助者体重

被験者数

測定数

車体全高(収納時)(mm)    901   (300) 
車体全長(収納時)(mm)    1451  (1276) 
車体全幅(収納時)(mm)     606   (606)  
自重(kg)                     24 
最大積載量(kg)              135 
下降可能な傾斜角度(°)   (27)～35 
床上ブレーキの有無      有 
階段上ブレーキの有無     有 
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【2019 年度】

・避難器具の開発

本研究は、高齢者施設や福祉施設で階上に入所する車

いす利用者を対象とし、モーターなどの動力を用いずに、

介助者 1 名により車いすに乗車したまま階下に避難をする

階段避難車を開発した。

表 6に開発機の仕様を示した。安全配慮として、階段降

下中に操作者が手を離しても機器が自走しないようにブ

レーキ機構を設定した。開発機の構成についてハンドル

収納時を図 29(上)、ハンドルを起立した状態を図 29(下)に
示した。開発機に標準型車いすを装着した状態を図 30(左)、
装着した車いすを後傾させた状態を図 30(右)に示した。

開発機の操作方法は、避難者が乗車した状態の車いす

装着、フロア水平移動、階段降下、車いす取外しの行程

とし、すべての行程を介助者 1 名で実施可能とした。

健常者を被験者として階段降下実験を実施した(図 31)。
被験者は 20 歳以上の大学生 6 名(被験者グループ A)、消

防職員 3 名(被験者グループ B)とした。開発機操作と車い

す乗車を交代しながら、被験者 1 名が 2 回操作を実施し、

計 18 回実施した。階段は角度 27°、17 段とし、操作行

程を車いす装着、上フロア移動、階段降下、下フロア移

動、車いす取外しとした。操作行程を動画撮影し、各行

程の時間を集計した。操作行程の目標時間を 1 分 30 秒以

内とした。被験者の安全、倫理に十分配慮して実験を実

施した(北海道科学大学倫理申請番号第 266 号)。
操作行程の時間集計の結果を(表 7)に示した。2 つのグ

ループを集計した操作行程時間の合計は平均 92.18 秒だっ

た。各行程のうち、車いす装着行程の時間は 2つのグルー

プを集計した平均時間で 43.74 秒となり、操作行程全体の

47.5%を占めた。動画データから、車いす装着行程で開発

機のハンドルロック(図 32(左))を操作者の足背部で引き上

げて開放する操作に時間がかかることが確認された。

 操作行程時間の短縮をはかるために、足底部で押し下

げて開放する操作ができるようにハンドルロック (図
32(右))を改良した。改良した開発機で階段降下実験を実

施して、改良前の開発機と操作行程時間を比較した（表

8）。車いす装着時間は平均 9.88 秒短縮し、改良の効果を

確認した。

介助者 1名により車いすに乗車したまま階下に避難をす

る階段避難車を開発した。階段降下実験を実施し、操作

行程の目標時間である 1 分 30 秒を概ね達成した。開発機

を改良し、車いす装着時間を平均 9.88 秒短縮した。さら

に改良を重ね、実用化へとつなげる予定である。

開発機は共同研究を実施した株式会社サンワより 2019
年 8 月 1 日に発売された。社会実装の支援や高齢者施設に

おける介助を伴う避難方法について引き続き進める。

図 30 開発機（車いす後傾）

図 31 階段降下実験

表 7 階段降下実験の結果

図 32 開発機の改良

表 8 操作行程時間の比較

行程数 1 2 3 4 5

操作
車椅子
装着

上フロア
移動

階段
降下

下フロア
移動

車椅子
取外し

合計

平均(秒) 50.20 9.88 20.49 3.09 17.91 101.56
最小(秒) 33.63 5.33 14.40 2.47 14.03 76.57
最大(秒) 100.93 14.53 28.10 4.90 28.30 151.10
標準偏差(秒) 20.08 2.73 4.12 0.70 4.74 23.41
変動係数 0.40 0.28 0.20 0.23 0.26 0.23
平均(秒) 30.84 6.68 15.75 3.35 16.77 73.40
最小(秒) 22.70 3.80 12.00 2.03 11.87 65.37
最大(秒) 35.93 12.47 20.17 4.63 20.13 87.77
標準偏差(秒) 4.84 3.45 3.16 0.99 3.11 7.53
変動係数 0.16 0.52 0.20 0.30 0.19 0.10
平均(秒) 43.74 8.81 18.91 3.18 17.53 92.18
最小(秒) 22.70 3.80 12.00 2.03 11.87 65.37
最大(秒) 100.93 14.53 28.10 4.90 28.30 151.10
標準偏差(秒) 18.87 3.28 4.38 0.79 4.21 23.62
変動係数 0.43 0.37 0.23 0.25 0.24 0.26

A，B
集計

被験者
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

A

被験者
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

B

行程数 1 2 3 4 5

被験者
ｸﾞﾙｰﾌﾟB

操作
車椅子
装着

上フロア
移動

階段
降下

下フロア
移動

車椅子
取外し

合計

平均(秒) 30.84 6.68 15.75 3.35 16.77 73.40
最小(秒) 22.70 3.80 12.00 2.03 11.87 65.37
最大(秒) 35.93 12.47 20.17 4.63 20.13 87.77
標準偏差(秒) 4.84 3.45 3.16 0.99 3.11 7.53
変動係数 0.16 0.52 0.20 0.30 0.19 0.10
平均(秒) 20.96 4.88 13.19 1.36 9.03 49.42
最小(秒) 16.80 2.73 12.37 1.03 6.97 45.83
最大(秒) 27.30 6.87 13.83 1.50 10.90 56.03
標準偏差(秒) 3.61 1.85 0.60 0.18 1.60 4.42
変動係数 0.17 0.38 0.05 0.13 0.18 0.09
平均(秒) -9.88 -1.80 -2.56 -1.99 -7.74 -23.98
標準偏差(秒) -1.23 -1.60 -2.56 -0.81 -1.51 -3.12

改良後

改良前

差
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【2019 年度】

・避難器具の開発

本研究は、高齢者施設や福祉施設で階上に入所する車

いす利用者を対象とし、モーターなどの動力を用いずに、

介助者 1 名により車いすに乗車したまま階下に避難をする

階段避難車を開発した。

表 6に開発機の仕様を示した。安全配慮として、階段降

下中に操作者が手を離しても機器が自走しないようにブ

レーキ機構を設定した。開発機の構成についてハンドル

収納時を図 29(上)、ハンドルを起立した状態を図 29(下)に
示した。開発機に標準型車いすを装着した状態を図 30(左)、
装着した車いすを後傾させた状態を図 30(右)に示した。

開発機の操作方法は、避難者が乗車した状態の車いす

装着、フロア水平移動、階段降下、車いす取外しの行程

とし、すべての行程を介助者 1 名で実施可能とした。

健常者を被験者として階段降下実験を実施した(図 31)。
被験者は 20 歳以上の大学生 6 名(被験者グループ A)、消

防職員 3 名(被験者グループ B)とした。開発機操作と車い

す乗車を交代しながら、被験者 1 名が 2 回操作を実施し、

計 18 回実施した。階段は角度 27°、17 段とし、操作行

程を車いす装着、上フロア移動、階段降下、下フロア移

動、車いす取外しとした。操作行程を動画撮影し、各行

程の時間を集計した。操作行程の目標時間を 1 分 30 秒以

内とした。被験者の安全、倫理に十分配慮して実験を実

施した(北海道科学大学倫理申請番号第 266 号)。
操作行程の時間集計の結果を(表 7)に示した。2 つのグ

ループを集計した操作行程時間の合計は平均 92.18 秒だっ

た。各行程のうち、車いす装着行程の時間は 2つのグルー

プを集計した平均時間で 43.74 秒となり、操作行程全体の

47.5%を占めた。動画データから、車いす装着行程で開発

機のハンドルロック(図 32(左))を操作者の足背部で引き上

げて開放する操作に時間がかかることが確認された。

 操作行程時間の短縮をはかるために、足底部で押し下

げて開放する操作ができるようにハンドルロック (図
32(右))を改良した。改良した開発機で階段降下実験を実

施して、改良前の開発機と操作行程時間を比較した（表

8）。車いす装着時間は平均 9.88 秒短縮し、改良の効果を

確認した。

介助者 1名により車いすに乗車したまま階下に避難をす

る階段避難車を開発した。階段降下実験を実施し、操作

行程の目標時間である 1 分 30 秒を概ね達成した。開発機

を改良し、車いす装着時間を平均 9.88 秒短縮した。さら

に改良を重ね、実用化へとつなげる予定である。

開発機は共同研究を実施した株式会社サンワより 2019
年 8 月 1 日に発売された。社会実装の支援や高齢者施設に

おける介助を伴う避難方法について引き続き進める。

図 30 開発機（車いす後傾）

図 31 階段降下実験

表 7 階段降下実験の結果

図 32 開発機の改良

表 8 操作行程時間の比較

行程数 1 2 3 4 5

操作
車椅子
装着

上フロア
移動

階段
降下

下フロア
移動

車椅子
取外し

合計

平均(秒) 50.20 9.88 20.49 3.09 17.91 101.56
最小(秒) 33.63 5.33 14.40 2.47 14.03 76.57
最大(秒) 100.93 14.53 28.10 4.90 28.30 151.10
標準偏差(秒) 20.08 2.73 4.12 0.70 4.74 23.41
変動係数 0.40 0.28 0.20 0.23 0.26 0.23
平均(秒) 30.84 6.68 15.75 3.35 16.77 73.40
最小(秒) 22.70 3.80 12.00 2.03 11.87 65.37
最大(秒) 35.93 12.47 20.17 4.63 20.13 87.77
標準偏差(秒) 4.84 3.45 3.16 0.99 3.11 7.53
変動係数 0.16 0.52 0.20 0.30 0.19 0.10
平均(秒) 43.74 8.81 18.91 3.18 17.53 92.18
最小(秒) 22.70 3.80 12.00 2.03 11.87 65.37
最大(秒) 100.93 14.53 28.10 4.90 28.30 151.10
標準偏差(秒) 18.87 3.28 4.38 0.79 4.21 23.62
変動係数 0.43 0.37 0.23 0.25 0.24 0.26

A，B
集計

被験者
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

A

被験者
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

B

行程数 1 2 3 4 5

被験者
ｸﾞﾙｰﾌﾟB

操作
車椅子
装着

上フロア
移動

階段
降下

下フロア
移動

車椅子
取外し

合計

平均(秒) 30.84 6.68 15.75 3.35 16.77 73.40
最小(秒) 22.70 3.80 12.00 2.03 11.87 65.37
最大(秒) 35.93 12.47 20.17 4.63 20.13 87.77
標準偏差(秒) 4.84 3.45 3.16 0.99 3.11 7.53
変動係数 0.16 0.52 0.20 0.30 0.19 0.10
平均(秒) 20.96 4.88 13.19 1.36 9.03 49.42
最小(秒) 16.80 2.73 12.37 1.03 6.97 45.83
最大(秒) 27.30 6.87 13.83 1.50 10.90 56.03
標準偏差(秒) 3.61 1.85 0.60 0.18 1.60 4.42
変動係数 0.17 0.38 0.05 0.13 0.18 0.09
平均(秒) -9.88 -1.80 -2.56 -1.99 -7.74 -23.98
標準偏差(秒) -1.23 -1.60 -2.56 -0.81 -1.51 -3.12

改良後

改良前

差

第２章 研究成果報告 
　 第３節 北の高齢社会アクティブライフ研究所 

67



3-5. 2-5 に関する成果：IoT 技術を利用した注意喚起によ

る冬季路面での転倒予防システムの効果検証

【2018 年度の事業成果】

加速度と移動距離の組み合わせにおける移動距離誤差

の代表例（加速度：20［m/s2］時）を図 33 に示す。横軸

は移動距離[mm]、縦軸は移動距離誤差[μm]の絶対値を表

している。グラフを見ると同じ加速度において移動距離

が長くなるにつれて、誤差も増大している傾向が見られ

た。しかし、最大でも 80[μm]（加速度：8[m/s2]、移動距

離：80[mm]時）であり、ヒトに呈示する移動距離の誤差

としては十分に小さいと判断した。よって、今回製作し

た外乱刺激呈示システムにおける可動路面は、極めて精

度よく位置決めが可能であることが分かった。これは先

に述べたリニアサーボモータの特性を反映しているもの

と考えられる。次に加速度誤差率の結果を図 34 に示す。

横軸は移動距離[mm]、縦軸は加速度誤差率[%]の絶対値を

表している。グラフを見ると移動距離の違いによる変化

傾向は見られない。加速度誤差率は最大でも 10[%]以内に

入っており、6 軸モーションセンサ自体の計測誤差が

10[%]程度生じることから、妥当な値であると判断した。

【2019 年度の事業成果】

姿勢を崩すと感じた条件（加速度、移動距離）を被験

者間で比較したところ加速度の範囲に関しては大きな差

は見られなかった。しかし、移動距離においては被験者 1
が 30［mm］程度で姿勢を崩すと感じたことがあったのに

対し、被験者 2 では加速度が大きい場合でも 60［mm］以

上の移動距離でなければ姿勢を崩すと感じなかった。こ

の違いを検証するため、被験者 1が姿勢を崩すと判断し、

被験者 2 が姿勢を崩すと判断しなかった外乱刺激の一例に

着目し、床反力の時間的変化を比較した。その結果、床

反力計が動き出すために必要な 250［N］の荷重をかける

までに要する時間が、被験者 1 に比べ被験者 2 では 1/3 程

度の時間しかかかっていないことがわかった。この違い

は床反力計に対して踏み出す際の姿勢の違いにあったと

考えられる。被験者 1 は体重移動がゆっくりであったため、

床反力計が移動した際、床反力計に載せている右足のみ

が主に移動させられることで姿勢を崩す場合が多かった

と推察される。これに対し、被験者 2は体重移動が速かっ

たため、踏み出した足に体重が載った状態で床反力計と

共に移動したため安定した姿勢を保つことができたと考

えた。このことから踏み出す際の歩幅だけでなく、上体

の姿勢や踏み出す速度なども規定して実験を行うことが

必要であることが示唆された。

本研究で製作した外乱刺激呈示システムにおける可動

路面は、設計した加速度及び移動距離での稼働が可能で

あることが分かった。それを踏まえて、被験者による実

験を行ったことで、実験において必要な条件の改善点を

見いだすことができた。今後は、被験者の人数を増やす

ことでデータの正確性を向上させていく。また実際の滑

りにおいては、足部が身体の左右方向に動くこともある。

そこで、可動路面を被験者の左右方向に動かせる改良も

行っている（図 35）。これにより、いろいろな条件で実験

を行い、転倒予防のための注意喚起システム構築に活用

していく。

3-6. 展展示示・・セセミミナナーー等等のの開開催催

2017 年年度度

・弘前大学との協働セミナー開催：11 月 17 日、弘前大学

保健学研究科講義室にて、「北方圏の超高齢社会創生セミ

ナー・活力ある超高齢社会を創造していくための方策」

を開催し、田中所長が「日常生活支援のための福祉・リ

ハビリテーション工学～転倒防止の知識と技術・トレー

ニングの実際～」に関して講演した。

図 34 システム稼働時の加速度誤差率（20m/s2時） 

図 33 システム稼働時の移動距離誤差（20m/s2時） 
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2018 年年度度

・6 月 13 日、網走寿大学にて田中所長が「転倒を防ぐト

レーニングの科学と実践」と題し講演した。午前は講演、

午後は実技を行った。参加高齢者は午前の講義178名、午

後の実技 35 名が参加した。

（ https://www.hus.ac.jp/sp/hit_topics/2018/06/201806182
827.html）

2019 年年度度

・イノベーション・ジャパン 2019（8 月 30-31 日）にて

遠隔リハビリシステムの一部を展示（東京）

・ビジネス EXPO（2019 年 11 月 7－8 日） 遠隔リハビ

リシステム、歩行検査訓練アプリ等の試作開発機器を

展示（札幌）

・道総研との協働開催セミナー（2019 年 11 月 12 日）「北

の暮らしを支えるモノづくり－健康・医療・暮らしの

ための機器開発－」（HUS にて）

４４．．ままととめめ、、そそのの他他

以上より、本事業として 5 課題（2017－2019 年度）を

3 年間実施した。本事業において計画された研究課題に関

して、基礎研究から応用研究に至る移行が実施され、地

域への貢献においてもその継続的研究遂行の可能性を残

し、概ね良好な成果が得られた。
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第２章 研究成果報告 

第４節 北方地域社会研究所 

Ⅰ．北方地域社会研究所 

北海道を中心とした地域社会が抱える諸問題を研究課題とする人文・社会科学と工学、薬

学との連携を軸に据えた分野横断型研究グループを形成し、各地域の自治体、企業、NPO法

人等各種団体と協働して、地域社会の課題解決および地域創生へ向かうことをめざし研究・

実践活動を行う。また、人材育成、地域文化・観光、持続可能な社会システムに関する研究

を推進し、専門家や実務者を研究員として招聘し、共同研究を展開している。 

Ⅱ．成果報告について 

次項より示す。 
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研究ブランディング事業 研究報告書（北方地域社会研究所） 

所長名 木村 尚仁（工学部・電気電子工学科） 

１．事業概要 

当研究所は北海道を中心とした地域社会が抱える諸問

題に対して、社会、産業、文化、情報通信、医療、教育

といった人文社会科学と工学、薬学との連携により取り

組んでいくため、地域社会で実践的に取り組んでいる教

員、および学外研究員をメンバーとし、学生らとも連携

しながら活動を進めている。この事業に対しては、この

本研究所の特性を踏まえ、北国の豊かな生活環境を創出

するため、かつ、北国の生活環境科学拠点を構築するた

めに、北海道内の地域特性を捉え、さらなる連携を図る

ことをめざす。 

２．事業計画 

そこでこの事業に対し当研究所では地域連携を促進す

る各種の取り組み、地域活性化の実践的な取り組みに関

するセミナー、地域課題の共有と解決に向けての議論の

ためのシンポジウム、道内地方自治体の担当者間、ある

いは学生らとの交流の場を設け、連携に向けての取り組

みを推進していく。 

2-1. 北方地域社会研究所（RINC）フォーラムの開催

当研究所は発足時から毎年 1 回、研究所が取り組んで

いるトピックスをテーマとしたフォーラムを開催してい

る。これを踏まえ、毎年少なくとも 1 回、地域の課題を

テーマとする同様のフォーラムを開催する。これに学内

外の関係者、関心を持つ方々に参加して頂き、ディスカ

ッションを行って共に北海道地域の現状と今後について

考えるとともに、このフォーラム開催を通じてさらに連

携を強め、また広げることをめざす。

2-2. 自治体職員研修の実施

当研究所では、上富良野町の本学での町役場職員の研

修の企画・実施を担当している。これは、本学のもつリ

ソースを地域に役立てて貰うとともに、我々自身がこれ

を通して自治体の現状や取り組みについて理解を深め、

お互いに今後に向けて活かして行くことができると考え

られるためである。また本学学生に取っても、これに参

加することが重要な学びの場となりうる。

2-3. 遠隔会議システムを用いた自治体職員と学生の交流

前項の 2-2 同様のねらいで、遠隔会議システムを用いた

自治体職員と学生の交流を実施してく。特に、北海道は

広大な面積を有し、地域間の距離が物理的に離れている

ため、交流が容易ではない。しかしこれからの北海道地

域の活性化のためには、北海道一丸となった取り組みが

不可欠であり、これを実現する上では ICT（情報通信技術）

の具体的な活用が重要と言える。この交流を通して遠隔

会議システムの有用性の実績とするとともに、利用法に

ついての知見を積み重ねていくこともめざす。 

2-4. その他、各種の地域連携の取り組み

前項の 2-1〜3 に限らず、当研究所では様々な機会を活

かして地域連携を推進し、それを広げていくことを図っ

ていく。また連携推進のプロセスを整理し、今後の活動

に活かすための知見を得ることもめざす。 

３．事業成果 

3-1. 「第 3 回北方地域社会研究所（RINC）フォーラム」

の開催 1) 

鉄道と地域活性化についての取り組み事例調査のため、

道東鉄道の視察（塚越教授、2017/2/13-15）、道南いさり

び鉄道、函館コミュニティプラザ「Gスクエア」等視察。

（梶谷教授、塚越教授、坂井准教授、他、2017/4/21-22）、

山形鉄道本社、フラワー長井線、長井市内視察（木村尚

教授、坂井准教授、2017/8/3-5）を実施した。 

これらの視察、調査等をもとに、2017/12/15、「第 3 回

北方地域社会フォーラム」『鉄道が切り開く地域活性化の

可能性』を開催した。参加者は約 50 名であった。なおこ

のフォーラムは経済産業省北海道経済産業局、道南いさ

りび鉄道（株）、山形鉄道（株）から後援を頂き、また文

部科学省の「地（知）の拠点大学による地方創生推進事

業（COC+事業）」の『「ものづくり・人材」が拓く「ま

ち・ひと・しごとづくり」』の一環としての取り組みでも

あった。 

基調講演は、北海道オプショナルツアーズ（株）取締

役経営企画部長で北海道鉄道観光資源研究会代表である

永山 茂氏により、「鉄道を基軸とした地方創生 − 観光

列車ながまれ海峡号の現場から −」というテーマで、豊

富なご経験と発想によってご自身が展開されてきた事例

に基づき、鉄道観光と地域創生について大変わかりやす

く説得力のある話を伺った。 

休憩を挟んでのパネルディスカッションでは、永山氏

にも参加頂き、観光の専門家、ノンフィクションライタ

ーおよび道内外の第三セクター鉄道関係の有識者を招

き、先進事例に学びつつ、地域の資産であり地域資源で

ある鉄道を活用した地域活性化の課題と可能性について

議論を進めた。参加パネリストは次の 6 名であった。 

永山 茂 氏 

（北海道オプショナルツアーズ 経営企画部長） 

渡辺 一史氏 

（ノンフィクションライター）

勝又 康郎氏

（道南いさりび鉄道 経営企画部専任部長）

中井 晃氏
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研究ブランディング事業 研究報告書（北方地域社会研究所） 
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（山形鉄道 社長） 

小幡 知之氏 

（山形工科短期大学校 学校長・ 

 長井まちづくり NPO センター 代表理事） 

塚越 久美子氏 ［司会・進行］ 

（北海道科学大学教授・北方地域社会研究所研究員） 

パネリスト諸氏のそれぞれ異なる観点から、事例紹

介、発言、提言を頂いたが、いずれもが大変深く濃密な

内容で、意義深い議論ができ、参加者アンケートの集計

結果でも、概ね良い評価を頂くことができた。 

 

 
図 1 第 3 回 RINC フォーラム 基調講演の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 第 3 回 RINC フォーラム  

パネルディスカッションの様子 

 

 

3-2. 遠隔会議システムを用いた自治体職員と学生の交流 

（2017 年度） 

2017 年 11 月 5 日（火）、本学のメディアデザイン学科

の３年次科目「地域活動と社会貢献」の授業に協力し、

猿払村と UCS を利用して接続し若手職員と学生との交流

実施を行った。この授業では「大学と地域社会」という

テーマで講義を行う中で、遠隔会議システム UCS を用い

て猿払村役場会議室と本学講義室を結び、若手職員から

猿払村の魅力や自身の業務のことを紹介して頂き、学生

らと質疑応答を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 遠隔会議システムを用いた自治体職員と学生の 

交流（2017 年度）の様子 

 

 

3-3. 「2017 年度 上富良野町職員研修」の実施 

2018 年 1 月 11 日(木)・12 日(金)の 2 日間、本学と上富

良野町の地域連携協定に基づく「2017 年度（平成 29 年度） 

職員研修」を実施した。 

本研修は、町役場職員の皆様が自身の街や仕事につい

て考えを深めると同時に、学生とのディスカッションや

ロールプレイングを通して、街の魅力、仕事の魅力を発

信する力を身につけることを目的とするもので、企画・

立案、当日の進行、レクチャーなどは当研究所が担当し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 2017 年度 上富良野町職員研修の様子 

 

 

3-4. 「第 4 回北方地域社会研究所（RINC）フォーラム」

の開催 2) 
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図 4 2017 年度 上富良野町職員研修の様子 
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2018 年 8 月 4 日、「BIZ SHARE 札幌」セミナールーム

（札幌市中央区）において、第４回北方地域社会研究所

(RINC)フォーラム『本格焼酎から学ぶ地域×デザイン×ビ

ジネス戦略』を開催した。 

ゲスト講師には、8/5 に市内中心部の旧商店街「新通市

場」での街づくりイベントである『新通市場で乾杯！

2018〜大人の七夕まつり〜』に出品される九州の焼酎蔵

元 20 蔵から、地域に根付き伝統製法を守りながらも現代

の潮流を作り出すような挑戦を行っている次の８蔵の担

当者をお招きした。 

 ① 黒木本店（宮崎県児湯郡高鍋町） 

 ② 小玉醸造（宮崎県日南市） 

 ③ 古澤醸造（宮崎県日南市） 

 ④ 宮田本店（宮崎県日南市） 

 ⑤ 渡邊酒造場（宮崎県宮崎市） 

 ⑥ 佐藤酒造（鹿児島県霧島市） 

 ⑦ 小牧醸造（鹿児島県さつま町） 

 ⑧ 軸屋酒造（鹿児島県薩摩郡さつま町） 

 当研究所研究員でメディアデザイン学科の道尾講師が

コーディネータを務め、「３分プレゼンテーション方式」

で焼酎蔵元に地域・デザイン・ビジネスに関する４つの

質問にお答え頂き本学の教職員・学生とディスカッショ

ンを行った。 

 

 
図 5 第 4 回 RINC フォーラム会場の様子 

 

 

3-5. 「次の 150 年を見据えて、若手行政マンサミット」

（第 5 回北方地域社会研究所（RINC）フォーラム）

の開催 

2018 年 8 月 10 日、当・北方地域社会研究所（RINC）

と道総研の北方建築総合研究所との共同により北海道 150

年事業の一環として、「次の 150 年を見据えて、若手行政

マンサミット  ～ 行政のチカラ、住民のちから、まち

の誇り～」 を本学にて開催した。 

当日は約 120 名に参加を頂き、まずは RINC 研究員で本

学研究推進・地域連携センター長でもある谷口教授によ

る事例紹介「北海道科学大学の地域と取り組みについて」、

道総研北方建築総合研究所 地域研究部長の松村氏による

基調講演「人口減少時代の地域運営 ～金によるまちづ

くりから知恵による地域づくりへ～」が行われた。それ

を受けて、松村氏、谷口教授をモデレータ、北海道、札

幌市、小樽市、網走市、幕別町、上富良野町、新ひだか

町、猿払村の各自治体担当者をパネリストとして、パネ

ルディスカッション「地域が抱える課題の共有と解決」

を実施し、地域の現場での活動に取り組んでいる経験に

基づくディスカッションを行った。 

 

 
図 6 若手行政マンサミットの様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 上富良野町職員研修 ディスカッションの様子 

 

 

3-6. 「2018 年度 上富良野町職員研修」の実施 

2018 年 11 月 15 日（木）・16 日（金）の 2 日間、本学

と上富良野町の地域連携協定に基づく「平成 30年度 職員

研修」を実施した。この研修は、町職員の方々が自身の

街や仕事について考えを深めると同時に、学生とのディ

スカッションやロールプレイングを通して、街の魅力、

仕事の魅力を発信する力を身につけることを目的として、

当研究所がその業務を担当し、企画立案、実施している。 

１日目は、上富良野町役場職員による人間社会学科の学

生を対象とした講義、人間社会学科の学生からの町役場
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2018 年 8 月 4 日、「BIZ SHARE 札幌」セミナールーム
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図 5 第 4 回 RINC フォーラム会場の様子 
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図 6 若手行政マンサミットの様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 上富良野町職員研修 ディスカッションの様子 
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職員の方へのグループインタビュー、坂井准教授による

レクチャー「マネジメントの分析手法」、そして大学ツア

ーおよび上富良野町役場職員と本学教職員の懇親会を行

った。 

２日目は、濱谷教授による地域社会学としての「官民

共同のまちづくり」というテーマの講義。そして最後に

成果発表として、まとめ、発表準備、リハーサルを経て

本研修プログラムの全体まとめプレゼンテーションを行

った。また今回初めての取り組みとして、このプレゼン

テーションは本学と上富良野町役場を遠隔会議システム

UCS で結び、現地の上富良野町役場職員の方にも視聴し

て頂きながら発表を行い、最後に講評も頂いた。 

 

 
図 8 上富良野町職員研修参加者・関係者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 遠隔会議システムを用いた自治体職員と学生の 

交流（2018 年度）の様子 

 

3-7. 遠隔会議システムを用いた自治体職員と学生の交流

（2018 年度） 

2018 年 11 月 6 日（火）、本学の機械工学科、情報工学

科、電気電子工学科の３年次科目「地域活動と社会貢献」

の授業に協力し、猿払村と UCS を利用して接続し若手職

員と学生との交流実施を行った。この授業では RINC 所長

で電気電子工学科の木村（尚）教授が校務経験を基に

「大学と地域社会  〜 北海道科学大学の取り組みを中

心に 〜」というテーマで講義を行った。その中で、前記

の通り遠隔会議システム UCS を用いて猿払村役場会議室

と本学講義室を結び、若手職員から猿払村の魅力や自身

の業務のことを紹介して頂き、学生らと質疑応答を行っ

た。 

 

3-8. 地域経済分析システム（RESAS）活用への寄与 

2019 年 1 月 16 日（水）、名寄市役所を会場に名寄市職

員研修として、経済産業省 北海道経済産業局調査員（地

域経済分析担当）森 美恵子氏による「地域経済分析シス

テム（RESAS）勉強会及び北海道科学大学による地方創

生☆政策アイデア発表会」が開催された。 

この会に RINC 研究員で人間社会学科の坂井准教授らが

引率して、人間社会学科 3 年の小林奏太さん（経営学専

攻）、伊藤和輝さん（社会学専攻）が出席し、「地域経済

分析システム（RESAS）」を活用した「地域政策プラン」

について、加藤剛士名寄市長及び名寄市職員の方に

RESAS を活用した事例として発表を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 地方創生☆政策アイデア発表会の様子 

 

 

3-9. 「東日本リエゾンカンファレンス 2018 in 札幌」の

開催企画 

産学連携学会北海道支部と東北・北関東支部の共同開

催、また北海道立総合研究機構と本学の共催、および当

研究所が開催協力を行い、「東日本リエゾンカンファレン

ス 2018 in 札幌」の開催が企画された。このカンファレ

ンスは、両支部の共同開催により毎年実施してきたもの

である。 

今回は「地域の強みを引き出す産学官連携」をテーマ

として、下記のような内容で 2018 年 9 月 10・11 日に、

本学を会場として開催する予定であった。 

− 基調講演「北国の豊かな生活環境の創出を目指した 

地域との共創」 
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谷口教授（建築学科、研究推進・地域連携センター長、

RINC 研究員） 

− 研究・事例発表／懇親会 

− パネルディスカッション 

「地域の強みと地域活性化方策の多様性」 

コーディネーター  荒磯恒久校長 

（北海道職業能力開発大学校） 

パネリスト 柳原哲司部長（北海道立総合研究機構） 

   宮坂智哉教授 （理学療法学科／LAAN） 

  内島典子准教授 （北見工業大学） 

      後藤博樹課長 （北海道経済産業局） 

このカンファレンスは、2018 年 9 月 6 日に発生した北

海道胆振東部自身の影響により開催は中止となった。し

かし研究・事例発表の資料等は作成し、全参加予定者に

送付するなどの対応を行うことができ、一定の成果は挙

げられたと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 「東日本リエゾンカンファレンス 2018 in 札幌」

開催案内 

 

3-10.  2030 SDGs カードゲームワークショップ開催 3) 

 2019 年 11 月 1 日（金）、本学の社会貢献を考える機会

とするため、本学学生、教職員を対象とした SDGs（持続

可能な開発目標）をカードゲーム形式で学ぶことができ

るワークショップを開催した。講師として「2030 SDGs」

公式ファシリテーターの高橋優介氏をお招きした。人間

社会学科 2、3 年生が授業の一環として参加、また各研究

所研究員をはじめとする本学教職員に開催案内を行い、

参加を得た。 

本ワークショップは 2〜3 人のチームを一つの国と見立

て、それぞれの国の達成目標を目指しながら、他のチー

ムと協力、取引を行なっていく。自国の目標達成のため

に、経済活性化や、社会福祉の充実、環境保全等のさま

ざまな活動を行う。参加者はゲームを楽しみながら、自

分たちと地球全体の経済、環境、社会を総体的に考える

ことになる。 

「2030 SDGs」は（一社）イマココラボと（株）プロ

ジェクトデザインが開発したカードゲームで、現在企業

の研修や大学や高校の授業などでも広く導入されており、

多くの実践報告がなされている。4) 

ゲーム形式ではあるが、目的は競争ではなく、参加者

間の課題認識の共有であり、コミュニケーションに力点

が置かれている。終了後の報告では、多くの学生に SDGs

概念や考え方、課題の重要性についての理解が深まり、

加えて自分自身の行動へつなげていきたいと言及する学

生が多く見られ、教育効果の高さが実感された。地域課

題に関する教育技法として有用であることに加え、今回

は学生、教職員が混じっての参加ということもあり、多

様な世代間のコミュニケーション手法としての有用性に

ついても知見を得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12  SDGs カードゲームワークショップの様子 ① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13  SDGs カードゲームワークショップの様子 ② 
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谷口教授（建築学科、研究推進・地域連携センター長、
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図 11 「東日本リエゾンカンファレンス 2018 in 札幌」
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図 12  SDGs カードゲームワークショップの様子 ① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13  SDGs カードゲームワークショップの様子 ② 
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3-11. 遠隔会議システムを用いた自治体職員と学生の交流

（2019 年度） 

2019 年 11 月 5 日（火）、本学の機械工学科、情報工学

科、電気電子工学科の３年次科目「地域活動と社会貢献」

の授業に協力し、猿払村と UCS を利用して接続し若手職

員と学生との交流実施を行った。例年同様この授業では

「大学と地域社会〜北海道科学大学の取り組みを中心に 

〜」というテーマで講義を行う中で、遠隔会議システム 

UCS を用いて猿払村役場会議室と本学講義室を接続し、

村職員から村の情報や産業、観光や福祉をそれぞれ説明

しました。また説明後学生からは、村の高齢化率、漁業

者や農業者の数、村の観光スポット、ふるさと納税の返

礼品の種類、産業の担い手についてなどが質問され丁寧

に返答して頂いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 遠隔会議システムを用いた自治体職員と学生の 

交流（2019 年度）の様子 

 

 

3-12. 2019 年度上富良野町職員研修 3) 

 2019 年 11 月 28 日(木)、29 日(金)の 2 日間、本学と協

定を結んでいる上富良野町職員 6 名の研修を受け入れた。

この研修は 2016 年度より RINC が上富良野町と共同で実

施しているもので、今回で４回目となる。今年度から新

たな試みとして、2 日間の研修にとどまらず、事前に人間

社会学科科目「フィールドワークⅡ」と連動させて企画

した。今回のテーマは、「地域社会から考える SDGs」と

し、参加職員には事前に上富良野町を訪問した本学学生

に対して、SDGs の観点から町の特徴について説明、視察

見学、聞き取り調査をコーディネートしてもらうなど、

積極的に関与してもらった。また、3-10 で述べたワーク

ショップの地方バージョンである「SDGs de 地方創生」

を実施し、本研究所で実施している活動の有機的なつな

がりを意識したプログラムを企画した。 

1 日目は学生による上富良野町フィールドワークの報告

会や SDGs ワークショップを中心に行い、上富良野町と

SDGs の取り組みについて考えを深めた。2 日目は上富良

野町職員によるディスカッションを行い、町の将来につ

いての提言をまとめてもらった。午後に UCS を用いて上

富良野町役場と接続し、本学学生に加えて役場職員にも

町への提言を行うことで研修をまとめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 上富良野町職員研修の様子 ① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 16 上富良野町職員研修の様子 ② 

 

 終了後の総括として、改めて自分たちの町を見直すき

っかけとなった、学生に説明することで自分自身の理解

も深まった、自分も知らないことが多くあったといった、

意見が聞かれた。日常の業務を離れることで普段自分が

住む町を相対化する視点が得る機会となったと言える。

一方で今回のテーマにそってSDGsについての理解が深ま

ったという観点や、役場の仕事は限定的であり地域住民

や企業、団体等との連携をしてこそ達成できることや可

能性が多くあるということを考えたといった、行政の立

場を相対化する意見も聞かれた。昨年より導入した UCS

を用いた報告会についても、自分たちの意見を町の職員

に対して言う場があることで緊張感をもって課題に取り

組むことができたという肯定的な意見も聞かれた。 

 職員研修も４回目を迎え、毎回研修効果を高めるよう
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図 16 上富良野町職員研修の様子 ② 
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に方法論についてもブラッシュアップを行なってきたが、

一定の効果が見られていると思う。次回に留意すべき点

をいくつかあげるとするならば、以下のような点が挙げ

られるだろう。 

1）実施時期が 11月下旬ということもあり雪のためフィー

ルドワークの実施や、上富良野町からの移動に困難が

あった。 

2）2 日間の日程ではあるが、1 日目は午後から、2 日目は

14 時過ぎには終了しなければならず、実質 1 日強しか

時間が確保できない。この限られた時間で研修を実施

し、成果報告を行うことは難しい。今後もこのような

提言形式でのアウトプットを求めるならば、もう少し

研修時間が欲しいところである。 

3）UCS の使用については概ね好評を得ているが、報告者

側からの発言が中心であり、視聴者側（上富良野町側）

からの発言があまりなされない。インタラクティブな

報告会が理想であるが、それを実現するためには双方

に一定の“慣れ”が必要であることと、発言しやすいよ

うな事前準備や配信時の工夫が求められる。 

 以上のような点について検討を加え、今後の活動につ

なげていきたい。 

 

3-13. 第６回北方地域社会フォーラムの開催 5) 

当研究所は開設当初から毎年、研究所の活動テーマを

ピックアップして一般開放のフォーラムを開催してきた。

今年は 2020 年 2 月 10 日（月）16 時 30 分〜19 時 00 分

（150 分間）、本学において、「まちの当事者」をキーワー

ドに第６回北方地域社会フォーラム「宿泊の進化から考

える『まちの当事者』は誰か？」を開催した。現代の宿

泊施設の中には、昨今のまちの価値を惜しむに終わらせ

ず、多数の人々を巻き込みながら、まちの一体感と役割

連携で価値創造を行おうとするチャレンジがみられる。

当フォーラムでは、「共感・協育～当事者になる、当事者

を巻き込む～」をテーマとして、実践者よりそのことを

学び、まちの何らかの価値に誰でも当事者意識を表すこ

とのできる仕掛けについて考えることを目的に据えた。

当日の構成は、開会挨拶、趣旨説明、基調講演２題、全

体セッション、会場より質疑応答、閉会挨拶である。 

基調講演の１題目は、嶋田洋平氏（株式会社らいおん

建築事務所 代表取締役、一般社団法人日本まちやど協会 

理事）による『宿泊施設を拠点とした地域連携の最新動

向』である。嶋田氏らの北九州市における実践例や「ま

ちやど」の概念などについて約 40 分間お話をいただいた。

２題目は、岩佐十良氏（株式会社自遊人 代表取締役）に

よる『メディア型ホテル「商店街HOTEL 講 大津百町」』

である。地方の潜在的な観光資源をどのようにプロデュ

ースし、本物に対する体験や感動を伝えていくか、産業

を創造していくかについて、同じく約 40 分間お話をいた

だいた。 

全体セッション（約 40 分間）では、手稲エリアに宿泊

施設「ちょい寝ホテル札幌手稲」を開業した清田純一郎

氏（株式会社清純堂 代表取締役）と、札幌市内・近郊の

宿泊施設のブランディングや Web デザインを行う矢野奨

氏（コモノ株式会社 代表取締役）を加えて、今回のキー

ワード「まちの当事者」「共感・協育」についてディスカ

ッションした。議論の後半では、どのまちにおいても価

値創造はし得るが、その場所にある本質や何のために行

うのかという根本が共有でき、リスクを負うことのでき

る人と一緒に進めていくことが大切ではないかというま

とめがあった。また、会場からの質疑に対しても活発な

意見交換があった。 

当フォーラムでは滞在型観光の視点に着目した。この

ことは、観光・宿泊業向けの発想に留まらず、身近なま

ちの、ありふれた日常にある潜在的価値を基盤に行う

「まちづくり」に対しても、多くの気付きをもたらすも

のであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 17 第６回北方地域社会フォーラムの様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 18 RINC の facebook ページ  

（URL: https://www.facebook.com/hus.rinc/） 

 

3-14.  RINC 専用サイト・ホームページ・ブログによる情

報発信 

 当研究所では、研究・実践活動についての情報発信を

行い、またそれを呼び水に北海道での地域連携を推進し
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ていくために、2015 年 3 月に facebook ページを開設し、

活動状況の紹介を行っている。 

またさらに多くの広い層の方々に当研究所の活動状況

を知って頂くため、 2018 年 8 月 12 日に研究所独自のウ

ェブサイトを仮開設し、同年 9 月 5 日に正式に運用を開始

した。特にサイト内に研究所ブログのページを設け、積

極的な情報発信を行っている。 

図 19 RINC ウェブサイトのトップページ 

（URL: https://www.hus-rinc.org/） 

3-15. 道内地域との連携構築

大学と地域との連携・協働は、2006 年の教育基本法

（第 7 条）、2007 年の学校教育法（第 83 条）の改正をひ

とつの機として、全国で大きく進んできた 6)。それに伴い、

大学と地方自治体の連携協定等の締結数の推移は、2006

年頃にピークを迎えている 6,7)。 

 本学でも 2008 年度に「手稲区連合町内会連絡協議

会・手稲区」と地域連携協定を皮切りに、これまで約 10

の自治体との連携協定を締結してきている。これらの連

携自治体とは、公開講座・講演会開催、自治体主催イベ

ントへの協力、共催でのイベント開催、専門家派遣協力

など様々な取り組みにより緊密な連携を深めてきている。

当研究所も、必ずしも連携協定の有無に関わらないが

各地域のために、あるいは地域との協働による活動を行

ってきている。また当研究所だけではなく、他の 3 研究所、

寒地未来生活環境研究所（ IF）、寒地先端材料研究所

（LAM）、北の高齢社会アクティブライフ研究所（LAAN）

においてもぞれぞれの専門的知見を活かし、地域のため

の研究・実践活動を展開している。 

このような地域、特に自治体との連携を本学として進

めるに当たっては、そのプロセスについて次のような段

階のフェーズとして理解し、その上で推進することが重

要であると考えられる。 

（１）「探り合い」期 

先方の、例えば自治体であれば役場・役所の担当者とし

て、熱意があり信頼できる人を見つけ、連携による具体

的な事業について打ち合わせを行う。これを通して、お

互いの組織や担当者の特性について理解を深めていく。 

（２）「見極め」期 

その後のモデルケースとなるイベント等の事業を協働で

企画し、実施する。これを通して双方の担当者間の理解

や信頼を深めていく。また具体的な事業事例を作ること

によって、組織内の他の人々、あるいは外部の人々に対

して「連携事業」の具体的なイメージを伝える一助にす

ることができる。 

（３）「きずな強化」期 

モデルケース事業をもとに、さらに連携事業事例を増や

し、両組織内で連携の意義や効果について説得力を持て

るよう活動を継続して進める。

（４）「協働展開」期 

それまでの担当者以外の人々にも、連携事業への参加し

てもらい、さらに新たな事業の企画への協力者を増やし

ていく。それまでに実施してきた事業のテーマの枠から

踏み出すことができるよう、人材やアイディア創出のた

めの環境整備が、その後の展開に必要であると思われる。 

（５）「組織的継続的連携成熟」期 

自治体の役場・役所では、また大学の事務職も、ある程

度の期間で担当者が他部署に異動することが通常である。

大学教員も職務の状況により連携事業から離れてしまっ

たり、あるいは異動や退職により携わることができなる

場合もあり得る。 

連携を立ち上げ、進めていくに当たって、（１）で述べ

たように熱意と能力のある人を見つけることは必須であ

るが、一方で双方の組織とも、いつまでもその人がいる

ことに頼っている状況は健全ではないといえる。長く同

じ人が担当していると、新たなアイディアが生まれにく

く、新規の企画も実施しづらくなる。また一旦そのよう

な状況になると、周囲の人も口を出しにくくなり、悪循

環になってしまいかねないと言える。 

これを避けるためには、関係者の人としての特性を活

かしつつも、ある程度連携事業が軌道に乗ってきた段階

で、特定の人物に頼らず組織として継続していける環境

を整えるよう、それまでに推進してきた担当者自身が配

慮し準備をすべきであると考えられる。 

その上で、成熟した連携により新たな取り組みが生ま

れ、それによりさらに繋がりが強化される。この循環を

生み出すことができれば、安定して実りのある連携事業
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ていくために、2015 年 3 月に facebook ページを開設し、
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を推進することができると考えられる。 

本学における各地との連携事業は、いずれもこのプロ

セスに沿っている、あるいは沿いつつあると見受けられ

る。今後も当研究所では、本学の地域社会連携担当の部

署と協力し、より意義のある連携を進めていけるよう尽

力していきたいと考えている。

図 20 本学の地域連携プロセスモデル 

3-16. 連携推進事例

当 RINC は、3-1〜3-14 で述べたような活動を行い、よ

り地域との連携を深めている。そのことが他研究所、学

内の学部・学科、あるいは我々RINC 自身と学外組織との

連携活動の推進に繋がっている。このセクションではそ

の代表例を紹介する。 

(1) 寒地未来生活環境研究所（IF）主催のキャラバン企画

in 猿払「スマート住宅におけるウェルビーイング・

サポートサービスの開発」

− 講師 竹澤聡教授（IF所長、機械工学科）、学生2名

− 2017年 12月 15日、猿払村地域交流施設楽楽心（ラ

ラハート）にて実施

− 体験型講演、身体機能を改善・補助・拡張・再生す

ることができるサイボーグ型ロボットを用いたウェ

ルビーイングの実証試験実施。

(2) 網走市寿大学第 5 回講座「転倒を防ぐトレーニングの

科学」

− 講師 田中敏明教授（LAAN 所長、理学療法学科）

− 2018 年 6 月 13 日、網走市エコーセンター2000 にて

実施

(3) 室工大からの講義「北海道産業論 − 北海道が抱え

る課題と将来展望」配信

− 講師 北海道経済同友会顧問 横内龍三氏

− 2018 年 6 月 13 日、本学側は遠隔システム UCS で

受信

− 本学の他、北見工大、千歳科技大、道内四高専にも

配信

図 21 網走市民まなびすと講座の様子 

図 22 網走市民まなびすと講座での遠隔配信試験の様子 

(4) 公開講座「生活習慣病の予防と進行を防ぐ暮らしのコ

探り合い期
熱意・信頼できる担当者を⾒
付け繋がりを作る。

⾒極め期
具体的な事業を企画・実施し，
理解・信頼を深める。

きずな強化期
事業実施事例を積み重ね，連
携の意義・効果について両組
織内での認識を広める。

協働展開期
両組織内で連携事業への協⼒
者を増やしていく。

連携成熟期
担当者個人によらず，組織と
して継続的に連携事業を進め
ていける体制を整える。
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ツ アタマとカラダを一緒に動かす」 

− 講師 髙山望准教授（看護学科） 

 − 2018 年 11 月 28 日、遠隔会議システム UCS で猿

払・ 北科大間を接続 

 − 猿払村地域交流事業「知恵 cafe」での実施 

 

(5) 網走市民まなびすと講座「韓国語はじめの一歩教室」 

− 講師 梶谷崇教授（人間社会学科、RINC） 

 − 2019 年 3 月 2 日開催 

 − 講座の内容を同エコーセンター１階のモニターへ遠

隔コミュニケーションシステム UCS を活用して配信

する試みを実施 

 

(6) 「“科学”の仕事を学ぶ講座 in 旭川」開催 

2019 年 3 月 24 日に開催したこの講座は、会場の地元地

域で科学的専門性を活かして技術者として活躍している

本学卒業生から、将来のことを真剣に考え始めると思わ

れる年頃の子供達に実際の仕事について直接語って頂き、

さらにその仕事に関連する科学モノづくり体験に取り組

んでもらって理解を深めるという機会を提供したいとい

うねらいの企画である。 

そのため、旭川市にある東芝ホクト電子株式会社様に

ご協力頂き、開催当時同社で製品開発を行っていた田古

嶋 直樹氏に仕事解説のミニ講演を担当して頂いた。田古

嶋氏は北海道工業大学（現・北海道科学大学）の応用電

子工学科３期生で、大学院博士後期課程を修了後からこ

の会社に勤務されていた。 

講座の実施概要は次のとおりで、本学教職員、学生、

卒業生、同窓会、また現地の教育委員会、関連学協会の

北海道支部からの後援を受けて実施した。 

対象 旭川市内の小学生〜中学生 

日時 2019 年 3 月 24 日（日）、10:00 〜 12:00 過ぎ 

場所 旭川市市民活動交流センター ＣｏＣｏＤｅ 

   （旭川市宮前 1 条 3 丁目 3 番 30 号） 

主催 北海道科学大学 

共催 雪嶺会（北海道科学大学同窓会） 

協力 東芝ホクト電子株式会社 

後援 旭川市教育委員会、電気学会北海道支部、電子情

報通信学会北海道支部、応用物理学会北海道支部、

北海道工学教育協会、産学連携学会北海道支部 

実施担当 北海道科学大学 木村（尚）研究室 

    （北方地域社会研究所 地域人材育成グループ 

 および工学部 電気電子工学科） 

実施内容 

＜第 1 部＞ 技術開発の仕事紹介ミニ講義 

      講師：田古嶋 直樹氏 

     （東芝ホクト電子株式会社） 

＜第 2 部＞ LED ミニランプ工作＆プログラミング講座 

      講師：木村 尚仁教授（北海道科学大学） 

3 月 14 日（日）、9:00 に会場である CoCoDe の会議・

研修室に集合し全員で設営・準備作業、10:00 に講座開始。

今回の参加者は小学生 4 名、中学生 2 名の計 6 名であっ

た。 

 

 
図 23 「“科学”の仕事を学ぶ講座 in 旭川」 

第 1 部 ミニ講義の様子  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 24 「“科学”の仕事を学ぶ講座 in 旭川」 

第 2 部 工作・プログラミング講座の様子  

 

第一部では田古嶋氏による技術開発の仕事紹介につい

て約 30 分弱のミニ講演をお話し頂いた。第二部の前半で

は、ミニブレッド上に部品を配置し、RGB３色 LED を用

いたミニ LED ランプを作製し、工作開始から約 45 分程度

で、全員見事に完成した。続いて後半、マイコンボード

の「micro:bit」を用い、講師の実際の作業の様子をプロジ

ェクタに写して、これを真似て貰いながら皆で一緒にプ

ログラミングを進める。まずは簡単な使い方の練習とし

て、micro:bit の LED に好きな形を表示させる。そしてい

よいよ自分で作ったミニ LED ランプに接続。緑、青、赤

の色が段々と点灯して色が変化し、最後には白になって

いく制御プログラムを作成した。プログラミング開始か

ら 50 分程度で見事に全員が完成。自分が作ったミニ LED

ランプが、自分が作ったプログラムで綺麗に光りながら

色を変えていく様子を楽しんでもらった。 

今後はこれをモデルケースに、同窓会と本学の協働の

取り組みとしてシリーズ化し、他の地域でもその地に在
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隔コミュニケーションシステム UCS を活用して配信

する試みを実施 
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ェクタに写して、これを真似て貰いながら皆で一緒にプ
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よいよ自分で作ったミニ LED ランプに接続。緑、青、赤

の色が段々と点灯して色が変化し、最後には白になって
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ら 50 分程度で見事に全員が完成。自分が作ったミニ LED
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住の同窓生の方にご協力頂き、分野に限らず開催してい

きたいと考えている。 

(7) 出前授業「ペットボトルと風船で空気砲をつくろう」

− 講師 松﨑博季教授（情報工学科）、学生 1 名

− 2019 年 7 月 22 日、上富良野小学校２年生対象

(8) 出前授業「綱引きの力学」

− 講師 春名弘一講師（理学療法学科）、学生 9 名

− 2019 年 8 月 30 日、上富良野小学校 3 年生対象

(9) いしずえ大学 講演会「栄養は健康長寿のカギ」

− 講師 大内潤子准教授（看護学科）

− 2019 年 10 月 16 日、上富良野町・社会教育総合セ

ンターにて開催

(10) 「第 43 回明るいまちづくり住民大会」講演

− 講師 濱谷雅弘教授（人間社会学科、RINC）

− 2019 年 9 月 25 日、幕別町札内支所(札内コミュニテ

ィプラザ)にて

(11) 第 5 回上富良野町まちづくりフォーラム

「かみふっていいな…♥」コーディネーター参加

− コーデネータ 濱谷雅弘教授（人間社会学科、

RINC）

− 2020 年 2 月 13 日開催

図 25 地域共創プログラミングワークショップ 

網走会場の様子 

(12) 地域共創プログラミングワークショップの実施

RINC の人材育成グループでは、我々が中心となって

「クラウドキャンパス」プロジェクトを組織し、北海道

全域を仮想的なキャンパスに見立て、北海道一体となっ

て地域の活性化、イノベーションに取り組んでいけるよ

うな人材育成に取り組むことをめざしての活動を進めて

いる。我々がこれまでに実施してきた科学啓発活動の経

験と実績をもとにして、 STEAM（Science, Technology, 

Engineering, Art, Mathematics）教育をベースとした地域

の方々との「共育」により、誰も取り残さない創造的な

学びの場を、ICT を活用しながら道内すべての人に届ける

環境整備を進めていくというプロジェクトである。2018

年度に前段の活動を開始、2019 年度には本法人の組織横

断型の活動をサポートすると謳っている＋ＰＩＴにも採

択されたテーマのひとつとして進めてきた。 

図 26 地域共創プログラミングワークショップ 

猿払会場の様子 

図 27 地域共創プログラミングワークショップ 

札幌会場の様子 

「地域共創プログラミングワークショップ」は、この

プロジェクトでこれからのモデルケースとなるメインの

企画である。このワークショップは第１ステージと第２

ステージの２部で構成され、第１ステージでは網走

（2019/12/1）、猿払（2019/12/7）、札幌（2020/2/8）にお

いて、小学生とその地の魅力をピックアップし、Scratch

を使ってそれを紹介するクイズゲームを作った。各地の

実施に当たっては、網走と猿払では現地の教育委員会、

また網走では現地の高校生ボランティアにも協力を頂き、

また本学学生にアシスタントとして参加してもらい、

様々な立場からの協力を得て実施することができた。参

加の子供達には、どの会場でも高い満足度を感じて貰え

たことを、参加者アンケートでも確認している。 

第２ステージでは、我々がこれまで取り組んできた、
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住の同窓生の方にご協力頂き、分野に限らず開催してい

きたいと考えている。 
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− 講師 松﨑博季教授（情報工学科）、学生 1 名

− 2019 年 7 月 22 日、上富良野小学校２年生対象
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− 講師 春名弘一講師（理学療法学科）、学生 9 名

− 2019 年 8 月 30 日、上富良野小学校 3 年生対象
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− 講師 大内潤子准教授（看護学科）

− 2019 年 10 月 16 日、上富良野町・社会教育総合セ

ンターにて開催
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− 講師 濱谷雅弘教授（人間社会学科、RINC）
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ィプラザ)にて

(11) 第 5 回上富良野町まちづくりフォーラム

「かみふっていいな…♥」コーディネーター参加

− コーデネータ 濱谷雅弘教授（人間社会学科、

RINC）

− 2020 年 2 月 13 日開催
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網走会場の様子 

(12) 地域共創プログラミングワークショップの実施

RINC の人材育成グループでは、我々が中心となって

「クラウドキャンパス」プロジェクトを組織し、北海道

全域を仮想的なキャンパスに見立て、北海道一体となっ

て地域の活性化、イノベーションに取り組んでいけるよ

うな人材育成に取り組むことをめざしての活動を進めて

いる。我々がこれまでに実施してきた科学啓発活動の経

験と実績をもとにして、 STEAM（Science, Technology, 

Engineering, Art, Mathematics）教育をベースとした地域

の方々との「共育」により、誰も取り残さない創造的な

学びの場を、ICT を活用しながら道内すべての人に届ける

環境整備を進めていくというプロジェクトである。2018

年度に前段の活動を開始、2019 年度には本法人の組織横

断型の活動をサポートすると謳っている＋ＰＩＴにも採

択されたテーマのひとつとして進めてきた。 

図 26 地域共創プログラミングワークショップ 

猿払会場の様子 

図 27 地域共創プログラミングワークショップ 

札幌会場の様子 

「地域共創プログラミングワークショップ」は、この

プロジェクトでこれからのモデルケースとなるメインの

企画である。このワークショップは第１ステージと第２

ステージの２部で構成され、第１ステージでは網走

（2019/12/1）、猿払（2019/12/7）、札幌（2020/2/8）にお

いて、小学生とその地の魅力をピックアップし、Scratch

を使ってそれを紹介するクイズゲームを作った。各地の

実施に当たっては、網走と猿払では現地の教育委員会、

また網走では現地の高校生ボランティアにも協力を頂き、

また本学学生にアシスタントとして参加してもらい、

様々な立場からの協力を得て実施することができた。参

加の子供達には、どの会場でも高い満足度を感じて貰え

たことを、参加者アンケートでも確認している。 

第２ステージでは、我々がこれまで取り組んできた、
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遠隔コミュニケーションシステム UCS を使っての講座の

実績 8,9)を基に、2020/3/7（土）に各地を UCS を使って繋

ぎ、リアルタイムでお互いのクイズゲームを紹介しあっ

て交流を行う予定であった。これは新型コロナウイルス

感染拡大防止対策のため一旦中止とした。できれば次年

度 4 月には、再度開催することを検討している。 

４．まとめ 

この事業を通して我々は北海道内の地域課題の把握と、

道内の組織、関係者との連携の強化、および拡大への取

り組みを進め、実績を挙げてきたとてきたと考えている。

特に広大な北海道における連携推進のためには ICTの活用

が不可欠であり、その活用のための方法についても経験

を積むことができた。 

これまでに我々が得てきた地域連携に関する知見を基

に、今後さらに課題を掘り下げ、学内外との連携の強化

を図り、研究・実践活動を進めて行きたいと考えている。 

参考文献 
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2 0 1 8年 月 日

大学改革推進室

私私立立大大学学研研究究ブブラランンデディィンンググ事事業業

2 0 1 7年度 年度報告（ブランディング部門）概要

■■本本学学ブブラランンドドビビジジョョンン：：「「基基盤盤能能力力とと専専門門性性をを併併せせ持持つつ人人材材をを育育成成しし、、地地域域とと共共にに発発展展・・成成長長すするる北北海海道道 １１のの実実

学学系系総総合合大大学学」」をを実実現現すするるたためめにに北北国国高高齢齢社社会会のの生生活活カカウウンンセセララーー（（北北国国生生活活環環境境科科学学拠拠点点））をを形形成成すするる

● 北海道で働きたい受験生が入学し、北海道で職を得られる学生が増えるとともに、現在、人手不足である技術系や

医療系の人材を多数輩出できること

● 地域に対応した新たな技術開発や地域振興に影響を与え、北海道の企業活性化や生産基盤の活性化に寄与できる

こと

● 各地域で抱えている諸問題（特に冬期間の生活における問題）の解決に寄与できるとともに、連携研究所等との研

究が促進され多くの成果が得られること

● 地域への誇りが醸成され、地域活性化が図られるとともに、地域住民一人一人が自己の知を磨きながら豊かな生活

を送ることができるようになること

■■各各セセンンタターー事事業業（（業業務務）） 評評価価

☞☞学学生生支支援援セセンンタターー：：（（設設定定目目標標））北北海海道道ののトトッッププ技技術術者者・・技技能能者者をを育育成成すするる大大学学

・上記の目標のもとに、「退学・除籍・留年者の抑制」で大きな成果が得られている。

・「地域ボランティアセンター」「保健管理センター」を設置または設置予定、「奨学金制度」も検討され、学生サポ

ート業務は大変評価できる。

・特に「学生ボランティアセンター」での活動は地域からの要望に応える内容を含んでおり、学生の社会的活動を

支援する試みと考えられ高く評価できる。また地域町内会とも連携しながら学生を育む事業を実施しており、本

事業に合致させながら業務を行っている。

・教育内容や卒業生に関する質保証の観点からの事業の充実とその対外的広報が期待される。

☞☞就就職職支支援援セセンンタターー：：（（設設定定目目標標））キキャャリリアア支支援援体体制制のの充充実実おおよよびび地地域域企企業業ととのの情情報報交交換換をを行行うう場場をを持持ちちななががらら学学生生

ののよよりり良良きき就就職職をを目目指指すす

・多彩な事業を展開している。特に北海道中小企業家同友会や石狩振興局との就活行事共同開催など、北海道内に

就職を促すような業務は本事業に適しており、大変評価できる。

・授業内（キャリアデザインⅠ・Ⅱ、ビジネススキルなど）でも、就職意識を高めており評価できるが、本事業と

合致させた内容を含む形で実行されることが期待される。

・地元企業からの求人へのさらなる対応を検討する必要があるとともに、継続事業の見直しと新たな事業の展開が

必要である。

・ ＋への対応として、道内就職率向上のための事業が期待される。

・卒業生に関する情報収集や地域企業から教育内容や卒業生の特徴について建設的な意見をいただく機会を定期的

に設けるなどの事業が期待される。

手段 指標 目標

ｱｸｾｽ回数 871,369件 897,510 924,435 952,168
出典回数 433回 446 459 473

ツイッター ﾌｫﾛﾜｰ 1,530人 1,576 1,623 1,672
新聞・広告 出典回数 101回 104 107 110
ＴＶ・ラジオ 出演回数 30回 31 32 33

71 78 85
4 6 8

大学見学会 83回 90 95 100
大学見学会 － 10% 15% 20%

－ 10% 15% 20%
－ 15% 20% 25%

協議会 － 20% 30% 40%
ｵｰﾌﾟﾝｷｬﾝﾊﾟｽ 3,708人 3,800 3,930 4,040
進学相談会 4,252人 4,380 4,500 4,640
技術移転展示会 450人 450 500 540

大学見学会 32回 35 40 50
志願者数 5,902人 7,500 7,650 7,800
道内就職率 度合 50.0% 55% 60% 65%

件数 118件 130 140 153
金額 118百万円 130 142 154

学術論文執筆 件数 132件 145 158 172

外部資金受入

ｱﾝｹｰﾄ
ﾋｱﾘﾝｸﾞ

人数大学
魅力度

研究
促進力

認知
度主観
価

セミナー・
公開講座

目標 目標

特設

実施
回数

情報
発信力

構築

構築

構築

調整

発信

発信

発信

発信

発信

実施

随時、調整実施

実施

各教員・研究所受入

各教員・研究所受入

入学試験

実施

実施

実施

全学対応型

指導適宜、セミナー実施

3,5332,524人セミナー・
公開講座

71件セミナー・
公開講座

3,028 3,281

研究所対応型

研究所対応型

研究所対応型
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2 0 1 8年 月 日

大学改革推進室

私私立立大大学学研研究究ブブラランンデディィンンググ事事業業

2 0 1 7年度 年度報告（ブランディング部門）概要

■■本本学学ブブラランンドドビビジジョョンン：：「「基基盤盤能能力力とと専専門門性性をを併併せせ持持つつ人人材材をを育育成成しし、、地地域域とと共共にに発発展展・・成成長長すするる北北海海道道 １１のの実実

学学系系総総合合大大学学」」をを実実現現すするるたためめにに北北国国高高齢齢社社会会のの生生活活カカウウンンセセララーー（（北北国国生生活活環環境境科科学学拠拠点点））をを形形成成すするる

● 北海道で働きたい受験生が入学し、北海道で職を得られる学生が増えるとともに、現在、人手不足である技術系や

医療系の人材を多数輩出できること

● 地域に対応した新たな技術開発や地域振興に影響を与え、北海道の企業活性化や生産基盤の活性化に寄与できる

こと

● 各地域で抱えている諸問題（特に冬期間の生活における問題）の解決に寄与できるとともに、連携研究所等との研

究が促進され多くの成果が得られること

● 地域への誇りが醸成され、地域活性化が図られるとともに、地域住民一人一人が自己の知を磨きながら豊かな生活

を送ることができるようになること

■■各各セセンンタターー事事業業（（業業務務）） 評評価価

☞☞学学生生支支援援セセンンタターー：：（（設設定定目目標標））北北海海道道ののトトッッププ技技術術者者・・技技能能者者をを育育成成すするる大大学学

・上記の目標のもとに、「退学・除籍・留年者の抑制」で大きな成果が得られている。

・「地域ボランティアセンター」「保健管理センター」を設置または設置予定、「奨学金制度」も検討され、学生サポ

ート業務は大変評価できる。

・特に「学生ボランティアセンター」での活動は地域からの要望に応える内容を含んでおり、学生の社会的活動を

支援する試みと考えられ高く評価できる。また地域町内会とも連携しながら学生を育む事業を実施しており、本

事業に合致させながら業務を行っている。

・教育内容や卒業生に関する質保証の観点からの事業の充実とその対外的広報が期待される。

☞☞就就職職支支援援セセンンタターー：：（（設設定定目目標標））キキャャリリアア支支援援体体制制のの充充実実おおよよびび地地域域企企業業ととのの情情報報交交換換をを行行うう場場をを持持ちちななががらら学学生生

ののよよりり良良きき就就職職をを目目指指すす

・多彩な事業を展開している。特に北海道中小企業家同友会や石狩振興局との就活行事共同開催など、北海道内に

就職を促すような業務は本事業に適しており、大変評価できる。

・授業内（キャリアデザインⅠ・Ⅱ、ビジネススキルなど）でも、就職意識を高めており評価できるが、本事業と

合致させた内容を含む形で実行されることが期待される。

・地元企業からの求人へのさらなる対応を検討する必要があるとともに、継続事業の見直しと新たな事業の展開が

必要である。

・ ＋への対応として、道内就職率向上のための事業が期待される。

・卒業生に関する情報収集や地域企業から教育内容や卒業生の特徴について建設的な意見をいただく機会を定期的

に設けるなどの事業が期待される。

手段 指標 目標

ｱｸｾｽ回数 871,369件 897,510 924,435 952,168
出典回数 433回 446 459 473

ツイッター ﾌｫﾛﾜｰ 1,530人 1,576 1,623 1,672
新聞・広告 出典回数 101回 104 107 110
ＴＶ・ラジオ 出演回数 30回 31 32 33

71 78 85
4 6 8

大学見学会 83回 90 95 100
大学見学会 － 10% 15% 20%

－ 10% 15% 20%
－ 15% 20% 25%

協議会 － 20% 30% 40%
ｵｰﾌﾟﾝｷｬﾝﾊﾟｽ 3,708人 3,800 3,930 4,040
進学相談会 4,252人 4,380 4,500 4,640
技術移転展示会 450人 450 500 540

大学見学会 32回 35 40 50
志願者数 5,902人 7,500 7,650 7,800
道内就職率 度合 50.0% 55% 60% 65%

件数 118件 130 140 153
金額 118百万円 130 142 154

学術論文執筆 件数 132件 145 158 172

外部資金受入

ｱﾝｹｰﾄ
ﾋｱﾘﾝｸﾞ

人数大学
魅力度

研究
促進力

認知
度主観
価

セミナー・
公開講座

目標 目標

特設

実施
回数

情報
発信力

構築

構築

構築

調整

発信

発信

発信

発信

発信

実施

随時、調整実施

実施

各教員・研究所受入

各教員・研究所受入

入学試験

実施

実施

実施

全学対応型

指導適宜、セミナー実施

3,5332,524人セミナー・
公開講座

71件セミナー・
公開講座

3,028 3,281

研究所対応型

研究所対応型

研究所対応型
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☞☞入入試試広広報報セセンンタターー：：（（設設定定目目標標））積積雪雪寒寒冷冷地地域域のの技技術術・・技技能能がが最最先先端端でで学学べべるる大大学学

・大学活動に対する広報については増加しており、改善の成果が現れている。

・入試業務も、目指した学生を獲得しようとしている状況であり評価できる。ただしそれらが結果として現れてい

ない部分もあり改善の余地がある。

・業務内容・量とも多彩であり、見直すべき業務があるかどうかの検討も必要である。

・開学 周年記念事業の行事により、今年度は対外的な広報が活発に行えた。今後の継続性を考えた事業が必要

である。

・建学の精神に基づいたアドミッション・ポリシーのチェックが期待される。

・広報事業の効果について、定量的な指標を用いた評価の継続が期待される。

☞☞地地域域連連携携推推進進セセンンタターー：：（（設設定定目目標標））積積雪雪寒寒冷冷地地域域でで安安心心・・安安全全にに暮暮ららせせるるよよううににササポポーートトすするる大大学学、、積積雪雪寒寒冷冷地地

域域のの生生活活支支援援ににつついいてて技技術術・・技技能能をを提提供供ででききるる大大学学

・各種事業内容は随時見直しながら進められているが、計画段階で想定した成果が得られていないもの（たとえ

ば、科研費申請状況・公開講座・自治体との地域連携の実施内容等）もあり、それらは改善の余地がある。

・この期間内で実施しながら改善している事業（たとえば、技術移転イベント等）があり、それらは評価できる。

・研究広報は少しずつであるが成果（学外からの視察等）が得られてきており、評価できる。

・業務が膨大となっており、本質的な業務に集中するために他センターとの調整が期待される。

・研究・地域連携には研究所での活動の他に学部・学科の協力が欠かせない。学部長、学科長に積極的に行動して

いただけるように働きかけが期待される。

☞☞学学術術情情報報セセンンタターー：：（（設設定定目目標標））図図書書関関連連資資料料のの提提供供及及びび研研究究関関連連のの発発信信、、ネネッットトワワーーククシシスステテムム維維持持管管理理及及びび技技

術術的的ササポポーートトをを行行いい、、教教育育研研究究活活動動にに貢貢献献すするる

・目標設定が的確であり、その目標に向かって事業（業務）を遂行している。

・研究紀要の今後のあり方について検討されているが、申込数が減少しており発行の回数（年１回）の見直し等も

含めて要検討事項である。また、研究内容もブランディングに即した内容で応募させるなどの検討が必要である。

・研究紀要に関し、発行とその内容について、内外への周知が必要と考えられえる（ウェブへの掲載など）。

・研究教育活動情報広場について実行は評価に値するが、その有効性について検討が必要である。

・学生の図書等の利用、学習室の利用について改善されており評価できる。

・教育における 活用に対して、継続的な技術調査と積極的な事業提案が期待される。

・図書館の活用に関して、継続的な調査と積極的な事業提案が期待される。

☞☞全全体体をを通通ししてて

・中長期事業達成目標との関連性

現在進行している事業計画は、達成目標に対して の項目がありそれぞれ長期目標、中期目標が設定されてい

る。各センターの事業計画はこれら目標と照らし合わせる必要があると思われる。

・自己点検評価委員会との関連性

自己点検評価委員会では、年度末に各センターに対して自己評価レポートの作成を求めている。自己点検評価書

に記載の将来計画の進捗を記載するものだが、今回のチェックシートと関連を持たせることが望ましい。

・ブランド委員会との関連性

今後設定される各種 と関連して、目標値の見直しが必要な場合があり得る。
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☞☞入入試試広広報報セセンンタターー：：（（設設定定目目標標））積積雪雪寒寒冷冷地地域域のの技技術術・・技技能能がが最最先先端端でで学学べべるる大大学学

・大学活動に対する広報については増加しており、改善の成果が現れている。

・入試業務も、目指した学生を獲得しようとしている状況であり評価できる。ただしそれらが結果として現れてい

ない部分もあり改善の余地がある。

・業務内容・量とも多彩であり、見直すべき業務があるかどうかの検討も必要である。
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☞☞地地域域連連携携推推進進セセンンタターー：：（（設設定定目目標標））積積雪雪寒寒冷冷地地域域でで安安心心・・安安全全にに暮暮ららせせるるよよううににササポポーートトすするる大大学学、、積積雪雪寒寒冷冷地地
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2018年3月7日 

研究推進委員会 

  

22001177年年度度  研研究究ブブラランンデディィンンググ事事業業評評価価【【研研究究部部門門（（研研究究推推進進委委員員会会））】】  

 
■■  本本事事業業でではは、、高高齢齢者者やや障障ががいいををももつつ方方ををははじじめめ、、北北国国でで暮暮ららすす人人々々のの生生活活のの質質をを向向上上ささせせるるたためめにに様様々々なな

取取りり組組みみをを行行いい、、「「北北国国高高齢齢社社会会のの生生活活カカウウンンセセララーー（（北北国国生生活活環環境境科科学学拠拠点点））」」ととししてて、、北北国国のの暮暮ららししをを豊豊

かかににすするる研研究究・・開開発発をを行行うう。。  

  

■■  初初年年度度のの主主たたるる33研研究究テテーーママはは下下記記ののととおおりりでであありり、、初初年年度度ににおおいいててははそそれれぞぞれれ基基礎礎的的研研究究のの遂遂行行等等をを目目標標

ととすするる。。ままたた、、ここのの33つつのの研研究究をを主主軸軸ととしし、、ここれれららにに関関連連すするるテテーーママ及及びび本本学学ののブブラランンデディィンンググ戦戦略略にに関関わわるる

「「北北国国型型研研究究」」もも遂遂行行ささせせ、、成成果果・・評評価価をを高高めめるる。。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■■  各各研研究究のの進進捗捗状状況況・・評評価価  

ⅠⅠ．．ススママーートト住住宅宅ににおおけけるるウウェェルルビビーーイインンググ・・ササポポーートトササーービビススのの開開発発（（寒寒地地未未来来生生活活環環境境研研究究所所（（IIFF））：：竹竹澤澤所所長長））  

①季節変化のなかで、疾病や障害などを持ち健康になんらかの不安とともに在宅生活している高齢者を対象に、健 

康を維持しながら暮らし続けるためサポートシステムを検討した。 

②ロボットスーツHAL下肢タイプ福祉用を用いたウェルビーイングの実証試験を実施するための可能性を探るため、 

猿払村にて体験型講演を実施し、スマート住宅のためのロボット支援のあり方について知見を得た。 

③住宅・建築の省エネルギー関連の話題に関するセミナー開催、「札幌型環境・エネルギー技術開発支援事業」に参 

画、室蘭市及び苫小牧市内の2件のモデルハウスにおいて今回開発したシステムを実装し、冷房時及び暖房時の省 

エネルギー性能、室内温熱環境の実測評価を行った（CFDシミュレーション結果との比較検討も行った）。 

  

ⅡⅡ．．積積雪雪寒寒冷冷地地域域生生活活ををササポポーートトすするる医医療療用用装装具具のの安安全全性性・・耐耐久久性性のの向向上上（（寒寒地地先先端端材材料料研研究究所所（（LLAAMM））：：見見山山所所長長））  

北海道内でのサンプルの低温曝露方法の検討及び実施及びサンプルの機械特性の評価方法の確立及び評価、国立極 

地研究所に依頼するサンプルの決定、吸引成形機の設計と製作、サンプルの内部構造の評価方法の確立を実施した。

その結果、 

①装具製作条件（特に冷却方法）が、装具の耐久性に影響を与える可能性があること、 

②サンプルの機械特性の低温暴露の影響について、定量的で再現性のある結果を得るには、小型環境試験機による実 

験がより望ましいこと、 

③低温・常温の繰り返し負荷の影響については、定量的で再現性のある結果を得るだけでなく、熱サイクルの加速試 

験が可能な冷熱衝撃試験機による実験がより望ましいこと、を示唆した。 

第３章　自己点検評価及び外部評価 
　 第１節　自己点検評価 
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ⅢⅢ．．ククララウウドド型型遠遠隔隔ヘヘルルススリリハハビビリリテテーーシショョンンシシスステテムムのの開開発発  

（（北北のの高高齢齢社社会会アアククテティィブブラライイフフ研研究究所所（（LLAAAANN））：：田田中中所所長長））  

①高齢者の介護予防におけるリハビリテーション評価に関して検討するため、地域の自主体操グループを調査し、被 

験者の8割以上が軽度認知を認め、継続的な調査支援の必要性などを示唆した。 

②地域在住高齢者の健康状況及び運動機能の実態を調査し、高血圧、高脂血症、糖尿病での通院者が上位を占めてお 

り、要介護状況になる要因の一つである脳血管疾患の危険因子で治療中の参加者が存在していこと、また、転倒リ 

スク要因である筋骨格系の病気で通院中の割合が2番目に多かったことなどを示唆した。 

③積雪寒冷地である札幌市手稲区在住の高齢者を対象に、夏季と冬季のQOLと身体活動量の変化との関連性について 

調査を実施し、後期高齢者で冬季のQOLの有意な低下、身体活動量の低下傾向、健康状態との関連性などを示唆した。 

 

以上より、高齢者のための遠隔でのヘルスリハビリシステムの仕様としては、認知機能を含めた立位バランス、歩 

行支援に関わる下肢筋力の検査訓練を可能とするシステム構成を目指す。 

 

ⅣⅣ．．３３つつのの研研究究でで開開発発さされれるる技技術術のの適適合合地地域域のの検検討討とと３３研研究究ののメメソソッッドドをを構構築築  

（（北北方方地地域域社社会会研研究究所所（（RRIINNCC））：：木木村村所所長長））  

北国の豊かな生活環境を創出するため、かつ、北国の生活環境科学拠点を構築するために、各種データを用いて北

海道内の地域特性を明らかにし、他3研究所で開発される技術の適合地域を検討するとともに3研究所の研究を推進

し、またそのためのメソッドを構築において、 

①地域の課題把握と取り組み事例の調査のため「道東鉄道の視察」「道南いさりび鉄道及び函館コミュニティプラザ

「Gスクエア」等を視察」「山形鉄道本社、フラワー長井線及び長井市内を視察」を実施した。 

②本学と道内外の様々な地域との連携を具体的に進めるためのツールとなる遠隔会議システムUCSについて、猿払

村役場職員と学生の交流を実施した。 

以上の事業実績を基に、今後はさらに道内各自治体との連携、またそのためのUCSを活用した協働環境の整備を進め

ていく。 

 

☞☞  各各研研究究テテーーママととももデデーータタのの収収集集やや評評価価手手法法のの準準備備ななどど、、大大凡凡順順調調にに進進んんででいいるる。。次次年年度度にに向向けけててささららななるる成成果果をを

期期待待ししたたいい。。  

☞☞  メメソソッッドドのの構構築築ににつついいてて、、３３つつのの研研究究テテーーママををどどののよよううにに地地域域にに落落ととししここんんででいいくくかかのの検検討討ととそそのの手手法法論論をを示示すす

必必要要ががあありり、、ここれれかかららのの研研究究連連携携がが期期待待さされれるる。。 
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2019 年4月2 日
大学改革推進室

22001188年年度度 研研究究ブブラランンデディィンンググ事事業業評評価価【【各各セセンンタターー （（平平成成   年年   月月～～平平成成   年年 月月））】】

■■本本学学ブブラランンドドビビジジョョンン：：「「基基盤盤能能力力とと専専門門性性をを併併せせ持持つつ人人材材をを育育成成しし、、地地域域とと共共にに発発展展・・成成長長すするる北北海海道道 １１のの実実

学学系系総総合合大大学学」」をを実実現現すするるたためめにに北北国国高高齢齢社社会会のの生生活活カカウウンンセセララーー（（北北国国生生活活環環境境科科学学拠拠点点））をを形形成成すするる

● 北海道で働きたい受験生が入学し、北海道で職を得られる学生が増えるとともに、現在、人手不足である技術系や医療系の人材を多数

輩出できること

● 地域に対応した新たな技術開発や地域振興に影響を与え、北海道の企業活性化や生産基盤の活性化に寄与できること

● 各地域で抱えている諸問題（特に冬期間の生活における問題）の解決に寄与できるとともに、連携研究所等との研究が促進され多く

の成果が得られること

● 地域への誇りが醸成され、地域活性化が図られるとともに、地域住民一人一人が自己の知を磨きながら豊かな生活を送ることができ

るようになること

■■各各セセンンタターー事事業業（（業業務務）） 評評価価

☞☞学学生生支支援援セセンンタターー：：（（設設定定目目標標））北北海海道道ののトトッッププ技技術術者者・・技技能能者者をを育育成成すするる大大学学

・・「教育力の向上、カリキュラム検討、シラバス検討」は を回す体制が確立されつつある。また、前回の評

価で指摘した、「目標（トップ技術者・技能者の育成）との関連性を明確にした取組」についても教育改善の

で ポリシーを見据えた取り組みが行われている。今後も自己点検・評価委員会、自己点検 委員会と協働し、

より実効性のある取組とその評価が成されるよう期待したい。

・奨学金制度の検討や課外活動支援については、大学統合などの影響も特段なく、着実に 活動が遂行されて

いると評価できる。

・同センターの活動は、教育機関としての本学の最重要業務を担っており、教育内容や輩出する人材の質保証の観

点での具体的な 活動が期待されることから、より具体的な検討が期待される。退学者・除籍・留年者の抑

制、課外活動支援、夢プロジェクトなどについては対前年の成果を前提とした行動計画がなされており評価でき

る。

・今後より一層、教育内容や輩出する人材の質保証の観点での具体的な 活動が重要となることから、より具

体的な検討が期待される。

☞☞保保健健管管理理セセンンタターー：：（（設設定定目目標標））北北海海道道ののトトッッププ技技術術者者・・技技能能者者をを育育成成すするる大大学学

・抗体検査結果の取り扱いについて優先的に取り組まれた。喫緊の課題を優先するのは当然である。今年度で抗体

検査結果の管理システムの見通しがたったとのことであるので、次年度はシステムの運営について改めて

サイクルを検討し、実行に移していただきたい。今年度先送りした、教職員の健康管理のあり方については次年

度に取り組まれることを期待する。

・防煙・禁煙教育の推進についてはアンケート調査や吸殻拾いボランティア活動に取り組まれた。アンケート結果

は今後有効に活用されたい。学生の喫煙率も年々減少傾向にあり取り組みの効果が表れているのではないか。継

手段 指標 目標

ｱｸｾｽ回数 871,369件 897,510 924,435 952,168
出典回数 433回 446 459 473

ツイッター ﾌｫﾛﾜｰ 1,530人 1,576 1,623 1,672
新聞・広告 出典回数 101回 104 107 110
ＴＶ・ラジオ 出演回数 30回 31 32 33

71 78 85
4 6 8

大学見学会 83回 90 95 100
大学見学会 － 10% 15% 20%

－ 10% 15% 20%
－ 15% 20% 25%

協議会 － 20% 30% 40%
ｵｰﾌﾟﾝｷｬﾝﾊﾟｽ 3,708人 3,800 3,930 4,040
進学相談会 4,252人 4,380 4,500 4,640
技術移転展示会 450人 450 500 540

大学見学会 32回 35 40 50
志願者数 5,902人 7,500 7,650 7,800
道内就職率 度合 50.0% 55% 60% 65%

件数 118件 130 140 153
金額 118百万円 130 142 154

学術論文執筆 件数 132件 145 158 172

外部資金受入

ｱﾝｹｰﾄ
ﾋｱﾘﾝｸﾞ

人数大学
魅力度

研究
促進力

認知
度主観
価

セミナー・
公開講座

目標 目標

特設

実施
回数

情報
発信力

構築

構築

構築

調整

発信

発信

発信

発信

発信

実施

随時、調整実施

実施

各教員・研究所受入

各教員・研究所受入

入学試験

実施

実施

実施

全学対応型

指導適宜、セミナー実施

3,5332,524人セミナー・
公開講座

71件セミナー・
公開講座

3,028 3,281

研究所対応型

研究所対応型

研究所対応型
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続して取り組まれることを期待する。

☞☞就就職職支支援援セセンンタターー：：（（設設定定目目標標））キキャャリリアア支支援援体体制制のの充充実実おおよよびび地地域域企企業業ととのの情情報報交交換換をを行行うう場場をを持持ちちななががらら学学生生

ののよよりり良良きき就就職職をを目目指指すす

・引き続き多彩な事業を展開しており、特に北海道中小企業家同友会や石狩振興局との就活行事共同開催など、北

海道内に就職を促すような業務は本事業に適していることからも、大変評価できる。

・新たな取り組みとして、各商工会議所や中小企業家同友会との連携関係を活用した、地域企業に対する卒業研究

発表会への見学の企画を実施したことは大変評価できる。今後これを全学的行事としていくことが期待される。

・ステップアップ講座を目的別に４つに分けて実施したことは評価できるが、各回の参加者が 名前後であり、今

後参加者数を増加させていくための学生への周知方法について、就職支援センターの主体的な工夫が望まれる。

・インターンシップ事業については、Ａ 改善 欄に記載のとおり、多くの低学年学生が就業体験を通じたキャリア

意識を醸成できるよう、引き続き就職支援センターの主体的なコーディネートが求められる。

・キャリア教育連携について、着実に連携締結企業が増加するなど、企業と本学との信頼関係の構築が継続的に実

施されており、大変評価できる。今後も様々な事業において、企業や北海道中小企業家同友会などの団体との良

好な関係を構築していくことが期待される。

・設定目標を評価する指標（道内就職率）以外にも、「より良き就職」を測るための施策検討が引き続き望まれる。

☞☞入入試試広広報報セセンンタターー：：（（設設定定目目標標））積積雪雪寒寒冷冷地地域域でで安安心心・・安安全全にに暮暮ららせせるるよよううににササポポーートトすするる大大学学、、積積雪雪寒寒冷冷地地域域のの

生生活活支支援援ににつついいてて技技術術・・技技能能をを提提供供ででききるる大大学学

・前回の指摘に対する改善がなされていることは評価できる。

・ （チェック）欄にこれまでの実績（数値）が追記されており、概ね目標が達成されている。

・次年度の課題として、新入試制度に基づくアドミッション・ポリシーに改正するためには、この サイクル表

に「建学の精神に基づいたアドミッション・ポリシーとなっているか、アドミッション・ポリシーに合致した入

学生を受け入れしているか」を検証することを項目だてして、年間を通じて確認する必要がある。

☞☞研研究究推推進進・・地地域域連連携携セセンンタターー：：（（設設定定目目標標））積積雪雪寒寒冷冷地地域域でで安安心心・・安安全全にに暮暮ららせせるるよよううににササポポーートトすするる大大学学、、積積雪雪

寒寒冷冷地地域域のの生生活活支支援援ににつついいてて技技術術・・技技能能をを提提供供ででききるる大大学学

・科研費学内説明会の参加者数が前年比で 程増加，カケンの窓口利用が 件増加したことは大変評価できる。

外部講師の選定，開催時期，案内方法が適切であったと考えられる。ただし，科研費申請率は前年同であり，申

請率の増加に繋がる対応を引き続き検討いただきたい。

・外部資金獲得のための学内説明会，情報発信（メルマガ等）を計画通りに実施しており評価できる。但し獲得促

進を図ったノーステック財団助成事業の採択率が低いため（ 件），主な助成事業に対しては科研費のような

サポート体制の充実が望まれる。

・申請数増，研究成果増，研究ブランディング事業に関連する研究のサポート等を目的に，競争的研究費の公募要

領を見直したことは評価できる。ただし，申請数が減少しており，案内方法等を工夫する必要がある。

・研究ブランディング事業に関連する技術移転イベントに計画どおりに出展しており評価できる。産学連携を目的

とする出展に関しては，その成果について追跡調査する必要性を議論されたい。

・地域連携事業および公開講座が計画回数以上に開催されており評価できる。

・職員の職能開発を目的に各種研修会に積極的に参加していることは評価できる。

・業務効率化のための業務選定と人員検討については、まず研究推進・地域連携センターにおける運営方針や中長

期の目標・重点施策を検討されたい。

☞☞学学術術情情報報セセンンタターー：：（（設設定定目目標標））図図書書関関連連資資料料のの提提供供及及びび研研究究関関連連のの発発信信、、ネネッットトワワーーククシシスステテムム維維持持管管理理及及びび技技

術術的的ササポポーートトをを行行いい、、教教育育研研究究活活動動にに貢貢献献すするる

・図書館ひろばの利活用について、飲食を可能としたグループでの学習・展示エリアを設けることは本学学生や地

域住民の方の利活用の場として期待される。今後は利用状況などの調査が必要になると思われる。

・今年度より研究紀要を年 回の発行に変更されたが、前年度より 編減であった。今後の掲載数の向上について

期待される。

・新たな無線 認証である の導入により、ネットワークの改善を図り、利用者の利便性向上の改善を図

られていることは大変評価できる。しかし、設定目標であるネットワークシステム維持については、将来的にど
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続して取り組まれることを期待する。
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の程度のネットワーク環境を維持すべきかといったビジョンの検討が望まれる。

・年間プリント枚数制限について、経費及び環境への負荷削減が期待できるが、教育研究活動に影響を及ぼさない

か調査が必要であると思われる。

☞☞全全体体をを通通ししてて

・成果と課題

各センターにおいて、 の流れに基づいて各事業が展開され、当初の目標を達成した事業もあったことから、

全体の取り組みとして一定の評価をすることができる。

一方、当初目標を達成できなかった事業については、各センターにおいて十分に検討を行うなど、次年度に繋が

る取り組みが必要である。また、最終年度となる次年度は、これまでの各センターの事業が総合的達成目標指標

の つの観点「情報発信力」「本学の認知度」「大学の魅力度」「研究促進力」ごとに、どのように貢献してきた

か振り返り、総括するとともに、年度を終えたときには目標がすべて達成されることを念頭に入れ、更なる具体

的施策の実行を期待したい。

・中長期事業達成目標との関連性

現在進行している事業計画は、達成目標に対して、 の項目がありそれぞれ長期目標、中期目標が設定されてい

る。各センターの事業計画はこれら目標と照らし合わせる必要があると思われる。

・自己点検評価委員会との関連性

自己点検評価委員会では、年度末に各センターに対して自己評価レポートの作成を求めている。自己点検評価書

に記載の将来計画の進捗を記載するものだが、今回のチェックシートと関連を持たせることが望ましい。

・ブランド委員会との関連性

現在測定中である各種 と関連して、目標値の見直しが必要な場合があり得る。
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2019年4月2日 

研究推進委員会 

  

22001188年年度度  研研究究ブブラランンデディィンンググ事事業業評評価価【【研研究究部部門門（（研研究究推推進進委委員員会会））】】  

 
■■  本本事事業業でではは、、高高齢齢者者やや障障ががいいををももつつ方方ををははじじめめ、、北北国国でで暮暮ららすす人人々々のの生生活活のの質質をを向向上上ささせせるるたためめにに様様々々なな

取取りり組組みみをを行行いい、、「「北北国国高高齢齢社社会会のの生生活活カカウウンンセセララーー（（北北国国生生活活環環境境科科学学拠拠点点））」」ととししてて、、北北国国のの暮暮ららししをを豊豊

かかににすするる研研究究・・開開発発をを行行うう。。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■■  各各研研究究のの進進捗捗状状況況・・評評価価  

ⅠⅠ．．ススママーートト住住宅宅ににおおけけるるウウェェルルビビーーイインンググ・・ササポポーートトササーービビススのの開開発発（（寒寒地地未未来来生生活活環環境境研研究究所所（（IIFF））：：竹竹澤澤所所長長））  

① スマート住宅におけるウェルビーイング・サポートサービスの開発として、今年度導入した体組成計を用いて

得られた健康指標値及び２ｍ級室内温度計測熱電対を用いた日中気温変化データに基づくスマート住宅構造と

の因果関係を調査した。 

９月20日には、札幌パークホテルで開催された「Matching HUB Sapporo」に、福島副所長が「蓄熱体を用いた

ハイブリッド熱回収換気システム」をテーマに研究展示を行った。蓄熱体に給気と排気を交互に通し、熱を回収

する呼吸型の熱回収技術をパッシブ換気に組み合わせ、僅かなファン動力で換気負荷削減を可能とするハイブリ

ッド熱回収換気システムについて報告するとともに、参加企業からの技術相談にも対応した。 

② IF医療チームによる寒地型疾病や障害をともなう在宅生活を維持するためのサポートシステムの開発研究とし

て、本学周辺に居住している65歳以上を対象に、８月の夏季と３月の冬季の年２回「元気サポート」測定会を開

催した。測定項目は、日常の生活状態に関するアンケート形式の調査、血圧測定、身長・体重・体組成計などの

身体測定、運動機能調査、口腔機能調査、認知機能の調査を測定した。また、塩分控えめの昼食を有料で提供し、

普段の食事と比較調査を行った。参加者は238名（新規53名）であり、継続的な参加者は、2016年の第１回目から

の参加者が16名、２回以上の参加者が186名であった。参加者の募集方法が、これまでに参加した者を優先したこ

とから、新規参加者の数が制限される結果となった。継続的な参加者の傾向は、通年欠かさず参加する者と、年

１回の夏季あるいは冬季に参加する者がいた。その背景については調査が必要と考える。次年度は、2016年から

の継続データ及び2018年におけるデータの解析を行い、地域で健康に生活していくときに生じる「生活に必要な

こと（need）」や「必要としていること（want）」を明らかにする予定である。 

  ☞☞  ①①ににつついいててはは、、研研究究ブブラランンデディィンンググ事事業業予予算算でで購購入入ししたた機機器器がが有有効効活活用用さされれてておおりり、、今今後後のの研研究究進進捗捗がが期期待待ささ

れれるる。。但但しし、、健健康康指指標標値値とと住住宅宅構構造造ととのの因因果果関関係係のの調調査査結結果果ににつついいててはは、、研研究究成成果果ととししてて取取りり纏纏めめ、、外外部部向向けけにに

発発信信すするるここととがが重重要要ででああるる。。ススママーートト住住宅宅にに関関連連すするる研研究究展展示示並並びびにに参参加加企企業業かかららのの技技術術相相談談対対応応ににつついいててはは、、

地地域域ととのの交交流流・・連連携携をを図図っってていいくく上上でで積積極極的的なな役役割割をを果果たたししたたももののととししてて評評価価ししたたいい。。  

②②ににつついいててはは、、「「元元気気ササポポーートト」」測測定定会会のの継継続続開開催催はは大大いいにに評評価価にに値値すするるがが、、継継続続参参加加者者数数のの維維持持やや新新規規参参加加

者者数数のの増増加加ににつついいてて、、学学内内外外のの連連携携をを進進めめるるななどどにによよりり具具体体的的なな方方策策のの策策定定がが望望ままれれるる。。  
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て、本学周辺に居住している65歳以上を対象に、８月の夏季と３月の冬季の年２回「元気サポート」測定会を開
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  ☞☞  ①①ににつついいててはは、、研研究究ブブラランンデディィンンググ事事業業予予算算でで購購入入ししたた機機器器がが有有効効活活用用さされれてておおりり、、今今後後のの研研究究進進捗捗がが期期待待ささ
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総総じじてて、、２２年年目目のの当当初初目目標標「「看看工工融融合合ススママーートトササポポーートトシシスステテムムのの具具体体的的試試行行運運用用」」やや当当初初計計画画「「IIooTT技技術術をを活活

用用ししたた住住宅宅にに有有効効ななデデババイイススのの設設置置検検討討」」にに対対しし、、いいずずれれのの研研究究もも研研究究ブブラランンデディィンンググ事事業業ととのの関関連連性性がが弱弱いいたた

めめ、、各各研研究究とと研研究究ブブラランンデディィンンググ事事業業ととのの位位置置関関係係ににつついいてて整整理理すするるここととがが望望ままししいいとと考考ええるる。。ままたた、、ココアアととなな

るる研研究究のの進進捗捗状状況況がが不不明明ででああるるここととかからら、、早早急急なな研研究究ママネネジジメメンントト体体制制のの構構築築がが望望ままれれるる。。  

ⅡⅡ．．積積雪雪寒寒冷冷地地域域生生活活ををササポポーートトすするる医医療療用用装装具具のの安安全全性性・・耐耐久久性性のの向向上上（（寒寒地地先先端端材材料料研研究究所所（（LLAAMM））：：見見山山所所長長））  

① 短下肢装具の寒冷地での安全使用に必要な材料物性に関する基礎研究として、実際の装具製作工程を想定し、

板材のポリプロピレンの熱履歴を再現するため、高温恒温器（加熱用）及び小型コンプレッサー（冷却用）に加

えて小型環境試験器（冷却、熱処理、低温曝露等に利用可）を導入した。また、熱履歴付加後のポリプロピレン

板の機械特性評価を行うために、反り変形抑制機構を備えた表面温度測定装置を自作した。更に、装具の長期使

用で生じる白化現象に関連する機械特性の評価項目として、JISK 7171(2016)「プラスチック-曲げ特性の求め方」

を参考に繰り返し曲げ疲労試験条件を検討し、変位制御にて曲げ荷重が20％低下（剛性損失に相当）する繰り返

し数を評価した。

熱履歴が付加されていない板材ポリプロピレンを、室温（23℃）及び -20℃で疲労試験に供したところ、両温

度とも変位振幅の増加に伴い少ない曲げ回数で剛性損失することが示された（下図）。-20℃は室温よりも剛性損

失の変位振幅依存性が大きく、変位振幅の増加に伴い急激に剛性が失われ

た。一方、変位振幅が約4mm以下の領域では、-20℃の方が室温よりも剛性

損失しにくいことが示された。本結果は、寒冷地環境下におけるポリプロ

ピレンの疲労特性が必ずしも低下するとは限らないことを意味しており、

短下肢装具の寒冷地での安全使用に向けては、短下肢装具の各部位の負荷

荷重や変位に応じた材料物性の把握が重要であることが示唆されている。

今後の課題は、次の通りである。 

（１）種々の熱履歴が付加された試料の繰り返し曲げ疲労試験等を通じて、 

装具製作工程のうち、熱履歴に関する安全条件についても検討を進める。 

（２）原料ポリプロピレンの規格が機械的性質に及ぼす影響を評価する。

（３）装具製作工程のうち、真空成形条件によるポリプロピレンの機械的性質の変化を評価する。

（４）寒冷地における屋内外の出入りを想定した熱衝撃繰り返し試験を実施して機械的性質の変化を評価する。 

☞☞ 計計画画的的なな機機器器のの導導入入とと研研究究のの着着実実なな進進捗捗ががううかかががええるる。。特特にに、、疲疲労労試試験験にによよりり、、異異ななるる温温度度環環境境下下ににおおけけるる変変

異異振振幅幅とと剛剛性性損損失失のの関関係係ににつついいてて新新たたなな知知見見がが得得らられれたたここととはは、、大大いいにに評評価価にに値値すするる。。今今後後のの課課題題ににつついいててもも充充

分分整整理理さされれてておおりり、、益益々々のの研研究究成成果果のの創創出出がが期期待待さされれるる。。一一方方でで、、種種々々のの熱熱履履歴歴がが付付加加さされれたた試試料料のの疲疲労労試試験験等等

ののデデーータタ蓄蓄積積とと並並行行ししてて、、論論文文執執筆筆やや学学会会発発表表にによよるる研研究究成成果果発発信信をを期期待待すするる。。

ⅢⅢ．．ククララウウドド型型遠遠隔隔ヘヘルルススリリハハビビリリテテーーシショョンンシシスステテムムのの開開発発  

（（北北のの高高齢齢社社会会アアククテティィブブラライイフフ研研究究所所（（LLAAAANN））：：田田中中所所長長））  

① 在宅患者、高齢者対象の遠隔ヘルス・リハビリテーションシステムの運用試験として、遠隔リハビリテーショ

ンの基本技術の一つであるHMDシステムの開発を企業と実施。臨床にて数症例のデータ収集のため札幌秀友会病

院にて田中所長、加藤研究員、杉原外部研究員、作業療法士１名、企業側エンジニア１名との打合せを３回実施

した。本年度は、HMDを用いた上肢に関するゲームを一体型システムとして開発。上肢用ゲームでは、HMD画像上

での３次元様空間を構築しリハビリを可能とした。脳卒中患者数名に実施したところ、患者はヴァーチャル酔い

等の支障はなく円滑にゲームを遂行でき３次元様の麻痺側上肢機能のスコア化の可能性を見いだした。さらにシ

ステムとしてのユーザビリティに関する技術課題を明確にし、来年度は下肢用、歩行用ゲームを構築する。

   また、IMU センサとスマートフォンを用いた歩行計測アプリを開発し、体力測定会にて本計測機器を用いたデ

ータ計測を行った。当日の結果及び現在進めている分析の結果を踏まえて、システムの改良を進めていく。 

② 手稲区包括ケアリハビリテーション効果実証評価として、昨年度より、杉原学外研究員、田中所長、宮坂研究

員、加藤研究員、春名研究員、棚橋研究員らが中心となって、手稲区在住の高齢者を対象とした体力測定会を実

施。本年度（２年目）の体力測定会は、11月11日に実施し参加人数は106名（男48名、女58名）であった。昨年度

は男性の参加者が少なく、男性参加者に如何に参加してもらうかが課題となったが、本年度は昨年度より男性参

加者が多くなった。これは、町内回覧や自主体操グループへの周知により、配偶者や友人からの呼びかけによる

効果が徐々に認められつつあると考えられる。次年度は、体力測定会の継続参加の影響に加え、参加者の社会活
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員、加藤研究員、春名研究員、棚橋研究員らが中心となって、手稲区在住の高齢者を対象とした体力測定会を実

施。本年度（２年目）の体力測定会は、11月11日に実施し参加人数は106名（男48名、女58名）であった。昨年度

は男性の参加者が少なく、男性参加者に如何に参加してもらうかが課題となったが、本年度は昨年度より男性参

加者が多くなった。これは、町内回覧や自主体操グループへの周知により、配偶者や友人からの呼びかけによる

効果が徐々に認められつつあると考えられる。次年度は、体力測定会の継続参加の影響に加え、参加者の社会活
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動及び参加頻度別による運動機能と要支援・要介護リスクの影響について検証する。また、今年度の調査結果を

分析し学会発表等を行う。 

③ IoT 技術を利用した注意喚起による冬季路面での転倒予防システムの効果検証として、冬季路面を歩いているヒ

トの歩行状態（滑り）をモニタリングし、滑り易い場所をシステム利用者全員で共有し、そこに近づく利用者に注

意喚起することで転倒防止を図るシステムを構築することを目的に、歩行中のヒトの足部に滑りを呈示するシステ

ムの製作及び性能確認を行った。今回製作した外乱刺激呈示システムにおける可動路面は、設計した加速度での稼

働が可能であることがわかった。現状では可動路面は被験者の前方にのみ可動するが、実際の滑りにおいて、足部

が身体の左右方向に動くこともある。そこで、可動路面を被験者の左右方向に動かせる改良も進めていき、さらに、

被験者を用いて足部の滑り感覚の定量化を進めていく。

☞☞ いいずずれれのの研研究究ににおおいいててもも、、学学内内にに留留ままららずず学学外外ととのの連連携携もも活活発発にに行行わわれれてておおりり、、ままたた、、ここれれままででのの成成果果をを継継続続

ささせせななががらら本本事事業業研研究究がが着着実実にに履履行行さされれてていいるるももののとと考考ええらられれ、、具具体体的的なな研研究究計計画画かかららもも一一層層のの研研究究成成果果のの創創出出

がが期期待待さされれるる。。ままたた、、論論文文執執筆筆やや学学会会発発表表ななどどもも活活発発でであありり、、大大いいにに評評価価にに値値すするる。。

ⅣⅣ．．３３つつのの研研究究でで開開発発さされれるる技技術術のの適適合合地地域域のの検検討討とと３３研研究究ののメメソソッッドドをを構構築築  

（（北北方方地地域域社社会会研研究究所所（（RRIINNCC））：：木木村村所所長長））  

① 北国の豊かな生活を創出に向けた道内各地域の課題・特性の把握と連携の成果として、第４回RINCフォーラム

「本格焼酎から学ぶ 地域×デザイン×ビジネス戦略」、北海道立総合研究機構との共催による「次の150 年を見

据えて、若手行政マンサミット〜行政のチカラ、住民のちから、まちの誇り〜」を開催し、地域の活性化方策に

ついて、及び地域が抱える課題の共有と解決について議論を行う場を設けた。産学連携学会の北海道支部と東北・

北関東支部主催による「東日本リエゾンカンファレンス in 札幌 2018」に対し、当研究所も企画・準備に協力し

たが、北海道胆振東部地震発生により開催は中止となった。ただし研究・事例発表の要旨集は作成して参加予定

者に配付を行い、これにより一定の成果は上げられたものと考えられる。今年で３回目となる、本学と上富良野

町の地域連携協定に基づく「平成30年度職員研修」については、当研究所が企画立案を行い実施した。さらに本

学の機械工学科、情報工学科、電気電子工学科の３年次科目「地域活動と社会貢献」の授業に協力し、猿払村と

UCS を利用して接続し若手職員と学生との交流実施を行った。名寄市職員研修として開催された、北海道経済産

業局の地域経済分析担当調査員による「地域経済分析システム（RESAS）勉強会及び北海道科学大学による地方創

生☆政策アイデア発表会」に当研究所が協力し、本学学生が地域政策プランを発表した。

☞☞ 若若手手行行政政ママンンササミミッットトはは、、本本学学研研究究ブブラランンデディィンンググ事事業業のの目目的的にに合合致致すするる取取組組みみでであありり評評価価にに値値すするる。。但但しし、、

各各地地域域のの課課題題やや問問題題点点ななどどをを具具体体的的にに掘掘りり下下げげ、、そそれれららをを研研究究所所ががどどののよよううなな方方法法ででササポポーートト・・解解決決すするるかかななどど

のの新新たたなな提提案案等等もも議議論論のの対対象象ととすすべべききででああっったたとと思思わわれれるる。。一一方方、、本本学学とと連連携携協協定定をを締締結結ししてていいるる猿猿払払村村やや上上富富

良良野野町町ととのの交交流流もも活活発発でであありり、、今今後後もも道道内内各各地地域域のの課課題題・・特特性性のの把把握握にに向向けけたた継継続続的的なな取取組組みみをを期期待待すするる。。ままたた、、

明明ららかかににししたた道道内内各各地地域域のの課課題題・・特特性性ににつついいててはは、、３３つつのの研研究究所所でで開開発発さされれるる技技術術のの適適合合地地域域をを検検討討すするるここととがが

当当研研究究所所ののミミッッシショョンンででああるるたためめ、、常常ににここののここととをを念念頭頭にに置置いいてて早早急急にに取取組組むむここととがが期期待待さされれるる。。
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2020 年4 月2 日 

大学改革推進室 

22001199年年度度  研研究究ブブラランンデディィンンググ事事業業評評価価【【各各セセンンタターーCCAAPPDDoo（（22001199年年44月月～～22002200年年33月月））】】  

■■本本学学ブブラランンドドビビジジョョンン：：「「基基盤盤能能力力とと専専門門性性をを併併せせ持持つつ人人材材をを育育成成しし、、地地域域とと共共にに発発展展・・成成長長すするる北北海海道道NNoo..１１のの実実

学学系系総総合合大大学学」」をを実実現現すするるたためめにに北北国国高高齢齢社社会会のの生生活活カカウウンンセセララーー（（北北国国生生活活環環境境科科学学拠拠点点））をを形形成成すするる

● 北海道で働きたい受験生が入学し、北海道で職を得られる学生が増えるとともに、現在、人手不足である技術系や医療系の人材を多数

輩出できること

● 地域に対応した新たな技術開発や地域振興に影響を与え、北海道の企業活性化や生産基盤の活性化に寄与できること

● 各地域で抱えている諸問題（特に冬期間の生活における問題）の解決に寄与できるとともに、連携研究所等との研究が促進され多く

の成果が得られること

● 地域への誇りが醸成され、地域活性化が図られるとともに、地域住民一人一人が自己の知を磨きながら豊かな生活を送ることができ

るようになること

■■各各セセンンタターー事事業業（（業業務務））CCAAPPDDoo評評価価

☞☞学学生生支支援援セセンンタターー：：（（設設定定目目標標））北北海海道道ののトトッッププ技技術術者者・・技技能能者者をを育育成成すするる大大学学  

・奨学金制度の検討については、学生支援機構分の「警告」について成績指数による統一基準が設定されたことか

ら、今後はそのCAPDoについて経過観察する必要がある（今期も継続課題）。 

・課外活動支援では大学統合後の助成や団体統合は問題なく進められている。夢プロジェクトについては、恒久的

に続けていくことが望ましい取り組みと、学生の時流を捉えた取組への支援の2つの観点が盛り込まれたが、こ

の成果、評価について長期的視点で検討していく必要がある。また、学生への助言などについては、教職員のみ

ならず、OBOGを活用する等外部との協同も検討する必要があると考える。 

・・「教育力の向上、カリキュラム検討、シラバス検討」は CAPDo を回す体制が確立されつつある。出席管理システ

ムについては、様々な活用が期待できるものであり、戦略事業として認定された折には、有効活用が期待される。

ティーチング・ステートメント導入の計画や準備が具体的に進められており、ティーチング・ポートフォリオを

見据えた活動について評価できる。今後も自己点検・評価委員会、自己点検 IR 委員会と協働し、より実効性の

ある取組とその評価が成されるよう期待したい。 

・カリキュラム・シラバス検討については自己点検・評価員会が中心となって実行されつつあり、今後精査が必要

となる。  

・退学者・除籍・留年者の抑制については、入学生の質の確保も踏まえ、学部ごとでも、継続的にCAPDoを回す仕

組みを検討いただきたい（退学者・除籍・留年者については年度末に集中することから要経過観察）。 

・今後、教育内容や輩出する人材の質保証の観点での具体的なCAPDo活動が重要となる。その中で、各事業（業務）

でより具体的な活動が進んでいるが、一部は長期的視点での成果とその評価が必要となる取組もある。よって、

CAPDo評価においても長期的視点での評価のあり方を検討する必要がある。 

2016

手段 指標 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 目標

ｱｸｾｽ回数 871,369件 897,510 924,435 952,168
出典回数 433回 446 459 473

ツイッター ﾌｫﾛﾜｰ 1,530人 1,576 1,623 1,672
新聞・広告 出典回数 101回 104 107 110
ＴＶ・ラジオ 出演回数 30回 31 32 33

71 78 85
4 6 8

大学見学会 83回 90 95 100
大学見学会 － 10% 15% 20%

－ 10% 15% 20%
－ 15% 20% 25%

協議会 － 20% 30% 40%
ｵｰﾌﾟﾝｷｬﾝﾊﾟｽ 3,708人 3,800 3,930 4,040
進学相談会 4,252人 4,380 4,500 4,640
技術移転展示会 450人 450 500 540

大学見学会 32回 35 40 50
志願者数 5,902人 7,500 7,650 7,800

道内就職率 度合 50.0% 55% 60% 65%
件数 118件 130 140 153
金額 118百万円 130 142 154

学術論文執筆 件数 132件 145 158 172

外部資金受入

ｱﾝｹｰﾄ
ﾋｱﾘﾝｸﾞ

人数c.大学
魅力度

d.研究
促進力

b.認知
度主観

価

セミナー・
公開講座

2018
目標

2019
目標

特設HP

実施
回数

a.情報
発信力

2017

構築

構築

構築

調整

発信

発信

発信

発信

発信

実施

随時、調整実施

実施

各教員・研究所受入

各教員・研究所受入

入学試験

実施

実施

実施

全学対応型

指導(適宜、セミナー実施)

3,5332,524人セミナー・
公開講座

71件セミナー・
公開講座

3,028 3,281

研究所対応型

研究所対応型

研究所対応型
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■■本本学学ブブラランンドドビビジジョョンン：：「「基基盤盤能能力力とと専専門門性性をを併併せせ持持つつ人人材材をを育育成成しし、、地地域域とと共共にに発発展展・・成成長長すするる北北海海道道NNoo..１１のの実実

学学系系総総合合大大学学」」をを実実現現すするるたためめにに北北国国高高齢齢社社会会のの生生活活カカウウンンセセララーー（（北北国国生生活活環環境境科科学学拠拠点点））をを形形成成すするる

● 北海道で働きたい受験生が入学し、北海道で職を得られる学生が増えるとともに、現在、人手不足である技術系や医療系の人材を多数

輩出できること

● 地域に対応した新たな技術開発や地域振興に影響を与え、北海道の企業活性化や生産基盤の活性化に寄与できること

● 各地域で抱えている諸問題（特に冬期間の生活における問題）の解決に寄与できるとともに、連携研究所等との研究が促進され多く

の成果が得られること

● 地域への誇りが醸成され、地域活性化が図られるとともに、地域住民一人一人が自己の知を磨きながら豊かな生活を送ることができ

るようになること

■■各各セセンンタターー事事業業（（業業務務））CCAAPPDDoo評評価価

☞☞学学生生支支援援セセンンタターー：：（（設設定定目目標標））北北海海道道ののトトッッププ技技術術者者・・技技能能者者をを育育成成すするる大大学学  

・奨学金制度の検討については、学生支援機構分の「警告」について成績指数による統一基準が設定されたことか

ら、今後はそのCAPDoについて経過観察する必要がある（今期も継続課題）。 

・課外活動支援では大学統合後の助成や団体統合は問題なく進められている。夢プロジェクトについては、恒久的

に続けていくことが望ましい取り組みと、学生の時流を捉えた取組への支援の2つの観点が盛り込まれたが、こ

の成果、評価について長期的視点で検討していく必要がある。また、学生への助言などについては、教職員のみ

ならず、OBOGを活用する等外部との協同も検討する必要があると考える。 

・・「教育力の向上、カリキュラム検討、シラバス検討」は CAPDo を回す体制が確立されつつある。出席管理システ

ムについては、様々な活用が期待できるものであり、戦略事業として認定された折には、有効活用が期待される。

ティーチング・ステートメント導入の計画や準備が具体的に進められており、ティーチング・ポートフォリオを

見据えた活動について評価できる。今後も自己点検・評価委員会、自己点検 IR 委員会と協働し、より実効性の

ある取組とその評価が成されるよう期待したい。 

・カリキュラム・シラバス検討については自己点検・評価員会が中心となって実行されつつあり、今後精査が必要

となる。  

・退学者・除籍・留年者の抑制については、入学生の質の確保も踏まえ、学部ごとでも、継続的にCAPDoを回す仕

組みを検討いただきたい（退学者・除籍・留年者については年度末に集中することから要経過観察）。 

・今後、教育内容や輩出する人材の質保証の観点での具体的なCAPDo活動が重要となる。その中で、各事業（業務）

でより具体的な活動が進んでいるが、一部は長期的視点での成果とその評価が必要となる取組もある。よって、

CAPDo評価においても長期的視点での評価のあり方を検討する必要がある。 

2016

手段 指標 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 目標

ｱｸｾｽ回数 871,369件 897,510 924,435 952,168
出典回数 433回 446 459 473

ツイッター ﾌｫﾛﾜｰ 1,530人 1,576 1,623 1,672
新聞・広告 出典回数 101回 104 107 110
ＴＶ・ラジオ 出演回数 30回 31 32 33

71 78 85
4 6 8

大学見学会 83回 90 95 100
大学見学会 － 10% 15% 20%

－ 10% 15% 20%
－ 15% 20% 25%

協議会 － 20% 30% 40%
ｵｰﾌﾟﾝｷｬﾝﾊﾟｽ 3,708人 3,800 3,930 4,040
進学相談会 4,252人 4,380 4,500 4,640
技術移転展示会 450人 450 500 540

大学見学会 32回 35 40 50
志願者数 5,902人 7,500 7,650 7,800

道内就職率 度合 50.0% 55% 60% 65%
件数 118件 130 140 153
金額 118百万円 130 142 154

学術論文執筆 件数 132件 145 158 172

外部資金受入

ｱﾝｹｰﾄ
ﾋｱﾘﾝｸﾞ

人数c.大学
魅力度

d.研究
促進力

b.認知
度主観

価

セミナー・
公開講座

2018
目標

2019
目標

特設HP

実施
回数

a.情報
発信力

2017

構築

構築

構築

調整

発信

発信

発信

発信

発信

実施

随時、調整実施

実施

各教員・研究所受入

各教員・研究所受入

入学試験

実施

実施

実施

全学対応型

指導(適宜、セミナー実施)

3,5332,524人セミナー・
公開講座

71件セミナー・
公開講座

3,028 3,281

研究所対応型

研究所対応型

研究所対応型
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☞☞保保健健管管理理セセンンタターー：：（（設設定定目目標標））専専門門職職ととししててのの役役割割をを主主体体的的にに果果たたせせるる人人材材のの育育成成  

・本年度は障がい者差別解消法に対する、本学の対応案の作成および運営に着手した。法令に準ずる喫緊の案件で

あるが、保健管理センター運営委員会での審議を重ね、各関係センター、部局、学科等の意見を集約しながら、

「障がい学生支援基本方針」および「申し合わせ」の策定を着実に遂行した。従来本学に不在であった関連方針

が整備されたことは大変評価できる。次年度以降は本方針に従って学内で適切に運用されるよう、継続して努力

されることを期待する。 

・昨年度着手した「抗体検査結果の取り扱い」に関し、「感染症管理システム」を導入されたが、本年度は計画的に

保健医療学部、薬学部学生のワクチン接種履歴の登録等の作業に移っており、着実に計画が遂行されていること

は大いに評価できる。次年度以降のシステム改善の課題もあるとのことであるが、それと同時に、経常的業務と

して運用されていくように努力されることを望む。 

・学生および教職員の心身の健康に関する支援、および防煙・禁煙教育については、前年度からの取り組みを継続

的に着実に実施している。健康に対する取り組みは地道で継続的な取り組みが重要であり、かつ一定の効果が観

察されており、保健管理センターの努力の結果と評価できる。再検率の向上や教職員への対応等、課題が残って

いるとのことであり、次年度はそれらについて取り組まれることを期待する。 

・防煙教育や吸殻拾いボランティア活動などを継続されているが、数値データ上で効果が見え、評価できる。一方

でボランティア活動の担い手の減少などの課題もあり、こういった地道な活動の継続には学生支援センターや部

活動等、関連する部局・団体との連携も必要であろう。学生の防煙教育としての効果が期待できる活動であり、

今後合理的な運営方法や協力体制について（保健管理センター以外の部局も含め）検討を望む。 

・健康管理・増進に関する取り組みは、法令等に準じて行われるものが多い。着実な法令遵守を通して社会的責任

を果たすことは本学の地域社会への貢献であり、今後も率先した事業への取り組みを望む。 

☞☞就就職職支支援援セセンンタターー：：（（設設定定目目標標））キキャャリリアア支支援援体体制制のの充充実実おおよよびび地地域域企企業業ととのの情情報報交交換換をを行行うう場場をを持持ちちななががらら学学生生

ののよよりり良良きき就就職職をを目目指指すす  

・多彩な事業を展開しており、北海道内（地域）に就職を促す事業展開は評価できる取組みである。 

・「北海道科学大学・北海道科学大学短期大学部企業との就職懇談会」は参加企業数および参加人数共に増加してお

り、引き続き企業との関係強化に取り組んでいただきたい。関係強化のための具体的方策についてのCAPDoが今

後望まれる。 

 ・「北海道科学大学と北海道中小企業家同友会共同求人参加企業との座談会」について、参加数が漸減している。引

き続き、参加企業の拡大や繰り返し参加してもらえるような仕組み作り（内容の充実等）を図ることが必要であ

る。また本事業の目的と効果についても今一度、再考していただき今後の方針を検討いただきたい。 

 ・「ステップアップ講座」については、内容の重要性や講座の細分化など高く評価できる企画と思われる。しかしな

がら、大学規模からみると参加者数が少なく、本講座の必要性や参加の重要性をどのように学生へ伝えるか具体

的対策が望まれる。 

 ・インターンシップ事業について、受入企業数や参加者延べ人数が大きく減少しているのはなぜか。 

 ・キャリア支援体制や地域企業との繋がり強化のため、就職支援センターの役割は極めて重要である。多岐にわた

る活動および支援体制の充実は言及されるべき成果である。今後、CAPDo については各事業内容や参加者数等の

列記のみならず、目的や効果、達成度をどのように評価するか（例えばKPIの設定）など、可能な限り具体的指

標や方策が盛り込まれることが望ましい。CAPDoを事業改善のためのツールとして有効に活用していただきたい。 

 

☞☞入入試試広広報報セセンンタターー：：（（設設定定目目標標））本本学学のの研研究究環環境境をを高高校校生生にに訴訴求求すするる中中でで、、研研究究ブブラランンデディィンンググ事事業業のの採採択択をを紹紹介介

しし、、高高校校生生へへ認認知知ささせせ、、大大学学へへのの興興味味・・関関心心をを促促進進すするる  

・３年間の総括として、数値目標と実施結果を検証すること。 

   HPトップページアクセス数は、2018年度で目標をクリアしているが、スマホでのアクセスが倍増したことに

対応はできたのか。 

   トピックスの掲載回数も各年度目標を達成しそうだが、区分別（対象ごと）の増減は把握しているのか。 

   twitterはtweet数を月別に統計をとっているが、フォロアー数も目標値を大幅にクリアしている（2/19現

在2,628）。フォロアー数が増加したタイミングで有効なtweetができたか。 

   新聞掲載はある程度順調に推移しているが、テレビ出演は伸びていない。 

   オープンキャンパス、進学相談会の参加人数は、目標達成している。また、志願者数も目標達成している。新

入試制度初年度の対応として、この結果を受けて、有効であった要因を検証し、継続すべきことと見直すべ
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☞☞保保健健管管理理セセンンタターー：：（（設設定定目目標標））専専門門職職ととししててのの役役割割をを主主体体的的にに果果たたせせるる人人材材のの育育成成  

・本年度は障がい者差別解消法に対する、本学の対応案の作成および運営に着手した。法令に準ずる喫緊の案件で

あるが、保健管理センター運営委員会での審議を重ね、各関係センター、部局、学科等の意見を集約しながら、

「障がい学生支援基本方針」および「申し合わせ」の策定を着実に遂行した。従来本学に不在であった関連方針

が整備されたことは大変評価できる。次年度以降は本方針に従って学内で適切に運用されるよう、継続して努力

されることを期待する。 

・昨年度着手した「抗体検査結果の取り扱い」に関し、「感染症管理システム」を導入されたが、本年度は計画的に

保健医療学部、薬学部学生のワクチン接種履歴の登録等の作業に移っており、着実に計画が遂行されていること

は大いに評価できる。次年度以降のシステム改善の課題もあるとのことであるが、それと同時に、経常的業務と

して運用されていくように努力されることを望む。 

・学生および教職員の心身の健康に関する支援、および防煙・禁煙教育については、前年度からの取り組みを継続

的に着実に実施している。健康に対する取り組みは地道で継続的な取り組みが重要であり、かつ一定の効果が観

察されており、保健管理センターの努力の結果と評価できる。再検率の向上や教職員への対応等、課題が残って

いるとのことであり、次年度はそれらについて取り組まれることを期待する。 

・防煙教育や吸殻拾いボランティア活動などを継続されているが、数値データ上で効果が見え、評価できる。一方

でボランティア活動の担い手の減少などの課題もあり、こういった地道な活動の継続には学生支援センターや部

活動等、関連する部局・団体との連携も必要であろう。学生の防煙教育としての効果が期待できる活動であり、

今後合理的な運営方法や協力体制について（保健管理センター以外の部局も含め）検討を望む。 

・健康管理・増進に関する取り組みは、法令等に準じて行われるものが多い。着実な法令遵守を通して社会的責任

を果たすことは本学の地域社会への貢献であり、今後も率先した事業への取り組みを望む。 

☞☞就就職職支支援援セセンンタターー：：（（設設定定目目標標））キキャャリリアア支支援援体体制制のの充充実実おおよよびび地地域域企企業業ととのの情情報報交交換換をを行行うう場場をを持持ちちななががらら学学生生

ののよよりり良良きき就就職職をを目目指指すす  

・多彩な事業を展開しており、北海道内（地域）に就職を促す事業展開は評価できる取組みである。 

・「北海道科学大学・北海道科学大学短期大学部企業との就職懇談会」は参加企業数および参加人数共に増加してお

り、引き続き企業との関係強化に取り組んでいただきたい。関係強化のための具体的方策についてのCAPDoが今

後望まれる。 

 ・「北海道科学大学と北海道中小企業家同友会共同求人参加企業との座談会」について、参加数が漸減している。引

き続き、参加企業の拡大や繰り返し参加してもらえるような仕組み作り（内容の充実等）を図ることが必要であ

る。また本事業の目的と効果についても今一度、再考していただき今後の方針を検討いただきたい。 

 ・「ステップアップ講座」については、内容の重要性や講座の細分化など高く評価できる企画と思われる。しかしな

がら、大学規模からみると参加者数が少なく、本講座の必要性や参加の重要性をどのように学生へ伝えるか具体

的対策が望まれる。 

 ・インターンシップ事業について、受入企業数や参加者延べ人数が大きく減少しているのはなぜか。 

 ・キャリア支援体制や地域企業との繋がり強化のため、就職支援センターの役割は極めて重要である。多岐にわた

る活動および支援体制の充実は言及されるべき成果である。今後、CAPDo については各事業内容や参加者数等の

列記のみならず、目的や効果、達成度をどのように評価するか（例えばKPIの設定）など、可能な限り具体的指

標や方策が盛り込まれることが望ましい。CAPDoを事業改善のためのツールとして有効に活用していただきたい。 

 

☞☞入入試試広広報報セセンンタターー：：（（設設定定目目標標））本本学学のの研研究究環環境境をを高高校校生生にに訴訴求求すするる中中でで、、研研究究ブブラランンデディィンンググ事事業業のの採採択択をを紹紹介介

しし、、高高校校生生へへ認認知知ささせせ、、大大学学へへのの興興味味・・関関心心をを促促進進すするる  

・３年間の総括として、数値目標と実施結果を検証すること。 

   HPトップページアクセス数は、2018年度で目標をクリアしているが、スマホでのアクセスが倍増したことに

対応はできたのか。 

   トピックスの掲載回数も各年度目標を達成しそうだが、区分別（対象ごと）の増減は把握しているのか。 

   twitterはtweet数を月別に統計をとっているが、フォロアー数も目標値を大幅にクリアしている（2/19現

在2,628）。フォロアー数が増加したタイミングで有効なtweetができたか。 

   新聞掲載はある程度順調に推移しているが、テレビ出演は伸びていない。 

   オープンキャンパス、進学相談会の参加人数は、目標達成している。また、志願者数も目標達成している。新

入試制度初年度の対応として、この結果を受けて、有効であった要因を検証し、継続すべきことと見直すべ
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きことを判断すること。 

 上記のように、全項目のチェックを依頼します。 

・情報発信強化の取組として、WEB TOPICS,Twitterの発信件数が増加していることは、評価できる。 

・量的増加だけではなく、他部署との連携を図り、効果的に広報を展開していることは評価できる。

・オープンキャンパス参加者は大幅に増加しており、一定の成果が認められる。10 月のオープンキャンパスでは、

外部講師によるセンター入試対策講座も実施し、高学力層の参加者を呼び込むことができた。

・新規の取り組みとして、手稲駅副駅名称広告、地下鉄さっぽろ駅広告に参画（広報委員会予算）し、大学の認知

度を高める広報を展開している。

・入試制度の充実として、新たな入試制度（地域貢献、中退者再チャレンジなど）を検討しているが、2021年度は

入試制度が大きく変わるため、事前の告知に関しては混乱が生じないよう計画を練ること。 

・新入試制度に基づくアドミッション・ポリシーに改正するためには、このCAPDoサイクル表に「建学の精神に基

づいたアドミッション・ポリシーとなっているか、アドミッション・ポリシーに合致した入学生を受け入れして

いるか」を検証することを項目立てして、年間を通じて確認する必要がある。

・法人創立100周年記念事業と関連付けした広報活動を展開するために、関係部署とより一層の連携が望まれる。

・2019年9月以降の取り組みとして、2021年度入試制度の設計を進めていることは評価できる。特に系列校教員と

の打合せ、3月に予定している追手門学院大学との情報交換など、学外関係者からの意見を取り入れ検討している

ことは、「多面的な評価・多様な学生の受け入れ」の対策として有効である。 

☞☞研研究究推推進進・・地地域域連連携携セセンンタターー：：（（設設定定目目標標））積積雪雪寒寒冷冷地地域域でで安安心心・・安安全全にに暮暮ららせせるるよよううににササポポーートトすするる大大学学、、積積雪雪

寒寒冷冷地地域域のの生生活活支支援援ににつついいてて技技術術・・技技能能をを提提供供ででききるる大大学学  

・科研費獲得セミナーの参加者，カケンの窓口の利用者，科研費申請数，同ひらめき☆ときめきサイエンス申請数

のいずれも前年度を上回っており，CAPDo 活動の成果として評価できる。中期事業計画申請書に科研費獲得促進

計画を盛り込むなど，CAPDo体制が定着している点も良い。

・外部資金獲得のための各種事業を計画通りに実施し，ノーステック助成事業の採択数が前年度を上回った実績を

評価する。中期事業計画申請書に産学連携強化計画を盛り込んでおり，今後の展開も期待される。

・研究業績向上のための新たな事業（論文生産性の分析，研究所のスクラップ＆ビルドの検討と準備，リサーチセ

ンター開設の検討など）を実施した点は評価できる。

・研究シーズ集を発行すると共に多くの技術移転イベントに参加し，大学の研究シーズを全国に広く周知している

点は評価できる。各種イベントのニーズ動向や費用対効果を分析の上，より効果的な CAPDoの展開を期待する。 

・地域貢献に資するHUSLABO（まちかどキャンパス），公開講座，地域連携団体との連携事業を当初計画以上の頻度・

内容・場所で開催しており評価できる。参加者が100名を超える公開講座や連携事業も多く，研究ブランディン

グの浸透が図られているものと推察する。 

☞☞学学術術情情報報セセンンタターー：：（（設設定定目目標標））図図書書関関連連資資料料のの提提供供及及びび研研究究関関連連のの発発信信、、ネネッットトワワーーククシシスステテムム維維持持管管理理及及びび技技

術術的的ササポポーートトをを行行いい、、教教育育研研究究活活動動にに貢貢献献すするる  

・図書館の多目的スペースについて、展示などのイベントやミーティングの場として広く活用されることを期待す

る。次年度に向けてより利活用の増えるCAPDoに期待する。

・第48号研究紀要の掲載が前回（24件）を上回り31件であったことは大変評価できる。年1回の発行となったが、

次年度以降も継続したCAPDoに期待する。 

・悪意ある不正プログラム等の周知について継続して、実施していただきたい。

・年間プリント枚数制限について、約 50％の削減は大変評価できる。結果として目標である年間 12,000,000円程

度の消耗品経費等の削減はできたのか評価が必要と思われる。また、教育研究活動に影響を及ぼしていないか調

査が必要であると思われる。
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☞☞全全体体をを通通ししてて

・成 果

全てのセンターにおいて、各設定目標のもと、教職協働で目標設定･進捗確認･成果確認等が実施され、CAPDo サ

イクルが推進されたことにより、本学の研究ブランディング事業の推進に繋がったと評価できる。

特に入試広報センター及び研究推進･地域連携センターにおいては、目標数値や前年度数値を上回った事項が多

く、CAPDoサイクル のもと設定目標に向けて一定の成果を挙げたと評価できる。また、保健管理センターにおい

ては2018年からの2年間で新たな取り組みが多くなされており、その成果についても評価できる。

・課 題

2018 年からの 2 年間の取り組みについて、2020 年度以降も継続していくことが望ましい事業については、各セ

ンターにて精査の上、第 2 期中期事業計画（センターや部局ごとの戦略事業･経常的活動）との連動を図ってい

くことが必要である。

また、自己点検･評価委員会にて取りまとめている自己評価レポートや、ブランド委員会にて取りまとめている

各種KPIについても、2020年度以降は本チェックシートを活用して実績等の推移を踏まえながら取り組んでいく

必要がある。
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2020年4月2日 

研究推進委員会 

22001199年年度度  研研究究ブブラランンデディィンンググ事事業業評評価価【【研研究究部部門門（（研研究究推推進進委委員員会会））】】  

■■ 本本事事業業でではは、、高高齢齢者者やや障障ががいいををももつつ方方ををははじじめめ、、北北国国でで暮暮ららすす人人々々のの生生活活のの質質をを向向上上ささせせるるたためめにに様様々々なな

取取りり組組みみをを行行いい、、「「北北国国高高齢齢社社会会のの生生活活カカウウンンセセララーー（（北北国国生生活活環環境境科科学学拠拠点点））」」ととししてて、、北北国国のの暮暮ららししをを豊豊

かかににすするる研研究究・・開開発発をを行行うう。。  

■■ 各各研研究究のの進進捗捗状状況況・・評評価価

ⅠⅠ．．ススママーートト住住宅宅ににおおけけるるウウェェルルビビーーイインンググ・・ササポポーートトササーービビススのの開開発発（（寒寒地地未未来来生生活活環環境境研研究究所所（（IIFF））：：真真田田所所長長））  

① スマート住宅におけるウェルビーイング・サポートサービスの開発として、積雪寒冷地住宅の研究推進および

当該住宅におけるスマートデバイスを利用した生活サポートに関する研究を進めてきた。具体的には、住宅・建

築の省エネルギーに関するセミナー開催、寒冷地型高断熱高気密住宅用空調システムによる自然エネルギー利用

型省エネルギー技術の開発、複数センサーによる室内見守りシステム、高齢者のための対話型AIシステム、単眼

ウェブカメラによる姿勢推定の研究である。また、地域高齢者の協力により収集された生活状況、活動状況、運

動機能などの情報をもとに、積雪寒冷地におけるより適切な暮らし方について医療的観点並びに工学的観点から

研究を進めてきた。これらの内容については、関連する学会や公開講座などで広く公開するとともに、学生の教

育・研究活動にも活用された。

② IF医療チームによる寒地型疾病や障害をともなう在宅生活を維持するためのサポートシステムの開発研究とし

て、年２回、地域住民を対象とした健康状態を測定する会（高齢者元気サポート）を開催し、その健康状態のデ

ータを基にしたサポートシステムの開発研究を進めてきた。本事業期間中の参加者は延べ635名、運動機能・体

力・栄養状態・認知機能について収集したデータを分析した。また並行して、本測定会で収集される運動機能情

報、身体計測情報、各種アンケート等を収集・蓄積・分析するデータ管理システムの構築を行ってきた。今後は、

これまでのデータをさらに解析し、フレイルや軽度認知機能の危険性がある予備的状態の早期発見のための検討

を行う。

☞☞ ①①ににつついいててはは、、いいずずれれのの研研究究計計画画もも着着実実なな進進捗捗ががううかかががええるるここととかからら、、本本事事業業終終了了後後もも研研究究をを継継続続すするるとととともも

にに、、社社会会実実装装のの早早期期実実現現をを期期待待すするる。。

②②ににつついいててはは、、大大学学周周辺辺のの高高齢齢者者をを対対象象ととししてて継継続続的的にに行行わわれれてておおりり、、地地域域にに根根差差ししたた活活動動ででああるるとと評評価価すするる。。

本本事事業業終終了了後後もも、、研研究究成成果果へへのの活活用用だだけけにに止止ままららずず、、地地域域ののササロロンン的的役役割割もも果果たたししてていいけけるるよようう、、今今後後のの活活動動にに

期期待待すするる。。  
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当該住宅におけるスマートデバイスを利用した生活サポートに関する研究を進めてきた。具体的には、住宅・建

築の省エネルギーに関するセミナー開催、寒冷地型高断熱高気密住宅用空調システムによる自然エネルギー利用

型省エネルギー技術の開発、複数センサーによる室内見守りシステム、高齢者のための対話型AIシステム、単眼

ウェブカメラによる姿勢推定の研究である。また、地域高齢者の協力により収集された生活状況、活動状況、運

動機能などの情報をもとに、積雪寒冷地におけるより適切な暮らし方について医療的観点並びに工学的観点から

研究を進めてきた。これらの内容については、関連する学会や公開講座などで広く公開するとともに、学生の教

育・研究活動にも活用された。

② IF医療チームによる寒地型疾病や障害をともなう在宅生活を維持するためのサポートシステムの開発研究とし

て、年２回、地域住民を対象とした健康状態を測定する会（高齢者元気サポート）を開催し、その健康状態のデ

ータを基にしたサポートシステムの開発研究を進めてきた。本事業期間中の参加者は延べ635名、運動機能・体

力・栄養状態・認知機能について収集したデータを分析した。また並行して、本測定会で収集される運動機能情

報、身体計測情報、各種アンケート等を収集・蓄積・分析するデータ管理システムの構築を行ってきた。今後は、

これまでのデータをさらに解析し、フレイルや軽度認知機能の危険性がある予備的状態の早期発見のための検討

を行う。

☞☞ ①①ににつついいててはは、、いいずずれれのの研研究究計計画画もも着着実実なな進進捗捗ががううかかががええるるここととかからら、、本本事事業業終終了了後後もも研研究究をを継継続続すするるとととともも

にに、、社社会会実実装装のの早早期期実実現現をを期期待待すするる。。

②②ににつついいててはは、、大大学学周周辺辺のの高高齢齢者者をを対対象象ととししてて継継続続的的にに行行わわれれてておおりり、、地地域域にに根根差差ししたた活活動動ででああるるとと評評価価すするる。。

本本事事業業終終了了後後もも、、研研究究成成果果へへのの活活用用だだけけにに止止ままららずず、、地地域域ののササロロンン的的役役割割もも果果たたししてていいけけるるよようう、、今今後後のの活活動動にに

期期待待すするる。。  

第３章　自己点検評価及び外部評価 
　 第１節　自己点検評価 
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ⅡⅡ．．積積雪雪寒寒冷冷地地域域生生活活ををササポポーートトすするる医医療療用用装装具具のの安安全全性性・・耐耐久久性性のの向向上上（（寒寒地地先先端端材材料料研研究究所所（（LLAAMM））：：見見山山所所長長））  

① 積雪寒冷地で生活する装具使用者の安全確保と医師の装具処方および交換判断に資するために、寒冷地環境

での長期間の装具使用を想定して、装具材料であるポリプロピレンの機械特性に関する知見を蓄積してきた。

本事業期間中には、装具制作条件、極寒地環境曝露、低温・常温の繰り返しがポリプロピレンの機械特性に及

ぼす影響を明らかにするとともに、結晶化度に着目して材料の内部構造を評価した。さらに、当初の計画を上

回る成果として、機械的疲労の影響についても検討を行った。寒地環境における長期間の曝露がポリプロピレ

ンの内部構造の変化および機械特性の劣化に及ぼす影響は小さいが、一方で冷熱サイクルがポリプロピレンの

内部構造の変化および機械特性の劣化（低靭性化）に及ぼす影響は大きく、特にガラス転移点を上下するよう

な冷熱サイクル回数の管理は、寒地における装具使用者の安全確保と装具の適切な耐久性評価にとって極めて

重要である等の有用な新知見が得られた。

☞☞ 本本研研究究のの当当初初目目的的はは全全てて達達成成さされれ、、計計画画をを上上回回るる成成果果もも得得らられれたたももののとと見見受受けけらられれるるここととかからら、、研研究究のの着着実実なな

履履行行をを評評価価すするる。。得得らられれたた知知見見ににつついいててはは、、論論文文執執筆筆とといいうう形形ででのの公公表表をを期期待待すするるととととももにに、、本本事事業業終終了了後後もも研研

究究をを継継続続しし、、寒寒冷冷地地環環境境ににおおけけるるププララススチチッックク材材料料のの汎汎用用知知見見ととししてて社社会会実実装装へへ活活用用ししてていいくくここととをを期期待待すするる。。  

ⅢⅢ．．ククララウウドド型型遠遠隔隔ヘヘルルスス・・リリハハビビリリテテーーシショョンンシシスステテムムのの開開発発  

（（北北のの高高齢齢社社会会アアククテティィブブラライイフフ研研究究所所（（LLAAAANN））：：田田中中所所長長））  

① 高齢者・障がい者が地域社会の中で可能な限り自立した日常生活活動（ADL）を送れるよう、生活の質（QOL）

を高めると同時に、家族と社会の負担を軽減することを目的に、地域高齢者の日常生活を支援するための健康

維持、改善に関するリハビリテーション、在宅高齢者の日常生活を支援するためのICTを用いた支援システム、

高齢者の安全安心のための支援機器の開発を実施した。具体的には、「在宅患者、高齢者対象の遠隔ヘルス・リ

ハビリテーションシステムの運用試験」、「手稲区包括ケアリハビリテーション効果実証評価」、「熱画像を用い

た高齢者世帯・施設の転倒等生活見守りシステムの開発」、「高齢者施設における避難方法の検討」、「IoT技術を

利用した注意喚起による冬季路面での転倒予防システムの効果検証」である。本事業において計画された研究

課題に関して、基礎研究から応用研究に至る移行が実施され、地域への貢献においてもその継続的研究遂行の

可能性を残し、概ね良好な成果が得られた。

☞☞ いいずずれれのの研研究究計計画画もも着着実実なな進進捗捗ががううかかががええるるここととかからら、、本本事事業業終終了了後後もも研研究究をを継継続続ししてていいくくととととももにに、、社社会会実実

装装のの早早期期実実現現をを期期待待すするる。。

ⅣⅣ．．３３つつのの研研究究でで開開発発さされれるる技技術術のの適適合合地地域域のの検検討討とと３３研研究究ののメメソソッッドドをを構構築築  

（（北北方方地地域域社社会会研研究究所所（（RRIINNCC））：：木木村村所所長長））  

① 北国の豊かな生活を創出する道内各地域の課題・特性の把握と連携の成果として、次の活動を実施した。

− 第３回RINCフォーラム～鉄道が切り開く地域活性化の可能性～（2017/12/15）

− 遠隔会議システムを用いた自治体職員［猿払村］と学生の交流（2017/11/5、2018/11/6、2019/11/5）

− 上富良野町職員研修（2018/1/11-12、2018/11/15-16、2019/11/28-29）

− 第４回RINCフォーラム～本格焼酎から学ぶ地域×デザイン×ビジネス戦略～（2018/8/4）

− 第５回北方地域社会研究所（RINC）フォーラム～次の150年を見据えて、若手行政マンサミット～（2018/8/10） 

− 地域経済分析システム（RESAS）活用への寄与（2019/1/16）

− 2030 SDGsカードゲームワークショップ開催（2019/11/1）

− 第６回RINCフォーラム～宿泊の進化から考える『まちの当事者』は誰か？～（2020/2/10）

− RINC専用サイト・ホームページ・ブログによる情報発信

− 道内地域との連携構築

☞☞ 北北海海道道内内のの地地域域課課題題のの把把握握とと、、道道内内のの組組織織・・関関係係者者ととのの連連携携強強化化おおよよびび拡拡大大へへのの取取組組実実績績ににつついいてて評評価価すするる。。

今今後後はは、、ここれれままででのの知知見見ををももととにに、、ささららにに課課題題をを掘掘りり下下げげ、、学学内内外外ととのの連連携携のの強強化化をを図図るるととととももにに、、核核ととななるる地地

域域人人材材やや同同窓窓生生ととのの連連携携強強化化をを期期待待すするる。。

第３章　自己点検評価及び外部評価 
　 第１節　自己点検評価 
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第３章 自己点検評価及び外部評価 

第２節 外部評価 

１．2017年度 

2017 年度の事業成果について、外部評価機関（札幌市手稲区、上富良野町、北海道立総

合研究機構、東北工業大学）から、以下の意見を頂戴した。 

●研究部門における 3 研究は地域住民にとって馴染みが薄いため、現段階では地域への波

及が見えていない。地域と研究を結びつけるためのメソッドの早期構築が必要と考える。 

●積雪寒冷な北海道における人口減少・超高齢社会・地域活性化の対応を目的に取り組んで

いる研究について、地域において調査・研究が実施され、分析した結果が外部公表されてお

り、計画達成に向けて着実に進捗していると考えられる。 

●ブランディング部門においては、各センターの連携を深めていくことが必要と考える。

●公開講座等を活用した広報活動については、町内会の回覧板等により地域住民への周知

は十分に行われているが、北海道全体としてみたとき、北海道の地域を担う大学としての認

知度は十分に浸透していないと感じる。 

●事業の認知・浸透のため、半期ごとの進捗状況の発信やホームページの随時更新等を行う

等、更に発信をしていく必要があるのではないか。 

●ホームページのアクセス回数等の情報発信、技術移転展示会の参加者が目標値を上回る

ほか、オープンキャンパス等の参加者数も目標値を概ね達成しており、これらの取組は評価

できる。一方で、学術論文数が目標値を下回る等、研究促進の取組は改善の必要があり、ま

た、認知度について数値で評価できていないので、工夫して取組む必要がある。 

●学生募集や卒業生の進路への影響、研究成果の寄与等の本事業で想定する効果等を踏ま

え、本事業の対象（ステークホルダー）が検討されており、この点は評価できる。 

２．2018年度 

 2018 年度の事業成果について、外部評価機関（札幌市手稲区、上富良野町、北海道立総

合研究機構、東北工業大学）から、以下の意見を頂戴した。 

■研究部門

●「元気サポート」測定会は、大学周辺の高齢者を対象として継続的に行われており、地域

に根差した活動と評価するが、この取り組みと研究ブランディング事業との結びつき、特に

学生に対する学生支援や就職支援への繋がりが不明瞭であるため、今後に向け整理された

い。 
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●積雪寒冷地生活をサポートする医療用装具の開発研究は、研究期間に対する研究成果の

設定に懸念はあるが、ポリプロピレンの材料としての可能性を充分に感じられる。 

●在宅医療や在宅ケア関連の研究は今後益々重要な位置づけとなるため、研究の一層の進

展を期待する。今後においては、医療機関や行政等を今まで以上に巻き込み、発展されたい。 

●北方地域社会研究所の役割である「３研究所の取り組みを地域へ発信すること」「地域の

課題を吸い上げること」「シーズを地域へ働きかけること」に対する達成度には懸念が残る

ため、核となる地域人材や、同窓生との連携強化が望まれる。 

【ブランディング部門】 

●目標に対する達成度は概ね良好であり、達成度に対する自己評価も的確と感じるが、研究

ブランディング事業は大学全体の取り組みであることから、学内に対するブランディング

も望まれる。 

●メディアへの露出が達成度としては低いため、より一層の広報活動を期待する。

●地域社会への波及という点では、依然として改善が見られていない。

●各センターにおける事業についても、今後の期間において、それぞれの業務間での連携が

しっかりと行われることを期待する。 

３．2019年度 

外部評価機関（札幌市手稲区、上富良野町、北海道立総合研究機構、東北工業大学）から、

以下の意見を頂戴した。 

■研究部門

●地域住民にとって大学との結びつきや関係を理解するのは容易ではないが、地域にある

団体と連絡を取り情報共有を図りながら進めることで、よりわかりやすく身近な存在にな

るのではないかと考える。また、今後は研究内容の情報共有や連携を取りながら、引き続き、

地域目線での成果の対外発信とともに、地域と連携しながら研究に取り組むことを期待す

る。 

●本事業の積雪寒冷地域という本来なら弱点になる特性に対し、人口減少や高齢化社会に

対応する生活環境を支えることを可能にするため、地域コミュニティの希薄化や除排雪問

題、地域医療問題等を捉え、地域共育力により活性化に変えていくという発想は、大きな期

待を感じるところである。 

●北海道における地域の快適な北国生活環境の創出・連携による地域共育の向上に向け、確

かな基盤を構築したと評価できる。 

●北国における高齢者の遠隔リハビリ、転倒等の見守り、施設における避難サポート、冬季

路面での転倒防止予防など広範なテーマ設定をしつつ、それぞれ着実な取り組みをされて
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いる点は高く評価できる。高齢者の生活様式も大きく変わっていく中で、遠隔ヘルス・リハ

ビリテーションシステムのニーズはさらに高まると考えられ、引き続き社会実装へ向けた

取り組みに期待したい。 

■ブランディング部門

●大学から離れた地域では大学への関心度が必ずしも高いとは言えないため、広報活動な

ど露出度を高め、地域に愛されるような大学を目指していただきたい。 

●総合成果指標は、研究促進力以外についても概ね当初目標を達成しており、本補助事業と

しては適切に遂行され、十分な成果を挙げたと評価できる。しかし、目標数に比して達成数

が小さい情報発信力及びセミナー公開講座及び見学･出前･高大連携の実施件数については、

自学の取り組みにて件数を増加させることが比較的容易であったように見受けられる。 

●公開講座は交通利便性の高い場所で数多く開催するなど工夫を行い、地域との結びつき

のある大学という姿勢を大学側からも発信することを期待する。 
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北北海海道道科科学学大大学学

私私立立大大学学研研究究ブブラランンデディィンンググ事事業業
成成果果報報告告書書

学校法人番号 学校法人名 北海道科学大学

大学名 北海道科学大学

事業名 北国生活環境科学拠点～積雪寒冷地域における医社工連携をとおした超高齢社会対応のための技術展開と普及～

申請タイプ タイプA 支援期間 3年 収容定員 3,332人

参画組織 工学部、保健医療学部、未来デザイン学部

事業概要

本学は1967年に工科系大学として開学、その後、社会科学及び医療系分野を充実させ、積
雪寒冷地域対応の高度な教育・研究機関として発展してきた。これを基盤として、北海道にお
ける人口減少・超高齢社会・地域活性化の対応を目的として、工学、保健医療学、社会科学
の融合から「『北国の豊かな生活環境を創出する』ための『北国生活環境科学拠点』」を整備
し、地域との共創による新たなイノベーションを描き出す地域創生を実現する。

事業目的

本学が存在する北海道地域は、本州とは異なる経緯で発展してきた。一つは、積雪寒冷地
域という非常に厳しい気候風土を有していること、もう一つは歴史的背景が明治期より開拓され
たことである。北海道の冬期間の生活環境は以前に比べ大きく向上しているものの、「雪対策」
や寒冷に対する「エネルギー消費量の増大」「凍害」等により、他の地域に比べ生活が困難な地
域である。また、近年の少子高齢化・過疎化があいまって、医療負担増や医療格差の増大、若
者離れ、地域コミュニティの崩壊等で疲弊している地域も多く、それらに対応した生活環境の向
上を目的とした「技術・技能の新たな展開」が急務である。
そこで、積雪寒冷という「地域」における社会問題「超高齢社会」を踏まえ、これまで本学が蓄
積してきた研究を軸とした「新たな技術・技能」の開発とその普及による生活環境を支える「ノー
スライフ・イノベーション」を目指すことが本事業の目的である。
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北北海海道道科科学学大大学学

私私立立大大学学研研究究ブブラランンデディィンンググ事事業業
成成果果報報告告書書

学校法人番号 学校法人名 北海道科学大学

大学名 北海道科学大学

事業名 北国生活環境科学拠点～積雪寒冷地域における医社工連携をとおした超高齢社会対応のための技術展開と普及～

申請タイプ タイプA 支援期間 3年 収容定員 3,332人

参画組織 工学部、保健医療学部、未来デザイン学部
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域である。また、近年の少子高齢化・過疎化があいまって、医療負担増や医療格差の増大、若
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北北海海道道科科学学大大学学

私私立立大大学学研研究究ブブラランンデディィンンググ事事業業
成成果果報報告告書書

学校法人番号 学校法人名 北海道科学大学

大学名 北海道科学大学

事業名 北国生活環境科学拠点～積雪寒冷地域における医社工連携をとおした超高齢社会対応のための技術展開と普及～

事業成果

　本事業では、高齢者や障がいをもつ方をはじめ、北国で暮らす人々の生活の質を向上させる
ために様々な取り組みを行い、「北国高齢社会の生活カウンセラー（北国生活環境科学拠点）」
として、北国の暮らしを豊かにする研究・開発を行った。

■研究部門
①スマート住宅におけるウェルビーイング・サポートサービスの開発研究：　積雪寒冷地住宅の研
究推進および当該住宅におけるスマートデバイスを利用した生活サポートに関する研究を進め
た。具体的には住宅・建築の省エネルギーに関するセミナー開催、寒冷地型高断熱高気密住
宅用空調システムによる自然エネルギー技術の開発、複数センサーによる室内見守りシステ
ム、高齢者のための対話型AIシステム、単眼ウェブカメラによる姿勢推定の研究を行った。ま
た、地域高齢者の協力により収集された生活状況、活動状況、運動機能などの情報をもとに、
積雪寒冷地におけるより適切な暮らし方について、医療的観点並びに工学的観点から研究を進
め、関連する学会や公開講座などで広く公開するとともに、学生の教育・研究活動にも活用し
た。
　寒地型疾病や障害をともなう在宅生活を維持するためのサポートシステムの開発研究として、
年２回、地域住民を対象とした健康状態を測定する会（高齢者元気サポート）を開催し、その
データを基にしたサポートシステムの開発研究を進めた。本事業期間中の参加者は延べ635
名、運動機能・体力・栄養状態・認知機能について収集したデータを分析した。また並行して本
測定会で収集される運動機能情報、身体計測情報、各種アンケート等を収集・蓄積・分析する
データ管理システムの構築を行ってきた。

②積雪寒冷地生活をサポートする医療用装具の開発研究：　積雪寒冷地で生活する装具使用
者の安全確保と医師の装具処方および交換判断に資するために、寒冷地環境での長期間の
装具使用を想定して、装具材料であるポリプロピレンの機械特性に関する知見を蓄積してきた。
事業期間中に装具制作条件、極寒地環境曝露、低温・常温の繰り返しがポリプロピレンの機械
特性に及ぼす影響を明らかにするとともに、結晶化度に着目して材料の内部構造を評価した。さ
らに当初計画を上回る成果として、機械的疲労の影響についても検討を行った。寒地環境にお
ける長期間の曝露がポリプロピレンの内部構造の変化および機械特性の劣化に及ぼす影響は
小さいが、一方で冷熱サイクルがポリプロピレンの内部構造の変化および機械特性の劣化（低
靭性化）に及ぼす影響は大きく、特にガラス転移点を上下するような冷熱サイクル回数の管理
は、寒地における装具使用者の安全確保と装具の適切な耐久性評価にとって極めて重要であ
る等の有用な新知見が得られた。

③クラウド型遠隔ヘルスリハビリテーションシステムの開発研究：　高齢者・障がい者が地域社
会の中で可能な限り自立した日常生活活動（ADL）を送れるよう、生活の質（QOL）を高めると同
時に、家族と社会の負担を軽減することを目的に、地域高齢者の日常生活を支援するための健
康維持、改善に関するリハビリテーション、在宅高齢者の日常生活を支援するためのICTを用い
た支援システム、高齢者の安全安心のための支援機器の開発を実施した。具体的には、「在宅
患者、高齢者対象の遠隔ヘルス・リハビリテーションシステムの運用試験」、「手稲区包括ケアリ
ハビリテーション効果実証評価」、「熱画像を用いた高齢者世帯・施設の転倒等生活見守りシス
テムの開発」、「高齢者施設における避難方法の検討」、「IｏT技術を利用した注意喚起による冬
季路面での転倒予防システムの効果検証」の開発を行った。本事業において計画された研究
課題に関して、基礎研究から応用研究に至る移行が実施され、地域への貢献においてもその継
続的研究遂行の可能性を残し、概ね良好な成果が得られた。

④3つの研究で開発される技術の適合地域の検討と３研究のメソッドを構築：　北国の豊かな生
活を創出する道内各地域の課題・特性の把握と連携の成果として、次の活動を実施した。
　（2017/12/15）
　第３回北方地域社会研究所（RINC）フォーラム～鉄道が切り開く地域活性化の可能性～
　（2017/11/5、2018/11/6、2019/11）
　遠隔会議システムを用いた自治体職員［猿払村］と学生の交流
　（2018/1/11-12、2019/11/28-29）
　上富良野町職員研修
　（2018/8/10）
　第5回北方地域社会研究所（RINC）フォーラム
 ～次の150年を見据えて、若手行政マンサミット～
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北北海海道道科科学学大大学学

私私立立大大学学研研究究ブブラランンデディィンンググ事事業業
成成果果報報告告書書

学校法人番号 学校法人名 北海道科学大学

大学名 北海道科学大学

事業名 北国生活環境科学拠点～積雪寒冷地域における医社工連携をとおした超高齢社会対応のための技術展開と普及～

事業成果

　本事業では、高齢者や障がいをもつ方をはじめ、北国で暮らす人々の生活の質を向上させる
ために様々な取り組みを行い、「北国高齢社会の生活カウンセラー（北国生活環境科学拠点）」
として、北国の暮らしを豊かにする研究・開発を行った。

■研究部門
①スマート住宅におけるウェルビーイング・サポートサービスの開発研究：　積雪寒冷地住宅の研
究推進および当該住宅におけるスマートデバイスを利用した生活サポートに関する研究を進め
た。具体的には住宅・建築の省エネルギーに関するセミナー開催、寒冷地型高断熱高気密住
宅用空調システムによる自然エネルギー技術の開発、複数センサーによる室内見守りシステ
ム、高齢者のための対話型AIシステム、単眼ウェブカメラによる姿勢推定の研究を行った。ま
た、地域高齢者の協力により収集された生活状況、活動状況、運動機能などの情報をもとに、
積雪寒冷地におけるより適切な暮らし方について、医療的観点並びに工学的観点から研究を進
め、関連する学会や公開講座などで広く公開するとともに、学生の教育・研究活動にも活用し
た。
　寒地型疾病や障害をともなう在宅生活を維持するためのサポートシステムの開発研究として、
年２回、地域住民を対象とした健康状態を測定する会（高齢者元気サポート）を開催し、その
データを基にしたサポートシステムの開発研究を進めた。本事業期間中の参加者は延べ635
名、運動機能・体力・栄養状態・認知機能について収集したデータを分析した。また並行して本
測定会で収集される運動機能情報、身体計測情報、各種アンケート等を収集・蓄積・分析する
データ管理システムの構築を行ってきた。

②積雪寒冷地生活をサポートする医療用装具の開発研究：　積雪寒冷地で生活する装具使用
者の安全確保と医師の装具処方および交換判断に資するために、寒冷地環境での長期間の
装具使用を想定して、装具材料であるポリプロピレンの機械特性に関する知見を蓄積してきた。
事業期間中に装具制作条件、極寒地環境曝露、低温・常温の繰り返しがポリプロピレンの機械
特性に及ぼす影響を明らかにするとともに、結晶化度に着目して材料の内部構造を評価した。さ
らに当初計画を上回る成果として、機械的疲労の影響についても検討を行った。寒地環境にお
ける長期間の曝露がポリプロピレンの内部構造の変化および機械特性の劣化に及ぼす影響は
小さいが、一方で冷熱サイクルがポリプロピレンの内部構造の変化および機械特性の劣化（低
靭性化）に及ぼす影響は大きく、特にガラス転移点を上下するような冷熱サイクル回数の管理
は、寒地における装具使用者の安全確保と装具の適切な耐久性評価にとって極めて重要であ
る等の有用な新知見が得られた。

③クラウド型遠隔ヘルスリハビリテーションシステムの開発研究：　高齢者・障がい者が地域社
会の中で可能な限り自立した日常生活活動（ADL）を送れるよう、生活の質（QOL）を高めると同
時に、家族と社会の負担を軽減することを目的に、地域高齢者の日常生活を支援するための健
康維持、改善に関するリハビリテーション、在宅高齢者の日常生活を支援するためのICTを用い
た支援システム、高齢者の安全安心のための支援機器の開発を実施した。具体的には、「在宅
患者、高齢者対象の遠隔ヘルス・リハビリテーションシステムの運用試験」、「手稲区包括ケアリ
ハビリテーション効果実証評価」、「熱画像を用いた高齢者世帯・施設の転倒等生活見守りシス
テムの開発」、「高齢者施設における避難方法の検討」、「IｏT技術を利用した注意喚起による冬
季路面での転倒予防システムの効果検証」の開発を行った。本事業において計画された研究
課題に関して、基礎研究から応用研究に至る移行が実施され、地域への貢献においてもその継
続的研究遂行の可能性を残し、概ね良好な成果が得られた。

④3つの研究で開発される技術の適合地域の検討と３研究のメソッドを構築：　北国の豊かな生
活を創出する道内各地域の課題・特性の把握と連携の成果として、次の活動を実施した。
　（2017/12/15）
　第３回北方地域社会研究所（RINC）フォーラム～鉄道が切り開く地域活性化の可能性～
　（2017/11/5、2018/11/6、2019/11）
　遠隔会議システムを用いた自治体職員［猿払村］と学生の交流
　（2018/1/11-12、2019/11/28-29）
　上富良野町職員研修
　（2018/8/10）
　第5回北方地域社会研究所（RINC）フォーラム
 ～次の150年を見据えて、若手行政マンサミット～
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　（2019/1/16）
　地域経済分析システム（RESAS）活用への寄与
　（2019/11/1）
　2030 SDGsカードゲームワークショップ開催
　（2020/2/10）
　第6回北方地域社会研究所（RINC）フォーラム
　～宿泊の進化から考える『まちの当事者』は誰か？～
その他、北方地域社会研究所（RINC）の採用サイト・ホームページ・ブログによる情報発信およ
び道内地域との連携構築を行った。

■ブランディング部門
「ブランディング部門では、ブランディング戦略における各センターの目標を設定し、本事業の事
業内容・成果に係る情報発信、プロモーション、自己評価、評価結果に基づく内容検討・改善を
行うCAPDo（PDCA）サイクルの実行を通じて、研究部門の情報や成果を更に高めるための活動
を実施した。各センターの活動により、多くの総合指標において、当初の目標を達成することが
できた。特にオープンキャンパスの参加者数や志願者数の向上、外部資金受入、学術論文執
筆件数の向上が見られた。

事業成果

今後の事業成果の
活用・展開

■研究部門
①スマート住宅におけるウェルビーイング・サポートサービスの開発研究：　スマートスピーカーを
利用した服薬支援システムのボイスユーザーインタフェイス活用については、服薬支援システム
の他にも様々な拡張が考えられる。単眼カメラによる姿勢推定システムは体の一部であっても
一定以上の正確さで認識が可能であることが確認できたので、就寝時の状態把握など、室内
環境での人物の状況把握に応用できる可能性を見出した。
　寒冷積雪地域における健康をサポートをするための基礎データの収集においては、紙媒体に
よる記入からタブレットへの入力は、さまざまな業務改善につながり今後への期待が大きい。地域
住民を対象とした健康状態の測定会の運営については、新規参加者が再参加しないことや継
続を中止することについて、健康状態の変化などを含めこの測定会とは別の調査が必要であ
る。測定会への女性の参加が継続するための工夫として「休憩所」を設けたことにより、地域のサ
ロン的役割を果たしていく可能性もある。

②積雪寒冷地生活をサポートする医療用装具の開発研究：　装具使用者の生活地と医療機関
の所在が離れた遠隔医療となりがちな北海道では、装具の損耗等の適切な確認が不十分な状
況ををもたらし、装具使用者の不利益となっていたが、本事業で得た装具の材料となるポリプロ
ピレンの機械的性質に関する知見により、積雪寒冷地で生活する装具使用者の安全確保およ
び活動圏の拡大につながると共に、医師の装具処方および交換判断の情報としても有用とな
る。

③クラウド型遠隔ヘルスリハビリテーションシステムの開発研究：　「在宅患者、高齢者対象の
遠隔ヘルス・リハビリテーションシステムの運用試験」は、HDMを用いて静的環境だけでなく動的
環境における支援・トレーニングが可能なシステムの改良を今後も進めていく。「手稲区包括ケ
アリハビリテーション効果実証評価」は、札幌市手稲区の協力を得て実施する体力測定会の
データを用い、要介護移行を早期に発見するシステムを開発し、介護予防の情報を総合的に
分析するためのデータベースの構築するため、引き続き追跡調査を行い要介護リスクに関与す
る評価指標を更に検証する。「熱画像を用いた高齢者世帯・施設の転倒等生活見守りシステム
の開発」は構築したシステムを高齢者施設などのフィールドに設置、評価に向けて学内で可能
な評価試験を実施し、準備を進めている。「高齢者施設における避難方法の検討」は、本研究
で開発したモーターなどの動力を用いずに、介助者１名により車いすに乗車したまま階下に避難
する階段避難車の社会実装の支援や高齢者施設における介助を伴う避難方法について引き続
き研究を進める。「IｏT技術を利用した注意喚起による冬季路面での転倒予防システムの効果
検証」は、本研究で制作した外乱刺激呈示システムの実験において必要な条件の改善点が見
出した。今後は被験者の人数を増やすことでデータの正確性を向上させ、転倒予防のための注
意喚起システム構築に活用していく。

④3つの研究で開発される技術の適合地域の検討と３研究のメソッドを構築：　本事業を通して
北海道内の地域課題の把握と北海道内の組織、関係者との連携の強化、および拡大への取り
組みを進めることができた。特に広大な北海道における連携推進のためにはICTの活用が不可
欠であり、その活用のための方法についても経験を積むことができた。この事業で得た知見を基
に、今後さらに課題を掘り下げ、学内外との連携の強化を図り、研究・実践活動を進めたい。

■ブランディング部門
本事業の成果を活用・展開するため、2020年、新たに「北の大地ライフサイエンス創生研究所」
を設立するとともに、法人全体の中期的な計画である第2期中期事業計画（2020-2024）にお
いて、本学の特色を生かした医・薬・工連携による学際的・学融合的研究の推進によるイノベー
ション創出、社会還元を図るための戦略事業を策定した。今後は戦略事業の実行を通じ、更な
る研究活動の活性化に繋げていく。
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　（2019/1/16）
　地域経済分析システム（RESAS）活用への寄与
　（2019/11/1）
　2030 SDGsカードゲームワークショップ開催
　（2020/2/10）
　第6回北方地域社会研究所（RINC）フォーラム
　～宿泊の進化から考える『まちの当事者』は誰か？～
その他、北方地域社会研究所（RINC）の採用サイト・ホームページ・ブログによる情報発信およ
び道内地域との連携構築を行った。

■ブランディング部門
「ブランディング部門では、ブランディング戦略における各センターの目標を設定し、本事業の事
業内容・成果に係る情報発信、プロモーション、自己評価、評価結果に基づく内容検討・改善を
行うCAPDo（PDCA）サイクルの実行を通じて、研究部門の情報や成果を更に高めるための活動
を実施した。各センターの活動により、多くの総合指標において、当初の目標を達成することが
できた。特にオープンキャンパスの参加者数や志願者数の向上、外部資金受入、学術論文執
筆件数の向上が見られた。

事業成果

今後の事業成果の
活用・展開

■研究部門
①スマート住宅におけるウェルビーイング・サポートサービスの開発研究：　スマートスピーカーを
利用した服薬支援システムのボイスユーザーインタフェイス活用については、服薬支援システム
の他にも様々な拡張が考えられる。単眼カメラによる姿勢推定システムは体の一部であっても
一定以上の正確さで認識が可能であることが確認できたので、就寝時の状態把握など、室内
環境での人物の状況把握に応用できる可能性を見出した。
　寒冷積雪地域における健康をサポートをするための基礎データの収集においては、紙媒体に
よる記入からタブレットへの入力は、さまざまな業務改善につながり今後への期待が大きい。地域
住民を対象とした健康状態の測定会の運営については、新規参加者が再参加しないことや継
続を中止することについて、健康状態の変化などを含めこの測定会とは別の調査が必要であ
る。測定会への女性の参加が継続するための工夫として「休憩所」を設けたことにより、地域のサ
ロン的役割を果たしていく可能性もある。

②積雪寒冷地生活をサポートする医療用装具の開発研究：　装具使用者の生活地と医療機関
の所在が離れた遠隔医療となりがちな北海道では、装具の損耗等の適切な確認が不十分な状
況ををもたらし、装具使用者の不利益となっていたが、本事業で得た装具の材料となるポリプロ
ピレンの機械的性質に関する知見により、積雪寒冷地で生活する装具使用者の安全確保およ
び活動圏の拡大につながると共に、医師の装具処方および交換判断の情報としても有用とな
る。

③クラウド型遠隔ヘルスリハビリテーションシステムの開発研究：　「在宅患者、高齢者対象の
遠隔ヘルス・リハビリテーションシステムの運用試験」は、HDMを用いて静的環境だけでなく動的
環境における支援・トレーニングが可能なシステムの改良を今後も進めていく。「手稲区包括ケ
アリハビリテーション効果実証評価」は、札幌市手稲区の協力を得て実施する体力測定会の
データを用い、要介護移行を早期に発見するシステムを開発し、介護予防の情報を総合的に
分析するためのデータベースの構築するため、引き続き追跡調査を行い要介護リスクに関与す
る評価指標を更に検証する。「熱画像を用いた高齢者世帯・施設の転倒等生活見守りシステム
の開発」は構築したシステムを高齢者施設などのフィールドに設置、評価に向けて学内で可能
な評価試験を実施し、準備を進めている。「高齢者施設における避難方法の検討」は、本研究
で開発したモーターなどの動力を用いずに、介助者１名により車いすに乗車したまま階下に避難
する階段避難車の社会実装の支援や高齢者施設における介助を伴う避難方法について引き続
き研究を進める。「IｏT技術を利用した注意喚起による冬季路面での転倒予防システムの効果
検証」は、本研究で制作した外乱刺激呈示システムの実験において必要な条件の改善点が見
出した。今後は被験者の人数を増やすことでデータの正確性を向上させ、転倒予防のための注
意喚起システム構築に活用していく。

④3つの研究で開発される技術の適合地域の検討と３研究のメソッドを構築：　本事業を通して
北海道内の地域課題の把握と北海道内の組織、関係者との連携の強化、および拡大への取り
組みを進めることができた。特に広大な北海道における連携推進のためにはICTの活用が不可
欠であり、その活用のための方法についても経験を積むことができた。この事業で得た知見を基
に、今後さらに課題を掘り下げ、学内外との連携の強化を図り、研究・実践活動を進めたい。

■ブランディング部門
本事業の成果を活用・展開するため、2020年、新たに「北の大地ライフサイエンス創生研究所」
を設立するとともに、法人全体の中期的な計画である第2期中期事業計画（2020-2024）にお
いて、本学の特色を生かした医・薬・工連携による学際的・学融合的研究の推進によるイノベー
ション創出、社会還元を図るための戦略事業を策定した。今後は戦略事業の実行を通じ、更な
る研究活動の活性化に繋げていく。

第３章　自己点検評価及び外部評価 
 　第３節　成果報告 
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第４章 本事業に係る成果公表等 

第１節 イノベーション・ジャパン他各種展示会での成果発表 

【2019.8.29～30 日本最大級のマッチングイベント「イノベーション・ジャパン 2019」大学組

織展示・大学等シーズ展示に出展】 

《実施概要》 

大学組織展示として、私立大学研究ブランディング事業の取り組みについて、「ノースライフ・

イノベーション～北国の豊かな生活環境創出プロジェクト～」と題し、ブース展示とプレゼンテ

ーション発表により紹介した。 

大学組織展示とは、大学組織としての展示・発表を通じて、昨今の産学連携を取り巻く変化に

対応し、特に産業界からのアカデミアに対する本気の産学連携に向けた要望に応える大型の共

同研究開発を提案することにより、大学と産業界との間での新たなパートナーシップを創造す

るとともに、これまでにない新たな価値の創出を目指すことを目的としているもの。 

北海道科学大学は北海道内の大学から唯一の出展となった。 

第４章 本事業に係る成果公表等 
 　第１節 イノベーション・ジャパン他各種展示会での成果発表 

115

第４章 本事業に係る成果公表等 

第１節 イノベーション・ジャパン他各種展示会での成果発表 

【2019.8.29～30 日本最大級のマッチングイベント「イノベーション・ジャパン 2019」大学組

織展示・大学等シーズ展示に出展】 

《実施概要》 

大学組織展示として、私立大学研究ブランディング事業の取り組みについて、「ノースライフ・

イノベーション～北国の豊かな生活環境創出プロジェクト～」と題し、ブース展示とプレゼンテ

ーション発表により紹介した。 

大学組織展示とは、大学組織としての展示・発表を通じて、昨今の産学連携を取り巻く変化に

対応し、特に産業界からのアカデミアに対する本気の産学連携に向けた要望に応える大型の共

同研究開発を提案することにより、大学と産業界との間での新たなパートナーシップを創造す

るとともに、これまでにない新たな価値の創出を目指すことを目的としているもの。 

北海道科学大学は北海道内の大学から唯一の出展となった。 

第４章 本事業に係る成果公表等 
 　第１節 イノベーション・ジャパン他各種展示会での成果発表 

115



【第 33回北海道技術・ビジネス交流会(ビジネス EXPO)」に出展 2019.11.7～8】 

《実施概要》 

2019年 11月 7日(木)・8日(金)、アクセスサッポロで開催された「第 33回北海道技術・ビジ

ネス交流会(ビジネス EXPO)」に、本学研究ブランディング事業の取り組みについて出展。

 「北海道技術・ビジネス交流会(ビジネス EXPO)」は、1987年から開催されている北海道最大規

模のビジネスイベントで、第 33 回は「新時代に挑む Business×Innovation×Success」をテー

マに大学・企業など 350団体が出展し、2日間で 21,703 名の来場者が訪れ盛大に行われた。

ヘルスケア ・イノベーション展と題した特

別展示では、平成 29 年度に採択された文部科

学省「私立大学研究ブランディング事業」の

取り組みについてブース展示を行い、「MR技

術を用いた遠隔リハビリシステム」や「IOT技

術を用いた歩行とバランスアプリ」、「寒冷

対応型医療用装具」、「ロバストな双方向情

報交換クラウドシステム」の技術紹介とシス

テムの体験コーナーを設けた。

第４章 本事業に係る成果公表等 
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第４章 本事業に係る成果公表等 

第２節 本学特設 HP による情報公表 

《特設サイトの開設》 

ブランディング事業による成果を迅速に公表するため、特設サイトを開設。

（https://www.hus.ac.jp/brand/） 

参考 
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付録 

研究ブランディング事業予算総括 

2017 2018 2019 合計 

寒地未来生活環境 

研究所 
4,200,000 4,000,000 4,000,000 12,200,000 

寒地先端材料研究所 4,200,000 4,000,000 4,000,000 12,200,000 

北の高齢社会 

アクティブライフ

研究所 

4,200,000 4,000,000 4,000,000 12,200,000 

北方地域社会研究所 2,500,000 3,000,000 3,000,000 8,500,000 

研究推進・地域連携

センター
2,900,000 3,000,000 10,000,000 15,900,000 
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